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はじめに 

「子どもたちのインターネット利用について考える研究会」は、インターネットが社会に

もたらす良い影響を信じるとともに、子どもたちのインターネット利用に関して発生する

諸問題の対処は、まず保護者にその権利と義務があるとの考え方に立っています。 

 

その一方で、子どもたちが触れる情報機器や、インターネットの各種サービスは絶えざる

変化を続けています。また、マスメディアを通じて提供される情報の多くは、楽観的な立場

からの利用促進か、悲観的に、子どもへの悪影響への警鐘を鳴らすことのどちらかに偏った

ものが目立ちます。そのため、インターネットの利用が子どもに与える様々な影響や、期待

できる効果、家庭での適切な利用のさせ方などについて、バランスよく学習したり、検討し

たりすることが困難であったり、その余裕の無い保護者が多いとも考えられます。 

 

そこで、本研究会ではこれまで、「コミュニケーションサイト利用リスクのモデル化」

（2008 年度）、「段階的利用（理想的なネットデビュー）のモデル化」（2009 年度、2014 年

度改訂）のように、その時々の社会的な課題に応じて、個々の保護者の判断の助けとなるよ

うな、状況の整理と情報提供に努めてきました。また、保護者を支援する立場にある行政担

当者や関係事業者に向けても、「保護者向け教育啓発のあり方」（2011 年度）、「教育啓発の

評価指標づくり」（2013 年度）のような提言を行ってきました。また、秋田県教育庁生涯学

習課をはじめ、地方自治体などとの協働により、保護者向けの直接的な教育啓発実践にも取

り組んでいます。 

 

本研究会が設立された 2008 年当時、子どもたちのインターネット利用問題の主役は高校

生であり、彼らの利用する機器はもっぱら従来型の携帯電話でした。その後、情報機器が多

様化したことで、中学生から小学生へと、インターネットデビューの低年齢化も年々進みま

した。 

さらに、この数年で、スマートフォンやタブレットが保護者にも広く使われるようになっ

た結果として、いわゆる「スマホ子守り」「スマホ子育て」など、未就学時点からの機器利

用の悪影響が懸念されるようにもなりました。 

そこで本研究会では、第八期（2016 年度）の調査検討のテーマを「低年齢の子どもとイ

ンターネット」と定め、その利用実態などを把握した上で、保護者向けには、学術的な裏付

けのある情報を提供するとともに、教育や行政の関係者、関係事業者向けには、保護者支援

のあり方についての提言を取りまとめることとしました。 
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なお、本報告書をご一読いただくことで、今期の調査検討の結果の詳細をご理解いただけ

るものとは存じますが、保護者のみなさま向けには特に、簡易なセルフチェックリスト形式

での情報提供を試みております。あわせてご活用をいただければ幸いです。 

 

最後になりますが、今年度も研究会の実施に際して、多くの方にご協力を賜りました。こ

の場を借りまして御礼を申しあげます。また、委員の皆様、事務局の皆様の精力的なお働き

にも感謝いたします。 

本報告書が、低年齢のお子さんをお持ちの全国の保護者のみなさまの不安を解消すると

ともに、家庭での実践の一助となり、また学校、園、子育て支援など、保護者を支援する様々

な立場の方々の参考となりますことを祈念しております。 

 

子どもたちのインターネット利用について考える研究会 座長 坂元 章 

 

  



子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

第八期報告書 

 3 

目次 

第一章 第八期調査研究活動の成果概要 ---------------------------------------------- 4 

1. 保護者向けセルフチェックリスト --------------------------------------------------- 4 

2. 提言 ---------------------------------------------------------------------------------- 16 

第二章 第八期調査研究テーマ選択の背景 ------------------------------------------ 21 

1. 「低年齢の子どもとインターネット」についての保護者を取り巻く状況 ------- 21 

2. 本研究会側のこれまでの取り組みと問題意識 ------------------------------------- 26 

 

第三章 今期の調査検討の結果 ------------------------------------------------------- 29 

1. 保護者に伝えるべきこと ------------------------------------------------------------ 29 

2. 保護者への伝え方 ------------------------------------------------------------------- 39 

第四章 今期の活動記録等 ------------------------------------------------------------ 43 

1. 体制（第八期） ---------------------------------------------------------------------- 43 

2. 本会開催記録 ------------------------------------------------------------------------ 45 

3. 調査および検討の実際 -------------------------------------------------------------- 46 

4. 謝辞 ---------------------------------------------------------------------------------- 64 

5. 参考文献等 --------------------------------------------------------------------------- 66 

第五章 付録 --------------------------------------------------------------------------- 68 

1. 未就学児の生活習慣とインターネット利用に関する保護者意識調査 

    調査票および単純集計結果全文 ---------------------------------------------------- 68 

2. ワーキンググループによる文献調査結果報告書全文 ------------------------------ 81 

 

  



子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

第八期報告書 

 4 

第一章 第八期調査研究活動の成果概要 

1. 保護者向けセルフチェックリスト 

1.1. 作成の背景 

本研究会では今期、「低年齢の子どもとインターネット」をテーマと定め、利用

実態や保護者の意識、行動についての調査を行いました。また子どもとインターネ

ットメディア、子どもとインターネット機器との関わりについて、これまでに得ら

れている学術的な知見の把握にも努めました。 

低年齢の子どものうち、乳児期（本報告書では 0-2 歳の子どもを乳児とします）

および幼児期（同じく 3-6 歳とします）をあわせた未就学期については、就学期以

降の児童や生徒とは異なり、インターネットや情報機器利用のきっかけや、その利

用範囲の決定に、保護者が主導的かつ重要な役割を果たしています。 

ところが、本研究会の調査の結果、未就学児を持つ保護者の多くは、わが子のイ

ンターネット・情報機器利用について何らかの不安を感じ、手放しでの利用は控え

る傾向にある反面、具体的に気をつけるべき点や、望まれる行動についての、知識

や理解が不十分であることが分かりました。 

一方で、未就学期の子育ては、保護者の負担が特に大きく、本問題について、保

護者が学習にあてられる時間や機会は、かなり限られたものとなるのが普通です。

したがって、保護者向けの情報提供の際には、日常的に注意を払うべき特に重要な

課題に、内容を絞り込む必要があると考えられます。 

そこで、本研究会では、より多くの保護者に情報を届ける工夫の一つとして、今

期の調査研究活動の成果を、報告書本編に詳しく記載するだけでなく、理解を促進

するために簡略化したセルフチェックリストの形式でも提供することとしました。 

したがって、本セルフチェックリストは、家庭や保護者の行動の課題を抽出・診

断するなど、子育て支援などに関わる第三者による「評価」目的ではなく、もっぱ

ら保護者自身の「学習」や「行動変容」に焦点を合わせた構成・内容となっていま

す。利用の際は、後述の「利用上の留意点」もあわせてご覧ください。 

 なお、本研究会では、今期の調査検討の中で、未就学児やその保護者の利用状

況について全国規模の調査の他、メディア視聴が子どもの発達に与える影響に関
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する先行研究の文献調査を実施しています。提言ならびに本セルフチェックリス

トはいずれも、それらの知見に基づく検討の結果です。 

検討の内容や調査結果など、詳しくは、本報告書の第二章以降をご覧ください。 

1.2. 作成のねらい 

本セルフチェックリストでは、未就学児の情報機器やインターネット利用にお

いて、特に重要と考えられる問題には、どのようなものがあるのか、具体的に列挙

（可視化、一覧化）することで、多くの保護者が感じている「漠然とした不安」を

軽減するとともに、保護者が知っておくべき事柄についての学習が促進されるこ

とを大きなねらいとしています。 

乳児・幼児自身による情報機器・インターネット利用はまだ始まったばかりです。

そのため、学術的な研究検討の蓄積は短く、さらに効果測定の方法など、研究の進

め方が難しいこともあって、良い面・悪い面ともに、その影響は十分には明らかに

なってはいません。しかし、現時点では、未就学児の情報機器・インターネット利

用の多くは、「動画や写真を見る」「ゲームをする」など1、子どもの発達とメディ

アとの関わりについてのこれまでの研究成果が援用可能な範囲にとどまっている、

と考えることができます。これはつまり、保護者が日常「注意すべき点」をかなり

の程度、絞り込むことが可能ということです。 

また、本セルフチェックリストでは、未就学児の情報機器・インターネット利用

にまつわる問題点を理解するだけにとどまらず、家庭で実践可能な対処のあり方

や、定量的な目安などを提案することで、保護者がそれぞれの子育ての状況や価値

観に合わせて、自らの行動を変えられるよう配慮しています。 

さらに、未就学児の情報機器・インターネット利用は、小学生以降の利用習慣の

基礎を形作る時期ととらえることができます。それを保護者が許容するかしない

かに関わらず、未就学時点から適切な利用や環境づくりができれば、小学生以降で

適切な利用習慣を身につけることがより容易になると考えられます。 

そのため、本セルフチェックリストは、影響の大きな利用リスクの回避と、より

                                                      
1 本研究会の調査結果では、0 から 2 歳児の情報機器利用では、「（インターネット接続なし

で）機器の中にある写真や動画を見る」（52.8%）、「（インターネット接続ありで）動画を見

る」（33.0%）の順に多かった。同じく３から 6 歳児では「動画を見る」（47.4%）、「機器の中

にある写真や動画を見る」（41.9%）、「（インターネット接続なしで）ゲームをする」（34.4%）

の順に多かった。 
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良いインターネット利用習慣づくりを前提に、これまでに本研究会が提唱してき

た「段階的利用（理想的なネットデビュー）モデル」（2009 年度、2014 年度2）で

の考え方とも、矛盾なく連結可能なものとなっています。 

  

                                                      
2 子どもネット研サイト「オンラインコミュニケーション能力のモデル」http://www.child-

safenet.jp/material/guide06_model/ 

http://www.child-safenet.jp/material/guide06_model/
http://www.child-safenet.jp/material/guide06_model/
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1.3. セルフチェックリストの実際 
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1.4. 利用上の留意点 

対象年齢 

本セルフチェックリストは、利用の対象を幼児期（3 歳から 6 歳）としています。 

本研究会は、乳児期（0 歳から 2 歳）の情報機器・インターネットの利用を、完

全に否定するものではありません。しかし、同時に、今期の調査検討の過程で、先

行研究の文献調査の結果明らかになった、「現時点では、低年齢の子どもによる情

報機器等利用に伴う弊害が、学術的な知見として十分には明らかになっていない

こと」、「乳児期から情報機器等を利用させた効果（良い影響）についても学術的に

明らかになっていないこと」や、「一般に、幼児期以降のメディア利用についての

知見からは、低年齢であるほど、好ましい影響よりも、弊害の方が上回る傾向にあ

ると考えられること」「心身ともに、短期間に急速な発達をする時期であり、何ら

かの弊害が見つかった場合に、その後の回復が困難であること、または回復まで長

期化しかねないこと」などの点も、重視しています。 

本研究会は、乳児期の子どもを持つ保護者に対しては、本セルフチェックリスト

ならびに解説シートの情報を参考に、幼児期よりもさらに慎重な対応を求めます。 

 

利用時の注意点 

本セルフチェックリストは、子育て支援に関わる保健師、保育士や幼稚園教諭な

どの幼児教育関係者、行政関係者などの第三者が、各家庭における保護者ならびに

未就学児の利用状況の把握や課題抽出など、何らかの「診断」を行うために作成し

たものではありません。 

 

二次利用 

園や行政等が開催する保護者向けの学習会等での、本セルフチェックリストの

紹介や、配布に制限はありません。保護者自身による不安の解消や、学習や家庭で

の具体的な取り組みの糸口を見出すために、ぜひご活用ください。 

園や学校、行政機関、教育啓発のための地域団体などは、それぞれが作成する教

育啓発資料等3に、本セルフチェックリストを組み込んで自由に再配布することが

できます。ただし、保護者向けの情報提供に偏りや誤解が生じる恐れがあるため、

                                                      
3 専用の啓発資料を作成する取り組みの他にも、「園だより」や「学校だより」のように定期的

に制作・配布している媒体上で紹介するなどの方法も考えられる。 
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掲載されている質問項目や分野の一部のみを利用することはご遠慮ください。 

不明な点がある場合は、子どもネット研事務局4までお問い合わせください。  

                                                      
4 「子どもネット研」で検索。または http://www.child-safenet.jp/上のページ下端にある

「お問合わせ」でアクセス可能。 

http://www.child-safenet.jp/
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2. 提言 

2.1. 未就学期の情報機器・インターネット利用の意味合いについて、メディ

ア・リテラシー教育の観点からの再定義が必要 

従来のメディア・リテラシー教育では、「メディアへのアクセス（情報の上手な

入手）の技術」と「情報の解釈（発信者の編集権や主観の読み解き）」が大きな柱

となってきました。これらはいずれも、テレビや新聞・出版などマスメディアから、

視聴者・読者への一方通行的な関係を前提に置いた組み立てだったと言えます。 

ところが、万人に開かれた参加発信型メディアであるインターネット利用が一

般化したことで、最近ではメディア・リテラシー教育の新たな論点として、「メデ

ィアを通した自己表現（＝全ての利用者が発信者）」の側面にも注目が集まってい

ます。また、小学生から高校生までの学校教育の中でも、情報化社会に対応した「社

会を生き抜く力」を育む取り組みの一部として、メディア・リテラシーの観点を含

む、情報教育の充実の必要性が強調されるようになっています。 

一方、これと並行する形で、情報機器・インターネット利用の弊害を克服するた

めの、情報モラル教育の取り組みは、中学校・高校5において、ほぼ定着しつつあ

ります。またこの数年で、小学校段階での情報モラル教育の取り組み6も珍しいも

のではなくなりました。 

ところが、スマートフォンやタブレットなど、操作が容易で持ち運びが簡単であ

る情報機器が、きわめて短期間に一般家庭にも普及したため、子どもたちの情報機

器・インターネットデビューは、さらに低年齢化が進みました。その結果、未就学

期の情報機器・インターネット利用は、その実態や背景が必ずしも明らかにされな

いままに、「スマホ子守り」「スマホ子育て」などと、利用の弊害について、もっぱ

ら保護者を責めるような方向での問題提起が先行してしまいました。 

本来、子どもたちの発達・成長は、連続的かつ不可逆的なものです。したがって、

未就学期の情報機器・インターネット利用についても、小学生以降の利用に深いつ

ながりがあることは言うまでもありません。しかし、現段階ではそのような視点で

                                                      
5 中学校や高校は、携帯電話のデータ定額料金制での利用が一般的になった 2007 年頃から、

さまざまなインターネット利用トラブルに直面してきた。 
6 学習指導要領では、情報モラル教育は全ての学校種で実施することが既に求められている

が、現場での実施状況にはまだバラつきが見られる。 
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の議論はまれであり、未就学期と小学生以降の利用は、別個の問題として取り扱わ

れています。 

今後は、子どもを中心に置いた、新生児からの長期的研究など、より学際的かつ

分野横断的な取り組みを強め、情報機器・インターネット利用が乳幼児の発達に及

ぼす影響を、より具体的にしていくことが必要です。 

また、これから情報化社会に生きていく子どもたち向けの、「メディア・リテラ

シー教育」はきわめて重要です。青少年保護の必要性から盛んになった「インター

ネットの安全利用のための教育」という狭い範囲での課題定義や解決策の提示に

とどまることなく、子どもたちが将来賢いインターネット利用者として活躍でき

るように適切に経験を積むための最も初期の段階として、未就学期を位置付ける

ことが強く求められています。 

2.2. 保護者に対しては、情報機器・インターネット利用の子どもへの悪影響

を伝えるだけでなく、判断や対処に役立つ、具体的な情報提供が必要 

本研究会が行った調査の結果、未就学期の子育て中の保護者の 9 割以上が、子

どもの情報機器・インターネット利用について、何らかの不安を感じている7こと

が分かりました。 

またいわゆる「スマホ子守」「スマホ子育て」の広がりが指摘される一方で、そ

もそも子どもに機器を使わせていない保護者が、調査対象者（第一子が 0-6 歳児の

子育て中の保護者）の 4 割を超えている8こと、保護者自身の利用習慣について、

お手本としての役割などを意識している保護者が、全体の 4 分の 3 を占める9こと

も明らかになりました。 

こうした状況にも関わらず、未就学期の子どもの情報機器・インターネット利用

                                                      
7 未就学児に情報機器やインターネットを利用させることがある保護者に、その利用に伴う

トラブルや影響として気にしていることについて聞いた設問への回答で、「気にしていることは

特にない」は 6.1%にとどまった。具体的な懸念点について、回答が多かったのは「目が悪くな

ることや、視力発達への悪影響」（59.2%）、「勝手に課金や購入をしてしまうこと」（32.9%）、

「不適切な情報や画像に触れること」（30.0%）、「将来、長時間利用傾向や依存になってしまう

こと」（29.0%）、「情緒面やコミュニケーション能力、脳の発達への悪影響」（19.7%）など。 

8 有効回答総数 1149 件のうち、スマートフォンやタブレット、パソコン、ゲーム機などの機

器を子どもに使わせていないとする回答は 44.0%を占めた。 
9 「保護者自身の使い方について、気にしている方ですか」との設問への回答で、「とても気

にしている（21.0%）「まあ気にしている」（53.2%）を合わせ、「お手本としての保護者」につ

いて意識している回答者は全体の 74.2%を占めた。 
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について、具体的な情報提供は乏しく、専門家から保護者への働きかけの機会があ

っても、多くは未だに悪影響の認知（危機感の醸成）に偏っているのが現実です。 

その結果として、スマートフォンやタブレットなど情報機器での動画やゲーム

などのコンテンツとの接し方や子どもの成長への影響、未就学期の子どもの心身

の成長に欠かせない睡眠などについて、より具体的に知りたい10と考えながらも、

知識不足や不十分な理解にとどまる保護者が少なくない11ことも分かりました。今

後、専門家や子育て支援の関係者などは、未就学児を抱える保護者の置かれた状況

や事情をよく理解した上で、家庭での判断に役立つような目安、利用基準を、可能

な限り具体的に示すことが期待されています。 

なお、保護者向けの情報提供の際には、大人の都合よりも、子どもたちにとって

何が最善であるかを優先させることへの配慮が求められることは言うまでもあり

ません。同時に、保護者向けの情報提供の実効性を高めるためには、学術的な裏付

け・根拠を示さない特定の子育て観の押し付けや、インターネット活用の否定と受

け取られないよう、進め方についての十分な配慮も重要です。 

2.3. 子育て支援施策の一環としての「情報機器・インターネットとの付き合

い方についての教育」であるべき 

これまで、小学生以降の子どもを持つ保護者向けには、インターネット利用トラ

ブルの抑制・予防を主たる目的として、それ単体での講座や研修会、安全教室等が

提供されることが一般的でした。 

しかし、未就学児を抱える保護者に伝えるべき、情報機器・インターネット利用

に関わる情報の多くは、それ単体で取り上げるよりも、子どもの心身の成長・発達

についての全般的な理解をより深める過程で、あわせて取り上げるという進め方

のほうが望ましいと考えられます。 

もともと、出産前・乳児期・幼児期といった段階ごとに、保健行政や園などによ

って、さまざまな子育て支援施策が展開されています。そこに、新たに「スマホ子

育ての弊害を伝える」ための講座を設けても、「子連れでの参加は難しい（託児な

                                                      
10 「お子さんへの情報機器の使わせ方や安全な利用について、どのようなことを知りたいで

すか」との設問への回答で、「特に知りたいことはない」とする回答は 12.9%にとどまった。 
11 「子どもに見せるテレビ番組やビデオのコンテンツについて、あなたが正しいと思われる

ものを選択してください」との設問で正答を選ばなかった回答者は全体の 37.2%、「子どもの

年齢（発達）によって、必要な睡眠時間の目安が示されていることをご存じですか」との設問

で「知らなかった」の回答が全体の 39.7%にそれぞれ達した。 
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どの利用の敷居が高い）」「仕事と育児の両立で時間にも気持ちにも余裕がない」等

の理由で、参加できる保護者はごく少数に限られてしまうことが予想されます。参

加率 100%は望めないにしても、既存の教育機会に、「情報機器・インターネット

との付き合い方についての情報」を組み込むという考え方のほうが、はるかに現実

的です。 

また、そうした「子育て支援施策への情報機器・インターネット利用に関する情

報の追加提供」にあたっては、これまで青少年問題としてインターネット利用トラ

ブルの予防や対策に取り組んできた部署との連携、効果的な手法や知見の共有、行

政に見られがちなタテ割り組織の弊害を克服する努力が欠かせません。 

その上で、地方自治体の担当部署の取り組みの実効性を上げるためには、中央省

庁においても、未就学児の機器との接触が増えていることを前提とした、より緊密

な連携や新たな取り組みが期待されます。 

その際には、いわゆる「スマホ子守り」「スマホ子育て」の弊害だけを取り上げ、

保護者に改善の努力を求めるのではなく、その背景にある、子育ての孤独化や、保

護者の長時間労働など、子育て世代が共通に抱える各種の課題12をも明確にし、社

会全体として子どもを支え、課題を解決していく姿勢も求められます。 

2.4. 関連事業者への期待 

未就学児が利用する可能性の高い情報機器や、未就学児やその保護者を対象と

したインターネットサービスやアプリ等を提供する関連事業者には、より良い利

用者を育てるという、中長期的な視点からの取り組みが強く期待されています。 

たとえば、機器やサービスを設計・提供する際には、就学期以降や成人とは大き

く異なる、未就学児特有の発達の段階や利用の特徴をよく理解することが求めら

れます。子どもの心身の成長や健康を損なわないように、医師や研究者等、専門家

の助言・監修を受け、必要に応じて未就学児向け専用のものを別途準備する、未就

学児には利用させないことを保護者等に明示的に求めるなど、慎重かつ十分な配

慮が必要です。 

また、未就学児の保護者向けへの情報提供にあたっては、利用基準等を出来る限

                                                      
12 通勤に時間がかかる大都市圏とそれ以外の地域での差、未就学児の祖父母世代との同居や

近居率など、地域によって程度の差が大きな問題でもあり、全国一律の対策にはなじまない点

にも注意が必要。例えば祖父母世代との同居・近居の比率が高い地域では、保護者だけではな

く、祖父母世代による情報機器の与え方も視野に入れ、地域内での課題共有の仕方や教育啓発

対象の拡大を検討する必要がある。 
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り具体的に提示する必要があります。 

これまでも、たとえば 6 歳以下の 3D 機能については、ゲーム機等の製造事業者

自らが、その利用の回避を利用者に具体的に伝えてきました13。同様に、未就学児

の心身の発達や健康への悪影響が懸念される機能や利用方法については、関連事

業者は、受け身の態度にとどまることなく、「未就学期の利用は推奨しない」こと

などを積極的に情報開示することが期待されます。また、学術的な裏付けを充実さ

せるために、研究者等専門家への協力や研究の支援を行うことも、有効と考えられ

ます。 

  

                                                      
13 3D コンソーシアム 安全ガイドライン部会「人に優しい 3D 普及のための 3DC 安全ガイ

ドライン」（2004 年策定、2008 年一般公開、2010 年全面改訂）

http://www.3dc.gr.jp/jp/scmt_wg_rep/3dc_guideJ_20111031.pdf に基づくゲーム機の取扱い説

明書等での「6 歳以下のお子様は、長時間 3D 映像を見続けると目の成長に悪い影響を与える

可能性がありますので、2D 表示に切り替えてご使用ください。」などの記載。

https://www.nintendo.co.jp/support/3ds/info.html（任天堂株式会社ニンテンドー3DS サポー

ト情報ページ） 

http://www.3dc.gr.jp/jp/scmt_wg_rep/3dc_guideJ_20111031.pdf
https://www.nintendo.co.jp/support/3ds/info.html
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第二章 第八期調査研究テーマ選択の背景 

1. 「低年齢の子どもとインターネット」についての 

    保護者を取り巻く状況 

1.1. 子どもの状況 

子どもたちのインターネット利用状況についての基礎的な統計となる、内閣府

「青少年のインターネット利用環境実態調査」14は、満 10 歳から 17 歳までの青少

年ならびにその保護者を対象15としており、子どもたちのインターネット利用が低

年齢化しているとの指摘はありつつも、全国的な傾向についての把握はほとんど

行われていませんでした。 

ところが、総務省情報通信政策研究所が、0 歳児から 6 歳児ならびに小学生の保

護者を調査の対象とした「未就学児等の ICT 利活用に係る保護者の意識に関する

調査」（2015 年 3 月実査、同 7 月概要版の公表）16を実施し、0 歳児の 1 割が情報

通信端末を利用（保護者が見せたり使わせたりしている場合を含む）し、4 歳児か

ら 6 歳児では 40%台が利用しているという現実が示されました。 

本研究会でも今期の調査検討の一環として、2016 年 11 月に、0 歳児から 6 歳児

の保護者を対象とした同様の調査を実施17しました。0 歳児から 6 歳児までの各年

齢ともに、利用率が大幅に上昇していることが示され、利用開始時期の低年齢化が、

さらに進んでいることが明らかになりました。 

                                                      
14 平成 21 年度から 28 年度までの調査結果は http://www8.cao.go.jp/youth/youth-

harm/chousa/net-jittai_list.html にて公表されている。 

15 内閣府では 2017 年 1 月に、0 歳から満 9 歳までの子供の保護者を対象とした「低年齢層の

子供のインターネット利用環境実態調査」を実施し、調査結果は 2017 年 4 月に公表される予

定。http://www8.cao.go.jp/youth/youth-harm/chousa/net-jittai_child.html 

16 総務省情報通信政策研究所による『「未就学児等の ICT 利活用に係る保護者の意識に関す

る調査報告書 概要版」の公表』の広報ページ http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-

news/01iicp01_02000034.html ならびに報告書 PDF 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000368846.pdf 
17 子どもたちのインターネット利用について考える研究会「未就学児の生活習慣とインター

ネット利用に関する保護者意識調査結果」http://www.child-safenet.jp/activity/2664/ 

 

http://www8.cao.go.jp/youth/youth-harm/chousa/net-jittai_list.html
http://www8.cao.go.jp/youth/youth-harm/chousa/net-jittai_list.html
http://www8.cao.go.jp/youth/youth-harm/chousa/net-jittai_child.html
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000034.html
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000034.html
http://www.soumu.go.jp/main_content/000368846.pdf
http://www.child-safenet.jp/activity/2664/


子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

第八期報告書 

 22 

このような短期間での、低年齢化の急速な進展の背景としては、情報機器自体の

変化が挙げられます。携帯電話やパソコンと比較して、スマートフォンやタブレッ

トは、元々、キーボードやマウスを使う必要がない直感的な操作ができるインター

フェースであることや、音声での入力や検索も可能であるなど、比較的低年齢の子

どもにも利用が容易だと考えられます。動画や写真、ゲームなど、低年齢の子ども

にとって魅力的なコンテンツに、容易に接することができます。 

実際に、先行調査となる「未就学児等の ICT 利活用……」（総務省情報通信政策

研究所）でも、本研究会による調査でも、未就学児の多くは、パソコンなどではな

く、スマートフォンやタブレットを利用していました。 

また、スマートフォンなどは、この数年で家庭での導入費用や維持費用が下がり、

一般的な家庭でも複数台数所持していることが珍しくありません。子どもたちは、

家庭内でそうした情報機器に囲まれて暮らしており、その利用に興味を持つこと

はごく当たり前だと言えます。 

未就学児に限らず、中学生や高校生段階でのインターネット利用においても、ス

マートフォンが普及したことにより大きな影響が生じています。青少年によるイ

ンターネット利用トラブルが社会問題化した 2007 年当時から一貫して「参加・発

信型トラブル」の深刻さに変わりはありません。 

むしろ、SNS アプリの普及や機器の高機能化、写真・動画の撮影・投稿がより容

易になったことなどで、誘い出しや自画撮りなど性暴力被害の被害者数はより悪

化する傾向18にあります。 

また、不適切な発信をしたことがきっかけで、投稿者の本名や顔写真、学校名な

どを暴かれ、それがインターネット上に残り続けることによる不利益を被るとい

ったトラブルも、一向に沈静化する気配がありません。 

さらには、長時間利用傾向や、その結果としての生活習慣の乱れ・健康や学習へ

の悪影響、同級生間でのオンラインコミュニケーショントラブルなどが、どの中学

校・高校でも共通の大きな問題となっています。 

これらに加え、従来であれば携帯ゲーム機によるインターネットデビューが一

般的だった小学生段階でも、スマートフォンの利用率19が増えつつあります。子ど

                                                      
18 警察庁による最新の調査結果「平成 28 年上半期におけるコミュニティサイト等に起因す

る事犯の現状と対策について」によれば、平成 27 年の被害児童数は 1652 人に達し、同集計の

取りまとめを始めた平成 20 年（2008 年）以降で最悪の数字となっている。 

19 内閣府「青少年のインターネット利用環境実態調査」（2017 年 2 月速報値の公開）によれ

ば、小学生のスマートフォン利用率は 2 年前の 17.1%と比べ 10 ポイント近く増えて、27.0%に
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も自身の成熟や能力の発達、実生活での行動範囲の広がりや対人経験が不十分な

ままに、高機能な情報機器を一人一台与えられてしまうことで、不要なトラブルを

経験する子どもが増えることが懸念されています。また低年齢であることから、保

護者の側も軽い気持ちで使いはじめさせてしまうため、後になってフィルタリン

グなどの保護者管理機能を利用することや、利用上の規律を身につけさせること

が困難になるという例も少なくありません。 

1.2. 保護者の状況 

保護者の利用する情報機器としても、携帯電話からスマートフォンへの移行は

急速に進みました。2016 年 11 月時点の本研究会の調査では、「最もよく使う機器」

として、第一子に未就学児を持つ保護者の約 8 割がスマートフォンを挙げていま

す20。 

また、子育てのためにウェブサイトや SNS を利用する保護者は少なくありませ

ん。「知りたいことを検索するなど、情報を収集する」「ママ友との連絡を取るため

に利用する」ことは、就学前の子どもを持つ保護者にとって、ごく当たり前21のも

のになっています。 

一方、未就学児を抱える保護者を取り巻く子育て環境には、厳しさが見られます。 

例えば、神奈川県相模原市内で行われた 2016 年の調査22では、「地域に子どもを

預けられる人が一人もいない」と答えた保護者は 39%に達していました。同様に

「自分のための時間を確保するのが難しい」ことや「子どもに文句を言われたり

駄々をこねられたりする」ことが「よくある」と答えた保護者は、それぞれ 40.5%、

36.3%いました。 

また同調査では、母親の帰宅時間は、ピークが 17 時台（38%）、18 時台（29%）

とあわせると、母親は全体の 7 割近くが 19 時までに帰宅していました。一方、父

親は 19 時以降の帰宅がほとんどで、ピークは 22〜0 時台（27%）でした。母親と

                                                      

達している。 
20 内閣府「青少年のインターネット利用環境実態調査」（2017 年 2 月公表）では、10 歳から

18 歳の子どもを持つ保護者全体で見た時のスマートフォン利用率は 85.3%、小学生の保護者で

は 87.7%に達した。 

21 本研究会の調査では、保護者の利用内容で最も多いのは「調べもの（検索）」（77.0%）、次

いで「コミュニケーション（メッセージやメールのやり取り）」（75.3%）だった。 
22 七海陽「相模原市内の認定こども園を含む保育所に在籍する乳幼児とその保護者のデジタ

ルメディア利用・意識についてのアンケート調査報告書」（2016） 
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父親の帰宅時間には大きな差があり、この時間帯、家庭内では、母親が一人で家事

と子どもの寝かしつけをおこなっていると考えられます。 

こうした状況については、内閣府による少子化研究23でも分析されており、「夫の

帰宅時間が 21 時を過ぎると、育児参加の度合いが急激に低下する」ことや、「配偶

者の帰宅時間が 21 時、22 時を過ぎるという状況が、小さな子どもを育てる家庭の

生活の質を損なっている可能性がある」と指摘されています。 

こうした状況も、未就学児がいる家庭での、スマホやタブレット利用増加に影響

していると考えられます。 

実際に、総務省の「未就学児等の ICT 利活用に係る保護者の意識に関する調査」

では、同一年齢で比較した場合、第一子よりも第二子以降の方が、情報通信端末の

利用率が高くなっている24ことが指摘されています。「第二子以降は、自分も上の子

と同じことをしたがる」ことに加え、保護者側の「育児の手が足りなくなる」こと

が、情報機器の利用増加の背景にあるものと考えられます。 

その一方で、子どもの情報機器・インターネット利用に関連して、心身や情緒発

達への影響についての漠然とした不安を有する保護者が少なくありませんでした。

本研究会の調査では、未就学児に情報機器・インターネットを使わせている保護者

であっても、そのほとんどが、トラブルや影響について、何らかの不安を感じてお

り、「気にしていることは特にない」とした保護者は 6.1%に過ぎませんでした。ま

た、未就学児を持つ保護者のうち、「まだ早すぎると思うから」などの理由から、

子どもには情報機器・インターネットを使わせていないとする保護者が、全体の

44.0%を占めていました。その 6 割近くは、利用させてもよい時期を「小学生以降」

25と考えていました。 

                                                      
23 内閣府経済社会総合研究所「Discussion Paper Series No.311 有配偶女性の生活環境と就

労、出産、子育てに関する分析〜「少子化と夫婦の就労状況・生活環境に関する意識調査」の

個票を用いて〜」高見具広「育児期における女性の負担感と配偶者の関わり「子ども一人の女

性を中心に」」p119 

24 総務省情報通信政策研究所「未就学児等の ICT 利活用に係る保護者の意識に関する調査報

告書」【概要版】p4 子どもの情報通信端末利用状況【兄弟構成別】グラフなど。0 歳児での情

報通信端末利用率は第一子では 4.8%に過ぎないが、第二子以降では 21.0%になる。 
25 設問は「お子さんに何歳（何年生）くらいからスマートフォン、タブレット、パソコン、

ゲーム機などの機器を使わせても良いと考えていますか」。「小学校低学年（1-3 年生）」とする

回答が 36.2%、次いで「小学校高学年（4-6 年生）」（23.0%）、「中学生」（16.2%）の順となっ

た。 
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1.3. 保護者向けの情報提供の状況 

メディアとの接触が、乳幼児にもたらす悪影響についての専門家からの懸念は、

古くはテレビやビデオ視聴などを対象に、早くから国内外で表明されています。 

たとえば 2004 年には、日本小児科学会が「乳幼児のテレビ・ビデオ長時間視聴

は危険です」との提言26をしています。そこでは、長時間視聴をする乳幼児につい

て、運動、社会性、言語の発達に遅れが見られたという調査結果を元に、家庭での

テレビ・ビデオとの付き合い方について、保護者向けの「すべきこと」「してはい

けないこと」が 6 項目にまとめられていました。また同年、日本小児科医会から

も、「子どもとメディア」対策委員会からの提言が公表されています。 

その後、未就学児のメディア接触が、スマートフォンなどの情報機器にも広がる

タイミングをとらえ、日本小児科医会では、「スマホに子守りをさせないで」と題

したポスターを 2013 年に作成、配布を始めています。さらに、2016 年 12 月には

日本医師会との共同で、「スマホの時間 わたしは何を失うか」「遊びは子どもの主

食です〜スマホを置いて ふれあい遊びを〜」計二種のポスターを追加提供して

います27。 

しかしそれらの情報提供については、育児中の保護者のスマートフォン利用に

対して、否定的すぎる呼びかけだとの指摘があります。また、表明されている懸念

点の裏付けとなる学術的な研究成果の紹介や、それぞれの内容の解説、保護者の状

況への共感的な態度の表明、実行可能な対処方法の提案など、提言が機能するため

の工夫が、十分に尽くされているとはいえない内容です。 

そのため、専門家からの広範囲に渡る情報提供という、せっかくの試みにも関わ

らず、もともと情報機器の利用に漠然とした不安を持つ保護者や、その周りの大人

の懸念を、正しい対処行動へと導くことには、残念ながらあまり成功していないよ

うです。 

その一方、最近では、NHK の育児番組を含む複数のメディアが、小児科医や眼

科医などの専門家を起用して、スマートフォンなどの乳幼児への与え方について

の情報提供を積極的に行うようになっています28。その多くは、メディア利用をた

                                                      
26 日経メディカル「日本小児科学会が緊急提言「乳幼児のテレビ・ビデオ長時間視聴は危険

です」」（2004 年）http://medical.nikkeibp.co.jp/inc/all/hotnews/archives/300721.html 
27 日本小児科医会「「子どもとメディア」の問題に対する提言ポスター」

http://jpa.umin.jp/media.html 

28 NHK「すくすく子育て」2016 年 5 月 21 日放送「大丈夫？スマホやタブレット」

http://medical.nikkeibp.co.jp/inc/all/hotnews/archives/300721.html
http://jpa.umin.jp/media.html
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だ否定するのではなく、多くの保護者が悪影響について心配していることや、弊害

を克服しようとするさまざまな努力もあわせて紹介しています。スマートフォン

の育児場面での一定範囲内での利用が、保護者に有益な面もあるとして、肯定的に

扱われています。 

ただし、そうした番組などでも、学術的な研究知見の蓄積に乏しい現時点では、

断定的な説明が難しいという事情からか、たとえば「利用させてもよい一日あたり

の時間数」など、保護者が最も知りたい具体的な指針については「常識的な範囲内

で」などの説明にとどまることが多いようです。 

 

2. 本研究会側のこれまでの取り組みと問題意識 

2.1. 前期までの調査研究活動の振り返り 

本研究会は元々、「子どもとインターネット」が社会問題になったのを機に、利

用環境の整備や相談相手として、最も重要な役割を果たすべき保護者に対して、判

断や学習の材料を提供することを目的29に設立された団体です。 

そのため、設立当時は、その時インターネット利用トラブルが大きな課題になっ

ていた、高校生の保護者向け情報提供に注力をしていました。その後、子どもたち

のインターネット利用の低年齢化に合わせて、中学生や小学生の子どもを持つ保

護者向けへと、課題の整理と情報提供の対象を少しずつ移してきました。 

しかし、これまで本研究会が行ってきた提言やモデル化30は、いずれも、閲覧か

ら発信までの主体的なインターネット利用を、子ども自身が自律的に選択するこ

とを前提に、保護者がそのリスクを理解し、環境整備をする手助けを目的にしたも

のでした。 

また、インターネットの利用が子どもたちに与える影響についても、身体生命の

                                                      

https://www.nhk.or.jp/sukusuku/p2016/160514.html、NHK「おはよう日本」2017 年 1 月 25

日放送「どう考えますか？『スマホ育児』」http://www.nhk.or.jp/seikatsu-

blog/200/262616.html 

29 子どもネット研サイト「設立趣旨」http://www.child-safenet.jp/about/ 

30 子どもネット研サイト「活動内容 調査/研究」http://www.child-

safenet.jp/activity/investigation/ 

https://www.nhk.or.jp/sukusuku/p2016/160514.html
http://www.nhk.or.jp/seikatsu-blog/200/262616.html
http://www.nhk.or.jp/seikatsu-blog/200/262616.html
http://www.child-safenet.jp/about/
http://www.child-safenet.jp/activity/investigation/
http://www.child-safenet.jp/activity/investigation/
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危機に直結する性暴力被害や、将来につながる信用の失墜といった面を優先的な

対処課題としていました。子どもの心身の発達に与える影響に関わる領域につい

ては、この数年で問題が大きく広がった「長時間利用傾向」を教育啓発実践の中で

取り扱う程度でした。 

しかし、就学期以降の子どもとは大きく異なり、未就学児については、その利用

のきっかけは、子ども自身が自律的にというより、保護者が何らかの目的で機器を

与えることの方が多いと考えられます。また、心身の発達のペースや日々の変化の

内容も、小学生以降と比べはるかに速いことから、情報機器やインターネットを同

じだけ利用させた場合の影響も、より大きくなる可能性がありそうです。 

2.2. 教育啓発実践などを通じての問題への気づき 

本研究会では、理論的な検討や、モデル化、社会提言をするだけに留まらず、保

護者向けの教育啓発に自らも関わり、提唱した仮説を検証、修正していくなどの

PDCA サイクルを回すことや、実践そのもののノウハウを蓄積する活動にも重き

を置いてきました。 

その一つとして、秋田県教育委員会などとの協働による同県内での保護者向け

「地域サポーター養成講座」の取り組み31が挙げられます。これは、中学校区程度

の地理的範囲の中で、学習意欲が高い保護者を対象にした連続開催型の講座を実

施するというものです。 

この取り組みでは同時に、対象地域内の全ての保護者を対象とした利用実態・意

識アンケート調査（質問紙の配布回収方式）を行ってきました。 

このうち、2015 年度（平成 27 年度）に実施した県内 A 中学校区のアンケート

調査では、小中学生と合わせ、就学前の子どもについても調査の対象とされました。 

その中に、スマートフォンの利用率を聞く質問があり、中学生（37.8%）、小学

生（42.7%）と比べ、就学前の子どもが最も高い 45.6%に達していたのです。 

これが、未就学児の情報機器やインターネットへの接触が、重要な課題になりつ

つあると、本研究会として確信する大きなきっかけとなりました。 

                                                      
31 子どもネット研サイト「秋田県「大人が支える！インターネットセーフティの推進」での

「地域サポーター養成講座」への取り組みから見えてきた保護者教育啓発成功のポイント」

http://www.child-safenet.jp/activity/2429/や、「自治体（秋田県教育委員会）での採用事例」

前編 http://www.child-safenet.jp/case/case0401/ 後編 http://www.child-

safenet.jp/case/case0402/ 

http://www.child-safenet.jp/activity/2429/
http://www.child-safenet.jp/case/case0401/
http://www.child-safenet.jp/case/case0402/
http://www.child-safenet.jp/case/case0402/
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また、本研究会や事務局企業が日々実践していた、保護者向けの講座の対象者も、

当初の高校生保護者から中学生、小学生の保護者へと移っていきました。その中で、

情報機器やインターネットとの関わり方についての家庭での取り組みにおいては、

その他のしつけや生活習慣などと同様に、途中から厳しい制約を課すことは、子ど

もにも保護者にも余計な負担が増すばかりであり、「最初が肝心」という言葉の重

さを、深く実感していたということもありました。 

一方その逆に、子どもに情報機器やインターネットを利用させるリスクに、過剰

に反応した結果として、「利用解禁のタイミングが見つけられない」という悩みや、

「子どもが隠れて利用するし、保護者への相談が難しくなってしまう」という事例

を多く見聞きしてきました。 

こうした現状認識と気づきから、本研究会では今年度の調査検討のテーマを「低

年齢の子どもとインターネット」と定め、これまでに取り扱ってこなかった乳幼児

期の子どもを対象にして、保護者向けの情報提供に取り組むこととしました。 
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第三章 今期の調査検討の結果 

1. 保護者に伝えるべきこと 

1.1. 未就学児に情報機器を使わせる意味 

未就学児の情報機器やインターネットの利用についての議論は、ともすれば、そ

の時期特有の悪影響や、教育的な効果の有無だけに着目したものになりがちです。 

しかし、インターネットやそこにアクセスするための情報機器の利用は、就学期

から大人に至るまでの、より長い範囲での子どもの成長や発達、学習、社会スキル

習得の中で、必要不可欠なもの、子どもの可能性を拡げる存在になっているという

事実を忘れてはいけないでしょう。 

既に、小学生以降＝就学期の情報機器やインターネット利用には、様々な課題と

可能性があることが共有されていると言えるかもしれません。 

たとえば中学生・高校生のいる家庭では共通の悩みとなっている、「スマートフ

ォンなどの長時間利用傾向」を取り出してみても、その根本には、小学生やそれ以

前からの情報機器やインターネットとの接し方に問題の根が潜んでいると考える

ことができます。 

その一方で、距離や時間の制約の少ない自己表現の場としてインターネットを

活用し、日本中、世界中へと活躍の場を拡げる中高生が、複数登場していることも

知られています。 

それらを踏まえ、ただ情報機器を子どもから遠ざけようとするのではなく、未就

学期を「その先の段階のための助走・準備や基礎づくりのための大切な期間」とと

らえることが出来れば、よりバランスの良い、本当に子どものためになる議論にな

るはずです。 

また、未就学児の周囲に情報機器やインターネットが存在しているにもかかわ

らず、その利用を全否定するのは、子どもたちの健全な成長にとって最も大切とも

いえる、家庭や保護者の置かれた状況や現実から、目をそらす態度だとも言えるで

しょう。 

保護者自身の日々の生活を支え、その質を向上させるために、インターネットを

利用した情報の収集や買い物、周囲との交流、仕事の支援は、既にあって当たり前
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のもの、欠かすことのできない基盤になっていることを前提に考えなければいけ

ません。 

さらに、未就学児の周囲には、インターネットにつながる情報機器が複数存在し

ており、保護者がそれを操作している姿を子どもから隠し続けることはできない

という状況があります。また、わざわざ教えたりしなくても、見よう見まねで機器

の操作方法を習得するなどの姿は、乳児の段階でも観察されます。 

そして、子どもが、周囲の大人の行動を観察し、模倣しようとするのはごく自然

な姿です。ですから、子どもに情報機器を使わせる際に注意すべき点や、利用の指

針について、保護者側に何の予備知識も無ければ、子どもたちの情報機器の利用内

容は、当然ながら大人のそれとかなり似たものになることでしょう。 

ほんの数年前までは考えられなかった、こうした前提状況の変化を考えると、子

どもへの使わせ方はもちろん「模倣の対象（お手本）」としての保護者自身の使い

方についても、意図的に変えていく必要があることがわかります。 

1.2. 既存の学術的知見から分かっていること 

今年度の本研究会の調査研究の結果、既に歴史の長いテレビが与える影響と比

べ、スマートフォンなどの情報機器やインターネットの利用が未就学児に与える

影響についての、学術的な研究の蓄積は、残念ながら少ないことが分かりました。 

特に、保護者の多くが懸念する、視力や睡眠、向社会性、創造性への影響につい

て検討した研究が手薄です。これは、スマートフォンのような情報機器の低年齢の

子どもへの普及は、わずか数年で急速に進み、専門研究者の活動が追いついていな

いことに加え、そもそも、子どもの発達への影響についての学術研究では、同一の

被験者を対象に、変化の有無についての複数回の調査を行なうなど、短くても数年

単位の時間が必要になるといった事情が原因になっていると考えられます。 

このように学術的知見の蓄積が不十分であることに加え、一般的には、年少者で

あるほど、メディア利用の影響が強いと見られること、乳児についてはメディア利

用の有用性が減少するとも考えられることから、当面の間、未就学期の子どもの情

報機器やインターネット利用について、我々大人は慎重な態度で臨むべきでしょ

う。 

その一方で、実際の未就学児の情報機器利用の内容には、かなりの偏りが見られ

ます。特に乳児期では、スマートフォンなどの主たる用途として、「動画の閲覧」
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の割合が高く32なっています。 

そのため、未就学児の場合、発達に与えるテレビ視聴研究の知見を参考に、スマ

ートフォンなどの与え方についても検討することができると考えられます33。 

これまでのテレビ視聴研究の知見からは、メディアの利用全体としては、悪影響

が示唆されることが多いとされます。教育目的の子ども向けコンテンツ（番組）に

ついては、良い影響が期待できますが、保護者等が一緒に視聴することや、コンテ

ンツの内容の理解を助けるために介入することが重要だとされています。 

さらに、教育的でない各種のコンテンツの悪影響を示唆する研究は少なくあり

ません。子どもにどのようなコンテンツを見せるのか、また時間や時間帯など、そ

の見方についても、子ども任せにすることなく、積極的に関わることが保護者に求

められています。 

また、保護者は未就学期特有の発達の課題についても、正しく理解した上で、メ

ディアとの接触のあり方を考える必要があります。 

たとえば乳児期は、五感を十分に活用しながら周囲を探索し、養育者との相互作

用を通じて愛着を築くことが重要な発達課題です。この時期の経験は、その後の発

達にも少なからず影響するとされています。 

特に、自分が働きかけたときに、何からの変化や応答が見られる「応答性のある

環境」が発達に欠かせないと考えられています。乳児は、周囲の環境との直接的な

やりとりを通じて、自己、他者、世界に対する信頼感を獲得していくのです。 

ところが、スマートフォンのアプリ等の操作で得られる応答性は、予めプログラ

ミングされた、ごくわずかな範囲に限られます。つまり、度を過ぎたスマートフォ

ンなどの利用は、乳児と保護者とがやり取りする時間を損ない、乳児の発達に悪影

響を及ぼす可能性があるということです。 

その後、幼児期になると、人のしていることを見て、真似て、覚える「観察学習」

が、発達上の大きな役割を果たすようになります。例えば 3 歳頃から、テレビやビ

                                                      
32 子どもネット研「未就学児の生活習慣とインターネット利用に関する保護者意識調査結

果」（2016 年 10 月実査）では、乳児期（0-2 歳）の情報機器の用途のトップは、ネット接続な

しの場合「その機器の中にある写真や動画を見る」（52.8%）、ネット接続ありの場合「動画を

見る」（33.0%）だった。また、幼児期（3-6 歳）でも、「動画を見る」はネット接続なし

（41.9%）、ネット接続あり（47.4%）と最多だった。 
33 最近の研究成果から、テレビ視聴では、子どもの側からの働きかけへの反応が無いため、テ

レビがついていても、終始注意を集中させて視聴しているわけではないとの指摘もある（「日

経デュアル」http://dual.nikkei.co.jp/article.aspx?id=1815）。自らの操作に対する反応がある

スマートフォンなどでの動画視聴の影響と、テレビ視聴との違いの有無や違いの程度について

は、一層の調査研究が求められる段階。 

http://dual.nikkei.co.jp/article.aspx?id=1815
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デオに登場するキャラクターへの、同一視や模倣が盛んになります。 

しかしその時期の子どもは、善悪の判断や、現実と空想の区別がまだ不十分なた

め、テレビやビデオを一人だけで見ていると、誤った理解をすることが少なくあり

ません。そして、良いことも悪いことも同時に学んでしまう段階です。危険な行動

をそのまま真似してしまうこともあります。 

そのため、保護者が一緒に視聴し、内容について話し合うことで、子どものコン

テンツの内容理解を助けるとともに、正しい現実感をつくる必要があるのです。 

1.3. 身体や発達への影響などについての不安、疑問の解消 

機器利用の時間や場面について 

未就学児の情報機器・インターネット利用を考える上で、「時間」の観点はとて

も重要です。「眼が悪くならないか」「視機能が正常に発達する上での悪影響はない

か」や「将来、長時間利用傾向や依存になってしまうこと」、「情緒面やコミュニケ

ーション能力、脳の発達への悪影響」から、「運動能力発達への悪影響」まで、保

護者の懸念することの大半は、機器利用時間との関わりが深いものです。 

まず、一日あたりの合計利用時間は、一時間を上限と考えましょう。画面が小さ

なスマートフォンやタブレットは、利用の時の目との距離が近く、集中しすぎてし

まうことで、眼精疲労や、視機能発達への悪影響が指摘されています。米国小児科

学会（AAP）による提言34の中でも、情報機器の利用は一日あたり一時間以内（2-

5 歳児）に限るとされています。 

なお、スマートフォンによる動画視聴やゲームなどの利用が、自宅での子どもの

さまざまな遊びの時間の中で、半分を超えることがないよう、からだや五感を使っ

た遊びとのバランスも保つようにしましょう。 

また、利用の時間帯については、特に夜間時間帯の利用への配慮が重要となりま

す。具体的には、子どもがベッドや布団に入る一時間前には利用を終わらせる必要

があります。スクリーンから発している光やコンテンツによる刺激は、夜ふかしや

寝不足の要因になることが懸念されます。3-6 歳の子どもでは夜間に 10 時間の睡

眠が必要とされています。乳幼児期の睡眠不足は、日々の健康はもちろん、将来的

に睡眠障害や生活習慣病などのリスクを高める恐れがあります。 

                                                      
34 https://www.aap.org/en-us/about-the-aap/aap-press-room/Pages/American-Academy-of-

Pediatrics-Announces-New-Recommendations-for-Childrens-Media-Use.aspx 

https://www.aap.org/en-us/about-the-aap/aap-press-room/Pages/American-Academy-of-Pediatrics-Announces-New-Recommendations-for-Childrens-Media-Use.aspx
https://www.aap.org/en-us/about-the-aap/aap-press-room/Pages/American-Academy-of-Pediatrics-Announces-New-Recommendations-for-Childrens-Media-Use.aspx
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中学生や高校生の子どもを持つ保護者からは、「食事中の利用」「人と話しながら

の利用」などをやめさせることに苦労しているという話がよく聞かれます。未就学

期のうちから、保護者自身の利用のあり方を含め、「食事中は使わない」など、望

ましい利用習慣を心がけることができれば、就学後のルールづくりがスムーズに

なります。 

 

スマートフォンなどではどんなアプリをどう使わせると良いのか 

未就学児の情報機器利用では、動画閲覧やゲームなどが人気です。一口に動画や

ゲームと言っても、様々な内容のものが提供されています。また、その他にもたく

さんのアプリが子ども向けとして提供されています。子どもの発達段階に合った、

適切なものを選び、それ以外の利用を避けることが保護者に求められています。 

最初に知るべきなのは、どのような内容の動画やゲームであっても、子どもがス

マートフォンなどを一人きりで見て（遊んで）いて、何か反応や問いかけをしても、

それに保護者が何も応えられないような与え方は望ましくないという点でしょう。 

もちろん、保護者が常に、最初から最後まで、横に座って一緒に見る、遊ぶとい

うのも現実的ではなさそうですが、別の家事などをしながらでも、お子さんの利用

している状況から目を離さないように気をつけることなら、できるのではないで

しょうか。 

スマートフォンやゲーム機の中には、テレビなど、より大きなモニターに画面を

投影することができる機能を備えているものもあります。保護者が子どもの利用

の見守りをしやすいように、ご家庭での環境に合わせて、いろいろな工夫をしてみ

ましょう。 

また、子どもの年齢にふさわしい内容の動画や、ゲーム、アプリなのか、保護者

が確かめることが大切です。 

映画の「映倫」マークと同じように、スマートフォン用のアプリやゲーム機用の

ゲームソフトにも、必ず、対象となる年齢についての情報（レーティングや年齢区

分マーク）が提供されています35。お子さんの年齢や発達に合わせたものを選択す

る際には、そうした情報が参考になるでしょう。 

                                                      
35 厳密には、スマートフォン用のアプリとゲーム機用のゲームソフトでは、年齢区分付与の

仕組みが異なる。スマートフォン用のレーティング情報は、映画倫理委員会（映倫）やゲーム

ソフトにおけるコンピュータエンターテインメントレーティング機構（CERO）のような第三

者による事前審査ではなく、アプリ提供者側の自己申告が基本の仕組みである。そのため、レ

ーティングと実際の内容との差異が、利用者やアプリストア運営側から指摘される例も存在す

る。 
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もちろん、そうした年齢区分情報だけに頼るのではなく、保護者自身が、その動

画やゲームに、暴力的なシーンや怖いシーンが含まれないかどうかや、主人公が反

社会的な行動を取るシーンの取扱いについて、事前に確認をすることが望ましい

でしょう。 

さらには、同じ情報機器を利用させる場合でも、子どもが受け身の立場のままで

完結してしまう、動画視聴やゲーム以外の楽しみ方を見つけていくことが、より理

想的な使わせ方だと言えます。 

本来、情報機器は娯楽を手に入れるためだけに存在しているわけではなく、子ど

も自身が創造力を発揮する道具、他者との関わりを豊かにしてくれる道具として

作られたもののはずです。 

そもそも、その利用を情報機器上で完結させる必要はありません。たとえば、幼

児が情報機器の利用に興味を惹かれるのであれば、それを活かし、ウェブ検索で調

べた「折り紙の折り方」ページや動画を見ながら、実際の折り紙遊びをすることが

できるでしょう。 

また、スマートフォンに標準搭載されているカメラアプリや無料で使えるプレ

ゼンテーションアプリを使えば、子どもの描いた絵や、作った積み木を撮影し、パ

ラパラマンガのような作品を作ることもできます。 

もちろん、いわゆる知育系アプリを選ぶ方法もあります。その場合も、例えばタ

ブレット上などでデザインしたものをプリントアウトして紙の絵本に仕上げる

「絵本づくり」アプリのように、情報機器上だけで完結せず、他の体験的な遊びや

作業に自然とつながっていくものを選択する方がより理想的です。遠方に住む祖

父母等との、テレビ電話アプリでの会話を子どもに楽しませるなども良い経験に

なるでしょう。 

 

情報機器の与え方 

子育て中の保護者には、子どもに「静かにしていてもらいたい」という瞬間が必

ずあるものです。しかし、そうした場面でいつでも、情報機器をすぐに子どもに渡

してしまうことは、子どもの心身の成長への悪影響の懸念という面からだけでな

く、いずれ子どもがもっと大きくなり、一人で使う場面が増えた時の「使わせ方の

基礎」づくりという面からも、決してプラスにはなりません。 

情報機器の利用について、簡単な「お約束」を作った上で使わせることが必要で

す。また、保護者の状況次第で利用の原則（お約束の内容）を簡単に変えてしまう

のではなく、あくまでも事前の「お約束」の範囲で使わせましょう。なお、「お約
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束」がキチンと守れた時には、それ当たり前とせず、その都度子どもを褒めて、ま

た守ろうという気持ちを高める配慮も大切です。 

また、外出中などでの利用は、一回あたり 15 分以下にとどめることが望まれま

す。特に、動いているクルマや電車の車内での利用は、子どもの眼により大きな負

担がかかることが懸念されます。「静かにさせる」ための道具としての情報機器は、

切り札として最後までとっておき、他にも絵本やお絵かき帳などを持参すること

や、いろいろな手遊び、景色を見ながら話しをするなどの工夫で、子どもの気持ち

を切り替えられないか試してみることも必要です。 

 

保護者自身の知識や使い方 

乳児期を過ぎ、幼児期に差し掛かったところで、スマートフォンなどの情報機器

を適切な範囲で与えるのか、それとも全く触らせないのかといった方針は、家庭の

事情や考え方によって考え方が分かれるところでしょう。 

しかし、子どもに使わせるか・使わせないかに関わらず、保護者が知っておくべ

きことは、スマートフォンなどが普及する前と比べ、とても増えています。また、

「どのくらいの時間や用途で使わせるのか」などの判断の際には、さらに具体的な

知識が求められます。 

まず、子どもにどう使わせるのか以前に重要なのが、保護者がよいお手本となる

ような使い方をしているかどうかの再確認です。 

未就学児は、大人がそれと意識していない時にでも、いつも周囲を観察していま

す。幼児期になると、周囲の大人の行動を真似るようになります。 

ここで注意したいのが、保護者のスマートフォンなどの情報機器の利用の仕方

も、子どもの模倣の対象になるということです。 

小学生や中学生になれば、子どもは自分ひとりでゲーム機やスマートフォンな

どの情報機器を利用するようになります。「食卓でスマートフォンを使う」「目の前

の相手との会話よりも、メッセンジャーなどの着信対応を優先させている」「何か

別のことをしている時に、いつもスマホを気にしている」「就寝直前まで動画やゲ

ーム、メッセージ交換に夢中になっている」「顔写真と名前を SNS に投稿する」な

どは、中高生を持つ保護者から共通して挙がる「やめさせたい」利用行動です。 

その時になって子どもにさせたくない行動を、自分たちがしていないか、いまの

うちに点検してみましょう。 

もちろん、情報機器の有無に関わらず、乳幼児の心身の発達に欠かせない、十分

かつ質の高い睡眠について、目安や重要な点を知っておくことは欠かせません。 
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その他、子どもの心身の発達や年齢ごとの認知能力などについては、専門家によ

る入門書で学習することもおすすめです。 

なお、インターネット上では、健康や子どもの発達について、根拠の無い言説が

数多く見つかります。国の機関が提供しているものかどうかや、専門医が監修して

いるかどうかなど、情報源の信頼性に注意をした上で、必ず複数の記事を読み比べ

てみるなどの工夫も必要です。 

 

その他の不安や疑問（視力） 

子どもの視機能は、乳幼児期を通じて急速に発達します。そもそも、乳児期は、

大人のようには見えておらず、1 歳児では目の前 30 センチ、2 歳頃で 50 センチが

見えやすい距離です。4 歳から 5 歳になって、ようやく視力 1.0 程度、大人と同じ

ような視力となります。また、両眼視機能は 3 歳頃までに完成、視神経の回路は六

歳頃までに完成するとされます。 

この期間、子どもは近くのもの、遠くのもの、止まっているもの、動いているも

のなど、色々な使い方をしながら、視機能を発達させていくのです。 

情報機器の利用では、かなり特殊な眼の使い方をすることになります。それが、

情報機器を使う時間が長すぎることに対して、眼科医から懸念の声があがる理由

の一つです。 

 

その他の不安や疑問（情報機器特有の事情） 

乳幼児の情報機器利用の内容を詳しく見てみると、動画閲覧が特に多いことが

分かります。したがって、家庭での対処の基本方針を考える際に、研究の歴史が長

い、テレビの影響についての知見を活用することができます。 

しかし、テレビやビデオの視聴とは異なる、インターネットに接続された情報機

器特有の事情への注意が必要です。 

まず、コンテンツの選択肢がきわめて多く、「見飽きる」という形で子ども自身

が視聴をやめることはほぼ期待できない点が挙げられます。また、一本分の動画を

視聴した後に、「関連動画」などの形で、類似の動画の視聴を促す仕組みが一般的

なことも、利用の長時間化に拍車をかける結果となります。 

その他には、まだキーワード検索ができない子どもでも、音声検索機能を利用し

て、好みの動画に到達するという行動がよく報告されます。 

最後に、動画検索結果や、「関連動画」の中に、子どもにはふさわしくない動画

が表示される点については、よく知られている通りです。 
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その他の不安や疑問（保護者管理機能の利用） 

スマートフォンやタブレット、ゲーム機などの情報機器には、子どもが利用する

場合に備え「機能制限」の仕組みが導入されています。「うちはまだ小さいから」

など、子どもが小学生の高学年や中学生になってから初めて、そうした仕組みの利

用を検討する保護者も少なくありませんが、本来は「初めを最も厳しく、次第に制

限を緩めていく」のが、正しい使い方です。 

例えば、未就学児に人気の動画アプリでは、検索結果や関連動画に、成人向けの

動画が表示されないようにすることができます。 

またゲームごとに決まっている対象年齢データ（レーティング情報）を読み取っ

て、機器側で設定した上限以上の年齢向けのゲームはプレイさせないようにもで

きます。機器によっては、利用時間数や時間帯を制限することも可能です。 

いずれも「早すぎる」ことはありませんので、子どもに情報機器を手渡す前に、

どのような「保護者管理機能」が備わっているのかを調べておくことが大切です。 
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表 1：未就学児の情報機器・インターネット利用のあり方のまとめ 

 悪い例 望ましい例 

いつ 

（時間帯） 

就寝直前ぎりぎりま

での利用が習慣化。 

ベッドや布団に入る一時間前ま

でには利用を終える。 

 

どのくらい 

（時間数） 

利用時間の制限なく、

子どもが見たいだけ

いくらでも見せる。 

外出中などは一回あたり 15 分以

内にとどめる。一日あたりの利用

は一時間程度を上限とし、自宅で

の遊び時間の半分を超えないよ

うに。 

 

何を 

（用途や内容） 

子どもが見たい動画

を自分で検索して自

由に見る。 

動画やゲームなど、受け身で終わ

る利用は減らす。情報機器だけで

完結しない利用方法やアプリの

選択を心がける。動画やゲームを

利用する際には、年齢相応の内容

かどうかを保護者が確かめる。 

 

どのように 

（利用のさせ方） 

いつも子どもが一人

だけで利用し、保護者

は子どもの反応に何

も応じない。 

 

子どもが利用している様子に目

を配り、その反応や問いかけには

適宜応答する。必要に応じて内容

についての説明や話し合いを行

う。 

 

どこで 

（場所や場面） 

保護者が困った時、子

どもが使いたい時は、

どこでも利用可能。 

リビングなど保護者の目の届く

場所で使う。食卓やベッド・布団、

移動中の車内など、利用すべきで

ない場所や場面を予め決めてお

く。 
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2. 保護者への伝え方 

2.1. 教育啓発推進のポイント 

本研究会ではこれまで、子どもとインターネットの問題について、報告書、教材

や研修会の実践などを通じて、保護者向けの情報提供に取り組んできました。初期

は中高生、最近では小中学生の保護者が主な対象でしたが、いずれの場合も、「受

講後に保護者の行動が変わる」ことを特に大切に、企画・運営と講座内容の修正を

続けてきました。 

その経験に加え、今年度の本研究会では、未就学児の保護者向け講座の実践にも

取り組みました。また、以前から未就学児の保護者を対象とした研修会を実践して

いる、先進的な取り組み主体への聞き取りも行ないました。 

もちろん、小学生以上のお子さんを持つ保護者向けと、未就学児の保護者向けの

いずれについても、教育啓発の根本的な進め方は変わりません。どちらでも、本研

究会が大切にしている「取り扱う課題の絞り込み」と「受講者の実状に合わせた行

動変容目標の設定」、「保護者状況の理解と共感」、「情報提供の進め方は可能な限り

小分けにする36」が共通する成功の鍵になります。 

しかし、未就学児の保護者向けの教育啓発において実効性を高めるためには、保

護者の状況の理解・配慮が、より強く求められます。 

保護者状況についての最も大きな違いとして、子育て期の中でも、特に子どもが

未就学児のうちは、保護者の自由になる時間がきわめて少ないこと、また保護者自

身がまだ子育てに慣れていない時期ということも相まって、負担感・繁忙感が大き

いという点があります。 

また、中高生の保護者などと比べ、未就学児の保護者の場合には、保護者自身の

年齢が相対的に低く、自分でもインターネットや SNS、スマートフォンなどを有

益なツールとして使いこなす人の割合が多いと考えられる点です。 

さらに、ほんの数年前までと比べ、家庭内にある情報機器の数が飛躍的に増加し

                                                      
36 一般に、一度に理解、咀嚼可能な情報量には上限がある。たとえば、読むのに 20 分かかるよ

うな、全ての懸念点を網羅的に解説した複数ページの資料を制作し、配布して終わりにするの

ではなく、1 分で読める程度の文章量のコラムを複数回に分けて学校だよりに連載する方が、

教育啓発の実効性が高いと考えられる。集合研修タイプの取り組みの場合でも、取り扱うテー

マの分割や絞り込み、複数回での連続型開催など、「小分け」の工夫の余地は多数ある。 
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ているという点にも注意が必要です。同じく「インターネット前提での子育て」に

直面していても、中高生の保護者などが、乳幼児の保護者に対して、具体的な助言

をすることは、目の前にある機器や人気のサービスが違うといった点においては、

やや難しくなっているという状況もあります。 

加えて、コミュニケーションサービスを利用したことがきっかけの性暴力被害

や、不適切な発信に伴う将来に渡る信用失墜のような、実際に中高生が直面してい

る危機について、保護者の自身の子どもについての危機感は薄いのが一般的です。

むしろ、自らの経験から理解しやすい、「不適切な画像への接触による悪影響」「詐

欺被害や高額請求など金銭面でのトラブル」などへの警戒感が先に立つ保護者の

方が多くなっています。 

ところが、未就学児に情報機器を与えることについて、漠然とした不安感や何ら

かの懸念を持つ保護者は、もともと多いという状況があります。保護者の多くは、

あらためて危機感を煽られるよりも、既に指摘されている、情報機器の利用が子ど

もの心身の発達などに与える影響の背景やその程度、それぞれの根拠、家庭での現

実的具体的な対処について知りたいという段階にあるようです。これまで中高生

の保護者向けに行われてきた、インターネット利用トラブル予防に関わる教育啓

発とは、かなり様相が違うと考えるべきでしょう。 

残念なことに、未就学児を持つ保護者向けの教育啓発の状況を見ていると、専門

家の発信する情報と、一般の保護者が求めている情報の間には、相当のズレがある

と感じられます。 

また、「年齢別に必要な睡眠時間の目安」や「視機能の発達の進み方」「メディア

視聴の際には養育者の介入があることが望ましい」などといった、医療や保育の専

門家、メディアと子どもの発達の専門家が「このくらいは常識」と考えていること

の多くは、一般的な保護者が「当然に知っていること」ではないようです。 

その上、従来からあるテレビやビデオなどとの付き合い方についても、様々な俗

説やそれぞれの経験に裏付けられた独自の解釈が数多く聞かれます。学術的な知

見に基づく知識不足を補い、ありがちな誤解についてはそれを解けるような、丁寧

な助言や解説などが求められています。 

未就学の子どもと情報機器・インターネットとの付き合い方に関する教育啓発

では、どうしても、子育て全般に関わる話の比重が大きくなりがちです。情報機器

特有の話と、子育ての話をうまく切り分け、それぞれについて専門性の高い複数の

講師が協力して教材を開発する、講座を担当するなどの工夫が必要そうです。 

その観点から、就学期以降の情報モラル教育では一般的な、「情報機器利用に特
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化した研修会」よりも、子育て全般についての教育講座や子育て支援のための各種

の情報提供の機会に、情報機器利用についてのトピックや視点を追加するという

進め方の方が効果的と考えられます。 

また、未就学児の情報機器・インターネット利用のあり方が、就学期以降のイン

ターネットとの関わり方にどのようにつながっていくのかなど、先々の見通しを

あわせて保護者に示すことも大切です。 

  



子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

第八期報告書 

 42 

表 2：子どもの年齢による保護者向けの教育啓発のあり方の違いまとめ 

 
未就学児の保護者向け 中高生の保護者向け 

いつ 

 

特に乳児期は、集合研修への参

加は難しいことが多い。乳幼児

検診などの機会を活用。在宅で

もアクセスしやすいマスコミや

インターネット経由での情報提

供も。園児の保護者には「園だよ

り」の活用も有効。 

 

集合研修の実施は、入学説明会な

どの学校行事や PTA 研修の機会

に。学校からのおたよりなどで、

複数回に分けた情報提供も有効。 

 

誰が 

子育て全般に詳しい、保健師、保

育士、幼稚園教諭などが、情報機

器・インターネット利用問題の

専門家と協力、分担して行う。 

 

学校や地方自治体からの情報発信

の他、警察や地域団体、関連事業

者など、一定以上の専門性を備え

た主体による企画・実施。 

どの 

ように 

子育て全般についての教育・学

習の機会の中に、情報機器・イン

ターネットの接触に関する話題

を追加して実施。 

 

子どものインターネット利用問題

に特化した研修会としての実施。 

 

何を 

 

保護者が既に持つ漠然とした不

安や疑問を、裏付けのある情報

で説明。よくある誤解や知識不

足を解消。家庭で実行が可能な、

具体的かつ将来につながる対処

策を学ぶ。 

 

保護者が気づきにくく、回復が難

しい種類のトラブルについて知

り、その背景や現時点での対処の

あり方を学ぶ。 

あり 

がちな 

失敗 

上から目線や裏付け不足のまま

で、特定の子育て観や実行困難

な理想論を押し付け。情報機器

利用の全否定。 

 

最新事例・限界事例の列挙や、フ

ィルタリング利用など技術的な対

処策への偏り。 
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第四章 今期の活動記録等 

1. 体制（第八期） 

1.1. 委員 

• 坂元 章（お茶の水女子大学 基幹研究院 人間科学系 教授）◎座長 

• 井島 信枝（子どもねっと会議所 代表） 

• 笹井 宏益（国立教育政策研究所 総括客員研究員）◎座長代理 

• 新谷 珠恵（一般社団法人東京都小学校 PTA協議会 相談役） 

• 玉田 和恵（江戸川大学 メディアコミュニケーション学部 情報文化学

科 学科長） 

• 七海 陽（相模女子大学 学芸学部 子ども教育学科 准教授） 

1.2. フェロー 

• 漆 紫穂子（品川女子学院 校長） 

• 下田 博次（国立大学法人群馬大学 名誉教授） 

• 竹島 正（川崎市健康福祉局 障害保健福祉部 担当部長／精神保健福士

センター 所長） 

1.3. アソシエイトフェロー 

• 宮田 佳代子（フリーキャスター／城西国際大学 客員教授） 

1.4. ワーキンググループ 

• 田島 祥（東海大学 現代教養センター 講師） 

• 松尾 由美（関東短期大学 こども学科 講師） 
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※50 音順、敬称略 

1.5. 事務局 

• 運営企業：ヤフー株式会社、アルプス システム インテグレーション株式

会社、ネットスター株式会社 

• 運営協力企業：ピットクルー株式会社 
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2. 本会開催記録 

2.1. 第一回 本会 

• 日時 2016 年 7 月 25 日（15 時～17 時） 

• 内容 第八期調査研究の検討（取り組み範囲、進め方、先行研究結果など） 

2.2. 第二回 本会 

• 日時 2016 年 9 月 2 日（13 時～15 時） 

• 内容 第八期調査研究の進捗状況報告と討議（ワーキンググループからの

中間報告など） 

2.3. 第三回 本会 

• 日時 2016 年 12 月 2 日（14 時～16 時） 

• 内容 第八期調査研究の進捗状況報告と討議（利用実態調査および先端的

実践視察の報告、ワーキンググループからの最終報告、セルフチェックリ

スト構成案など） 

2.4. 第四回 本会 

• 日時 2017 年 2 月 14 日（13 時～15 時） 

• 内容 第八期調査研究の取りまとめについての討議（ワーキンググループ

からの追加報告、セルフチェックリスト内容、活動報告書内容など） 

 

 

※会場は各回とも、ネットスター株式会社 会議室（東京都港区白金台）  
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3. 調査および検討の実際 

3.1. 子どもへの利用のさせ方や及び保護者意識の調査 

これまで、子どもとインターネットの問題は、中学生や高校生に焦点がありまし

た。基礎的な政府統計となる内閣府「青少年のインターネット利用環境実態調査」

でも、10 歳から 18 歳の青少年ならびにその保護者を調査の対象としてきました。 

その後、総務省情報通信政策研究所による「未就学児等の ICT 利活用に係る保

護者の意識に関する調査報告書」が 2015 年に公表されたものの、継続的な調査に

はなっていません。 

そこで本研究会では、今期の調査検討の一環として、第一子に 0 歳から 6 歳の

子どもを持つ保護者を対象としたアンケート調査を行ないました。 

本節では、その結果の主なポイントを記載します。具体的な質問項目や結果の詳

細は、本報告書の第五章に収録しています。 

 

調査概要 

• 調査期間：2016 年 10 月 21 日～2016 年 10 月 24 日 

• 調査対象：第一子に未就学（0 歳から 6 歳）の子どもをもつ保護者 

• 有効回答数：1149 件 

• 調査方法：ウェブアンケート方式（ジャストシステム社（Fastask）に委託） 

 

調査結果サマリー 

（1）１歳児の 4 割、3 歳児の 6 割がスマホなどの利用を経験し、その頻度も約

5割が「毎日必ず」または「ほぼ毎日」と、スマホなどが未就学児の日常に深く

入り込んでいる。 

  

本調査では、1 歳児の 41.8%、3 歳児の 60.3%、6 歳児の 74.2%が、スマホなど

の情報通信機器を利用することがあるという結果になりました。2015年発表（2015

年 3 月調査）の先行調査37の結果と比較してみると、本調査の方が、0 歳児で 10 ポ

                                                      
37 総務省情報通信政策研究所「未就学児等の ITC 利活用に係る保護者の意識に関する調査報

告書 概要版」http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000034.html 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01iicp01_02000034.html
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イント、１～6 歳児では 20 ポイント以上も高く、１年半ほどの短い期間で、利用

の低年齢化がさらに進んでいました。 

 

利用内容は写真や動画、ゲームに関するものが多く、その頻度も「毎日必ず」

（19.9%）や「ほぼ毎日」（30.7%）など、スマホなどの情報通信機器が未就学児の

日常生活に深く浸透していることが分かります。 

 

（2）7割以上の保護者が自ら「使い方のお手本」を意識している他、6割以上の

保護者が「子どもに必要な睡眠の目安やコンテンツとの付き合い方」について大

まかには理解している。 

 

子どものお手本となるように、自身の機器の使い方を気にしている保護者は、

「とても気にしている」（21.0%）「まあ気にしている」（53.2%）を合わせ 74.2%で

した。 
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また、子どもに必要な睡眠時間に年齢ごとの目安が示されていることを「知っ

ていた」とする保護者が 60.3%、コンテンツとの接し方として望ましいとされる

「子どもと一緒に番組を視聴し、その内容について話し合うことは発達に好影響

を与える」についての正答が 62.8%など、こうした基本的な知識を大まかには理

解できている保護者の割合は 6 割に達することが分かりました。 

 

 

 

（3）「子どもに利用させること」について 9割以上の保護者が何らかの不安を感

じている反面、より具体的な判断材料についての知識・理解は不十分な保護者も

少なくなく、保護者の 8割以上は学習の必要を感じている。 

  

 

 子どもの利用については、ほとんどの保護者から何らかの懸念点が挙がり、
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「気にしていることは特にない」とする保護者は 6.1%に過ぎませんでした。 

その一方で、保護者が今後学習したい事柄としては、子どもの心身発達や健康な

どへの影響や使わせ方、早期に使わせるメリットまで幅広い回答が挙がりました。

今後の学習については「特に知りたいことはない」とする保護者は 12.9%にとどま

りました。睡眠のあり方や、コンテンツとの付き合い方については、具体的な行動

指針になると誤りやあやふやな回答も見られることから、必要な知識・理解がまだ

不十分な保護者が少なくないことが伺われます。 
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3.2. メディアと子どもの発達についての先行研究の文献調査 

メディアと子どもの発達については、テレビ視聴の影響を中心に、既に多くの先

行研究が存在しています。また、インターネット接続可能な情報機器の利用の影響

についても、先行研究から学ぶ必要があると考えられました。 

そこで今期の本研究会では、研究会本会とは別に、ワーキンググループ38を組織

し、テレビ、デジタルゲーム、コンピュータ、タブレット端末等を含むスクリーン・

メディア全般を対象とした先行研究について、インターネット上の学術データベ

ース検索を利用した文献調査を行ないました。 

その結果、以下のことが分かりました。 

 

• メディア利用と子どもの発達に関心を持った研究は数多く行われているが、

圧倒的多数は一時点の調査に基づく横断的研究であり、因果関係を特定す

ることはできない。 

• 因果関係を明らかにしようとした実験研究や縦断研究の研究動向の中では、

テレビの影響についてのものが圧倒的に多く、デジタルゲームやコンピュ

ータ、タブレット端末等の利用を扱ったものは数少ない。 

• 対象となる発達領域では、肥満や実行機能についての研究は多いが、視力、

睡眠、向社会性、創造性への影響を検討したものは少ない。 

• 研究数は少ないが、睡眠への影響については、メディア接触との間に、一

貫して双方向の因果関係が存在する。 

• 認知能力や実行機能への影響の研究では、明白な因果関係の推定は難しい。 

• 接触するコンテンツによって子どもの発達への影響力が異なることが、複

数の研究によって示されている。反面、発達への影響に関連する要因とし

ては、メディアを利用する子どもの特性（年齢、性別、創造性、どのような

集団に属しているかなど）の違いも挙げられている。 

• 大人の関わり方により、メディアの悪影響を取り除くまたはポジティブな

影響を強める可能性があるとする研究成果が見つかった。 

 

本報告書でのセルフチェックシートや関係者向けの提言などは、上記の先行研

                                                      
38 主査：坂元 章（お茶の水女子大 教授）※本研究会座長兼任、メンバー：田島祥（関東

学園大学 講師）、松尾由美（東海大学 講師） 



子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

第八期報告書 

 51 

究についての知見に基づき、検討されています。 

なお、ワーキンググループの行った調査結果は、その全文を本報告書の第五章に

収録しています。 
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3.3. 教育啓発実践例等の視察、取材 

今期調査検討の一環として、既に未就学児の保護者に特化した教育啓発を行っ

ている地域団体の実践状況や、未就学児向けの ICT 教育の実践状況について、視

察を行ないました。 

さらに、保育関係者向けに、乳幼児の睡眠についての学習の機会を提供している

医療関係者の取り組みにも参加しました。 

 

未就学児の保護者向け教育啓発の実践例 

• NPO 法人イーランチ39（焼津市）様 

• 2014 年より企業協賛型40にて、幼稚園・保育園等の保護者向け学習会「ス

マホのある子育てを考えよう」41を全国で実施中。 

 

 

 

保護者向けのコミュニケーションにあたって、日頃から意識されていることと

して、以下の点についてのご指摘をいただきました。 

• 低年齢の子ども＝保護者の管理下であり、しつけの一環としてとらえるこ

とができるのではないか。ただし、生活習慣の話を前面に押し出しすぎる

と、負担感が大きすぎて受け入れられない。「スマホの 7 つの約束」の例示

                                                      
39 http://npoelunch.jp/ 
40 セキュリティ製品を提供する株式会社カスペルスキーによる協賛

http://kasperskylabs.jp/activity/csr/seminar.html 

41 特設サイト http://sumaho-kosodate.com/ 

http://npoelunch.jp/
http://kasperskylabs.jp/activity/csr/seminar.html
http://sumaho-kosodate.com/
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も押し付けと受け取られないように配慮している。 

• 受講者の子育てに対しての共感、承認（よく頑張っている）を大切にして

いる。グループワークとその後の情報共有の進め方が講座成功の鍵になる。 

 

 

※NPO法人イーランチのウェブサイトから転載 
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未就学児向け ICT教育の実践例 

• 株式会社 NEL&M（佐賀市）様 

• 小〜高校生向けの教育 ICT 環境デザイン、コンサルティングの経験を活か

し、保育園や幼稚園での幼児向けの ICT活用をサポートする「ICTタイム」

の実践や、「ICT スクール NEL」を運営中42。 

 

前原中央保育園（福岡県糸島市）にて実践されている ICT タイムを 11 月 1 日に

見学させていただきました。当日は、タブレット１台を幼児 3 名ずつで共有し、絵

本づくりに取り組む授業が行われていました。 

 

 

• 就学期以降に起こりうるトラブルや課題を踏まえ、「情報機器とのより良い

関わり方」を経験することが大切。（ICT タイムの冒頭で、必ず三つの約束

「まつ、みる、おうえんする」を確認するなど） 

• 未就学期に情報機器を利用させる意義の一つに、成功体験（アプリの方が

手先の器用さによる差が出にくい）やシミュレーション（短時間でいろい

ろな表現を何度も試せる）の可能性がある。また、友だちなど他者との関

わり合いによる創作活動など、「一人で活用する場合とは違った面白さ」を

味わうことで、協調的な育ちや学びに繋がる可能性もある。 

• 情報機器を渡して終わりにしない（子どもたちは作品を大人にも見てもら

いたい、認めてもらいたい、褒めてもらいたい）のは当たり前、大人はア

                                                      
42 https://www.nel-school.com/ 

https://www.nel-school.com/
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プリと具体物を行き来する使い方をもっと多数提示すべき。想像力を発揮

できるような「余白のある」アプリの精選や、創作したものを見せ合うよ

うな活動のデザインに留意している。 

• 一ヶ月に一度（50 分間）の体験でも十分な効果が得られる。その他の遊び

とのバランスが大切。 

 

といった、取り組みの意味や日頃から配慮されている点などについて、具体的な

ご教示をいただきました。 
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保育関係者向け教育啓発の実践例 

• アートチャイルドケア株式会社 様 

• 睡眠障害治療に詳しい小児科医43の監修・指導による教育啓発特設ページ

「眠育〜寝る子は育つのひみつ〜」を自社サイト上に開設44。 

 

同社が保育関係者や保護者向けに不定期開催している「眠育アドバイザー養成講

座」の様子を、11 月 6 日に見学させていただきました。 

 

• 生活時間の変化で、乳幼児にも睡眠障害の発症が見られる。また、将来の睡

眠障害や学校・社会生活の不適応、生活習慣病リスクにつながるような、不

適切な生活習慣の乳幼児も珍しくない。 

• 乳幼児による情報機器の利用が、睡眠の量や質に与える悪影響を強く懸念。 

• 保護者（家庭）が睡眠について正しい知識を持つことが大切。 

• 睡眠の記録を取ることで課題の把握が可能になる。保護者自身も含めた生活

習慣の見直しで改善をはかる。重度の睡眠障害については医師による介入（治

療）も可能。 

 

といった貴重な学びがありました。 

  

                                                      
43兵庫県立リハビリテーション中央病院 子どもの睡眠と発達医療センター 三池輝久医師、

小西行郎医師 
44 http://www.the0123child.com/advantage/miniku/ 

http://www.the0123child.com/advantage/miniku/
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3.4. 教育啓発教材の試作 

今期の調査検討の一環として、それまでに得られた知見や仮説を盛り込んだ、未

就学児の保護者向けの教材を、研究会事務局ならびに運営協力企業の教育啓発実

践用として、複数回試作しました。 

本節では、その例として、桑名市スマホおやすみ運動推進協議会の協力を得て

2016 年 9 月 16 日に開催された、「スマホおやすみ運動 幼稚園・保育所・保育園

の先生方向け学習会」での配布資料の主要な部分を収録しています。 

なお、今期の調査検討で得られた知見を元に、連携団体である一般社団法人セー

ファーインターネット協会45等からの教材等の提供を予定しています。 

 

  

                                                      
45 http://www.saferinternet.or.jp/ 

http://www.saferinternet.or.jp/
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52 http://www.the0123child.com/advantage/miniku/ 

http://www8.cao.go.jp/youth/youth-harm/chousa/net-jittai_list.html
http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2014/2014children-ict.pdf
http://www.soumu.go.jp/iicp/chousakenkyu/data/research/survey/telecom/2014/2014children-ict.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/064/houkoku/__icsFiles/afieldfile/2014/04/25/1347292_1.pdf
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu2/064/houkoku/__icsFiles/afieldfile/2014/04/25/1347292_1.pdf
http://www.good-net.jp/investigation/uploads/2016/04/13/174830.pdf
http://pediatrics.aappublications.org/content/pediatrics/early/2016/10/19/peds.2016-2591.full.pdf
http://pediatrics.aappublications.org/content/pediatrics/early/2016/10/19/peds.2016-2591.full.pdf
http://www.gankaikai.or.jp/health/36/
http://www.the0123child.com/advantage/miniku/
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第五章 付録 

1. 未就学児の生活習慣とインターネット利用に関する保護者

意識調査 調査票および単純集計結果全文 

• 調査主体：子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

• 調査期間：2016 年 10 月 21 日〜10 月 24 日 

• 調査対象：第一子に未就学（0 歳から 6 歳）の子どもを持つ保護者 

• 有効回答数：1149 件 

• 調査方法：ウェブアンケート方式（ジャストシステム社（Fastask）に委託） 

 

 

性別 
   

  n 男性 女性 

総数 1149 576 573 

(%) 100.0% 50.1% 49.9% 

 

年齢 
        

  n 

15歳

未満 

15歳

～19

歳 

20歳

～29

歳 

30歳

～39

歳 

40歳

～49

歳 

50歳

～59

歳 

60歳

以上 

総数 1149 0 0 356 676 117 0 0 

(%) 100.0% 0.0% 0.0% 31.0% 58.8% 10.2% 0.0% 0.0% 
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Q1 お子さんの数を教えてください。(n=1149) 

一人 二人 

三人 

以上 

59.0% 35.1% 5.9% 

 

Q2 第一子のお子さんの性別と年齢を教えてください。(n=1149) 

男児 ０歳 男児 １歳 男児 ２歳 男児 ３歳 男児 ４歳 男児 ５歳 男児 ６歳 

5.2% 5.7% 8.1% 10.7% 9.9% 9.2% 5.0% 

女児 ０歳 女児 １歳 女児 ２歳 女児 ３歳 女児 ４歳 女児 ５歳 女児 ６歳 

4.4% 6.5% 6.4% 8.7% 7.3% 7.0% 5.8% 

 

Q3 あなたの職業を教えてください(n=1149) 

正規社員・

従業員（産

休、育休中

や休職中は

除きます） 

派遣・契約

社員 

パート・アル

バイト 

フリー（自営

業・在宅ワ

ークを含み

ます） 

専業主婦／

主夫 

産休、育休

中や休職中 その他 

54.3% 3.0% 9.2% 3.7% 25.8% 3.8% 0.3% 

 

Q4 あなたは平均して一週間に何日働いていますか。(n=806) 

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 

1.0% 1.6% 4.2% 5.0% 70.1% 17.1% 1.0% 

 

Q5 あなたの働いている日の平均的な帰宅時間（自宅で働いている方はお仕事が終わられ

る大体の時間）は何時ごろですか。(n=806) 

6-10

時台 

11-15

時台 

16時

台 

17時

台 

18時

台 

19時

台 

20時

台 

21時

台 

22-0

時台 

1-5時

台 

1.7% 7.2% 5.7% 11.4% 22.8% 18.5% 13.8% 8.4% 9.1% 1.4% 
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Q6 あなたと同居しているパートナーの職業を教えてください(n=1149) 

正規社

員・従業

員（産休、

育休中や

休職中は

除きます） 

派遣・契

約社員 

パート・ア

ルバイト 

フリー（自

営業・在

宅ワーク

を含みま

す） 

専業主婦

／主夫 

産休、育

休中や休

職中 その他 

同居中の

パートナ

ーはいな

い 

53.1% 3.1% 8.4% 4.4% 24.2% 3.1% 0.4% 3.2% 

 

Q7 あなたのパートナーは平均して一週間に何日働いていますか。(n=793) 

１日 ２日 ３日 ４日 ５日 ６日 ７日 

3.0% 2.8% 4.0% 5.5% 63.8% 19.5% 1.3% 

 

Q8 あなたのパートナーの、働いている日の平均的な帰宅時間（自宅で働いている方はお

仕事が終わられる大体の時間）は何時ごろですか。(n=793) 

6-10

時台 

11-15

時台 

16時

台 

17時

台 

18時

台 

19時

台 

20時

台 

21時

台 

22-0

時台 

1-5時

台 

1.5% 7.2% 6.2% 11.1% 19.4% 19.4% 14.2% 8.6% 11.1% 1.3% 

 

Q9 パートナーの、あなたから見た育児に対する協力度合いを教えてください。(n=1112) 

とても 

協力的である 

まあ 

協力的である 

あまり 

協力的でない 

全く 

協力的でない 

49.2% 38.5% 8.8% 3.5% 

 

Q10 祖父母など気軽に子どもの面倒を見てくれる人は近所に住んでいますか。(n=1149) 

いる いない 

59.3% 40.7% 

 

Q11 あなた自身がふだん、最もよく使っているのは次のうちどの機器ですか？（職場な

どで支給されて使う機器は除きます）(n=1149) 

 

スマートフォン タブレット 

従来型の携帯電

話 パソコン 

これらの機器は

使っていない/こ

れらの機器が自

宅にはない 

80.5% 3.1% 3.0% 12.7% 0.6% 
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Q12 あなた自身は前問でお答えの機器でどんなことをしていますか。(n=1142) 

コミュニケーシ

ョン（メッセー

ジやメールの

やり取り） 

交流 

（SNSへの投

稿や閲覧） 

調べもの 

（検索） 

ニュースや天

気予報を見る 動画を見る 音楽を聴く 

75.3% 46.8% 77.0% 65.9% 45.2% 32.8% 

電子書籍を 

読む ゲーム 

買い物（オー

クション含む） 

ブログなどの

執筆、公開 地図、ナビ その他 

13.0% 36.9% 48.4% 9.8% 37.0% 0.8% 

 

Q13 あなた自身が前問でお答えの機器を利用する時間帯をお答えください（平日）

(n=1142) 

あなたの 

起床後すぐ 

子どもの登

園前（自宅） 

子どもを 

幼稚園保育

園などに送

っていく時 

子どもが 

幼稚園保育

園などに 

いる間 

子どもの 

お迎えの時 

子どもが 

遊んでいる

間（自宅内） 

子どもが 

遊んでいる

間（公園な

ど） 

50.3% 17.7% 7.4% 23.0% 6.5% 27.7% 8.4% 

子どもが 

お昼寝をし

ている間 

子どもとの

お散歩中 

子どもが 

帰宅してか

ら寝かせる

まで 

子どもが就

寝してから 

あなたの 

就寝直前 その他   

33.9% 4.4% 14.0% 58.1% 50.9% 1.9%   

 

Q14 あなたの第一子のお子さんは、下記の機器を利用することがありますか。複数の機器

を利用することがある場合は最もよく使う機器をお答えください(n=1149) 

スマートフ

ォン タブレット 

従来型の

携帯電話 パソコン 

ゲーム機

（携帯型） 

ゲーム機

（据え置き

型） 

その他の

機器 

これらの

機器は使

っていな

い/これら

の機器が

自宅には

ない 

34.8% 12.7% 1.0% 3.8% 2.3% 1.3% 0.1% 44.0% 
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Q15 あなたの第一子のお子さんは前問でお答えの機器をいつ利用しますか（平日）

(n=644) 

起床後すぐ 

登園前（自

宅） 

幼稚園保育

園などへの

登園途中

（クルマなど

移動中やバ

スを待つ間

など） 

幼稚園保育

園などから

の降園途中

（クルマなど

移動中やバ

スを待つ間

など） 

遊んでいる

間（自宅内） 

遊んでいる

間（公園な

ど） お散歩中 

16.5% 18.5% 9.0% 5.6% 38.5% 4.2% 3.1% 

帰宅してか

ら夕食前ま

で 夕食中 

夕食後から

就寝前まで 就寝直前 

平日は利用

していない その他   

24.1% 3.6% 28.3% 9.3% 8.2% 1.6%   

 

Q16 あなたの第一子のお子さんは前問でお答えの機器をどのくらい利用していますか※

複数の機器を利用している場合は、最もよく使っているものについてお答えください。

(n=644) 

毎日必ず ほぼ毎日 週に何回か 

月に何回か（休日

のみ利用するな

ど） 

ほとんど利用して

いない 

19.9% 30.7% 30.3% 13.2% 5.9% 

 

Q17 あなたの第一子のお子さんが初めてスマートフォン、タブレット、パソコン、ゲーム

機などの機器のいずれかを見たり使ったりし始めたのは何歳からですか(n=644) 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 

9.6% 23.6% 26.2% 23.3% 10.1% 5.6% 1.6% 
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Q18 あなたの第一子のお子さんは前問でお答えの機器でどんなことをしていますか。

(n=644) 

子ども

が何を

してい

るの

か、よく

わから

ない 

その機

器の中

にある

写真や

動画を

見る［イ

ンター

ネットに

つなが

ってい

なくても

できる］ 

写真や

動画を

撮る［イ

ンター

ネットに

つなが

ってい

なくても

できる］ 

写真や

動画の

加工［イ

ンター

ネットに

つなが

ってい

なくても

できる］ 

ゲーム

をする

［インタ

ーネット

につな

がって

いなく

てもで

きる］ 

音楽を

聴く［イ

ンター

ネットに

つなが

ってい

なくても

できる］ 

知育ア

プリ（こ

とば、

英語・

語学、

数あそ

び、音

楽）［イ

ンター

ネットに

つなが

ってい

なくても

できる］ 

絵本や

児童書

を読む

［インタ

ーネット

につな

がって

いなく

てもで

きる］ 

絵を描

く［イン

ターネ

ットにつ

ながっ

ていな

くてもで

きる］ 

その他

（インタ

ーネット

につな

がって

いなく

てもで

きる） 

4.7% 44.9% 31.8% 6.7% 28.9% 6.5% 21.6% 6.1% 8.1% 1.2% 

動画を

見る［イ

ンター

ネットに

つなが

ってい

る時に

できる］ 

動画を

投稿す

る［イン

ターネ

ットにつ

ながっ

ている

時にで

きる］ 

ゲーム

をする

［インタ

ーネット

につな

がって

いる時

にでき

る］ 

音楽を

聴く［イ

ンター

ネットに

つなが

ってい

る時に

できる］ 

インタ

ーネット

検索［イ

ンター

ネットに

つなが

ってい

る時に

できる］ 

インタ

ーネット

の好き

なペー

ジ（サイ

ト）を見

る［イン

ターネ

ットにつ

ながっ

ている

時にで

きる］ 

コミュニ

ケーシ

ョン

（LINE

や

Skype

などメッ

センジ

ャーア

プリで

の送受

信など）

［インタ

ーネット

につな

がって

いる時

にでき

る］ 

その他

（インタ

ーネット

につな

がって

いる時

にでき

る）     

43.5% 3.3% 13.7% 4.7% 3.0% 3.3% 2.5% 0.3%     

 

  



子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

第八期報告書 

 74 

Q19 あなたの第一子のお子さんが前問でお答えの機器を使う場面はどのようなものです

か(n=644) 

自家用

車で移

動してい

る時 

電車、バ

ス、飛行

機などで

移動して

いる時 

外出先

での待

ち時間

（テーマ

パークな

どで並ん

でいる、

食事中、

上の子

のイベン

ト中な

ど） 

家で食

事をして

いる時 

親が家

事などで

手を離

せない

時 

子どもが

騒ぐ時 

子どもが

使いた

がる時 

自宅な

どで親

子で一

緒に その他 

23.1% 16.1% 19.3% 9.8% 31.7% 21.4% 44.4% 25.9% 0.9% 

 

Q20 あなたの第一子のお子さんに前問でお答えの機器を使わせることが最も多いのは、

次のうち主に誰ですか。(n=644) 

あなた自身 パートナー 

子どもの 

祖父母 その他 

65.2% 31.7% 2.2% 0.9% 

 

Q21 あなたの第一子のお子さんに前問でお答えの機器を使わせている理由として当ては

まるものを教えてください。(n=644) 

保護者の

手を離れ

る時間が

できるか

ら 

子どもの

機嫌が良

くなる（喜

ぶ）から 

学習がで

きるから 

機器の操

作を覚え

るから 

機器に触

れたがる

から 

子どもの

友達も同

じ機器を

持ってい

るから その他 

特に理由

はない 

40.4% 53.7% 21.1% 14.9% 27.5% 3.7% 1.9% 6.4% 
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Q22 あなたの第一子のお子さんが前問でお答えの機器を利用することに伴うトラブルや

影響として、気にしていることを教えてください。(n=644) 

不適

切な

情報

や画

像に

触れ

ること 

勝手

に課

金や

購入を

してし

まうこ

と 

詐欺

の被

害に

遭うこ

と 

ウイル

ス感

染や

情報

漏えい

を起こ

してし

まうこ

と 

目が

悪くな

ること

や、視

力発

達へ

の悪

影響 

運動

能力

発達

への

悪影

響 

情緒

面やコ

ミュニ

ケーシ

ョン能

力、脳

の発

達へ

の悪

影響 

睡眠

不足

になる

こと 

将来、

長時

間利

用傾

向や

依存

になっ

てしま

うこと 

その

他 

気にし

ている

ことは

特にな

い 

30.0% 32.9% 14.1% 15.7% 59.2% 15.7% 19.7% 13.5% 29.0% 0.3% 6.1% 

 

Q23 あなたの第一子のお子さんが前問でお答えの機器を使う際に最も気をつけているこ

とはありますか。(n=644) 

使って

も良い

（見て

も良

い）時

間の

上限

を決

めて

いる

（一日

３０分

以内

など） 

その

都度、

使って

も良い

（見て

も良

い）時

間を

決め

ている

（３０

分以

内な

ど） 

使って

も良い

（見て

も良

い）時

間帯

を決

めて

いる

（夜８

時以

降また

は入

眠前３

０分は

禁止

など） 

使って

も良い

（見て

も良

い）場

面を

決め

ている

（食事

中は

禁止

など） 

画面と

の距

離に

注意し

ている

（近す

ぎない

よう

に） 

使う

（見

る）ア

プリや

動画

の内

容を

確認し

ている 

子ども

一人

では

使わ

ない

（見な

い）よ

うに約

束して

いる 

アプリ

を勝

手に

ダウン

ロード

しない

ように

約束し

ている 

子ども

が使

用して

いる機

器の

一部

の機

能を

制限し

ている

（パス

ワード

で管

理して

いる） 

その

他 

特に

ない 

21.4% 21.7% 9.3% 14.0% 5.4% 3.7% 9.5% 1.7% 3.1% 0.3% 9.8% 
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Q24 なぜあなたの第一子のお子さんにスマートフォン、タブレット、パソコン、ゲーム機

などの機器を使わせていないのですか。当てはまる理由をお知らせください。(n=505) 

まだ早すぎ

ると思うから 

視力発達へ

の悪影響が

気になるか

ら 

生活のリズ

ムの乱れ

（長時間利

用）が気に

なるから 

身体を使っ

た遊びの時

間とスマート

フォン、タブ

レット、パソ

コン、ゲー

ム機などの

機器利用の

時間のバラ

ンスがまだ

子ども本人

にはとれな

いと思うか

ら 

身体を使っ

た遊びの時

間とスマート

フォン、タブ

レット、パソ

コン、ゲー

ム機などの

機器利用の

時間のバラ

ンスが保護

者自身で判

断できない

から 

言葉やコミ

ュニケーショ

ン能力の発

達への悪影

響が気にな

るから 

電磁波の影

響が気にな

るから 

85.5% 24.6% 11.7% 9.9% 2.6% 7.7% 6.7% 

ブルーライト

の影響が気

になるから 

お金を使い

すぎるかも

しれないか

ら 

紛失したり

壊したりす

るかもしれ

ないから 

まだ約束を

守ったりで

きない年齢

だから 

自宅に子ど

もに使わせ

られるスマ

ートフォン、

タブレット、

パソコン、ゲ

ーム機など

の機器がな

いから その他 

特に理由は

ない 

13.3% 1.0% 7.7% 13.5% 2.8% 1.0% 6.7% 

 

Q25 あなたの第一子のお子さんには何歳（何年生）くらいからスマートフォン、タブレッ

ト、パソコン、ゲーム機などの機器を使わせても良いと考えていますか。(n=505) 

１歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 

６歳

（未就

学） 

小学

校低

学年

（１－

３年

生） 

小学

校高

学年

（４－

６年

生） 

中学

生 

高校

生 

その

他 

1.6% 0.4% 2.2% 3.2% 5.1% 4.6% 36.2% 23.0% 16.2% 5.9% 1.6% 

 

Q26 あなたの第一子のお子さんの起床する時間は何時ごろですか（平日）(n=1149) 

４時台 ５時台 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 それ以降 その他 

0.7% 3.8% 32.8% 47.2% 10.5% 3.3% 1.5% 0.2% 
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Q27 あなたの第一子のお子さんが入眠する時間は何時ごろですか（平日）(n=1149) 

１９時台 ２０時台 ２１時台 ２２時台 ２３時台 ２４時台 それ以降 その他 

5.2% 22.8% 44.3% 20.1% 5.2% 1.7% 0.4% 0.3% 

 

Q28 子どもの年齢（発達）によって、必要な睡眠時間の目安が示されていることをご存じ

ですか。(n=1149) 

知っていた 知らなかった その他 

60.3% 39.7% 0.0% 

 

 Q29 前問の子どもの年齢によって必要な睡眠時間の目安による、あなたのお子さん（第

一子）に必要とされる睡眠時間はどれぐらいだと思いますか？一番お考えに近い時間数を

お答えください。(n=693) 

6時間

程度 

7時間

程度 

8時間

程度 

9時間

程度 

10時

間程

度 

11時

間程

度 

12時

間程

度 

13時

間程

度 

14時

間程

度 

15時

間程

度 

具体

的に

はわ

からな

い 

2.0% 3.3% 17.7% 18.0% 35.4% 6.9% 10.1% 2.6% 1.6% 0.7% 1.6% 
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Q30 子どもの睡眠を考える上で、以下の項目はそれぞれどの程度重要だと思いますか。

(n=1149) 

  とても重要 まあ重要 

あまり重要で

はない 

全く重要で

はない 

一週間程度のトータルで見た時の

睡眠量が十分である 30.0% 53.1% 13.9% 3.0% 

一日あたりの睡眠の量が毎日十

分である 54.7% 37.7% 6.0% 1.7% 

睡眠のリズム（毎日の入眠と起床

時間）が一定である 57.4% 34.4% 6.4% 1.8% 

毎日の基本的な睡眠時間帯が夜

７時から朝７時の間に確保できて

いる 35.9% 49.6% 12.9% 1.6% 

入眠前には電子機器や蛍光灯の

光などの強い刺激を与えない 42.1% 46.6% 9.5% 1.8% 

休日と平日の起床時間の差が９０

分未満に収まっている 30.4% 53.4% 15.0% 1.3% 

ムリに起こさなくても朝は自然に起

きてくる 39.1% 52.1% 7.8% 1.0% 

 

Q31 子どもに見せるテレビ番組やビデオのコンテンツについて、あなたが正しいと思われ

るものを選択してください。(n=1149) 

同じ時間視聴するので

あれば、番組やコンテ

ンツの内容が子どもの

発達に与える影響は

変わらない 

保護者などが子どもと

一緒に番組を視聴し、

その内容について話し

合うことが子どもの発

達には好影響を与える 

より集中して視聴でき

るため、番組などは一

人きりで見せる方が、

子どもの発達のために

は望ましい あてはまるものはない 

23.2% 62.8% 7.5% 17.3% 

 

Q32 ゲーム機やスマートフォンなどの情報通信機器については、保護者の利用習慣が子

どもに大きく影響すると言われていますが、あなたは自分自身の使い方について、気にして

いる方ですか。(n=1149) 

とても気にしている まあ気にしている あまり気にしていない 全く気にしていない 

21.0% 53.2% 19.7% 6.2% 
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Q33 ゲーム機やスマートフォンなど、子どもが触れる情報機器には、子どもに使わせたく

ない一部の機能を制限する仕組みが無料で提供されていることをご存じでしたか。

(n=1149) 

知っていて、実際に

使っている 

知っているが、使っ

てはいない 知らなかった その他 

16.3% 58.6% 25.1% 0.1% 

 

Q34 お子さんへの情報機器の使わせ方や安全な利用について、どのようなことを知りたい

ですか。(n=1149) 

視力や

脳、運動

能力や心

理発達へ

の悪影響

の有無 

睡眠時間

や睡眠の

時間帯

と、健康

や成長の

関係 

早期に情

報機器を

使わせる

メリットの

有無 

子どもへ

の節度あ

る使わせ

方のコツ 

子ども向

けのアプ

リやコンテ

ンツを保

護者が選

択する際

の基準や

入手の方

法 

情報機器

の設定方

法（子ども

が勝手に

操作しな

いように

ロックする

など） その他 

特に知り

たいこと

はない 

54.7% 46.9% 37.7% 39.3% 18.9% 19.7% 0.3% 12.9% 

 

 Q35 お子さんへの情報機器の使わせ方や安全な利用について、どのように学習したいで

すか。(n=1149) 

保護者

向けの

研修会

や講座

に参加

して学

びたい 

パンフレ

ットやテ

キストを

読んで

学びた

い 

詳しい

友人な

どから

教えても

らって学

びたい 

自分自

身でイン

ターネッ

トや書

籍、雑

誌など

を調べ

て学び

たい 

テレビの

育児関

連番組

などで

学びた

い 

子ども

が通っ

ている

保育所

や幼稚

園のホ

ームペ

ージな

どで知り

たい 

機器の

取り扱

い説明

書など

で学び

たい その他 

特に学

習の必

要を感

じない 

17.5% 35.1% 21.5% 39.0% 26.9% 15.5% 7.7% 0.4% 17.1% 
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Q36 お子さんへの情報機器の使わせ方や安全な利用について、実際にしたことを教えて

ください。(n=1149) 

保護者向

けの研修

会や講座

に参加し

た 

パンフレッ

トやテキ

ストを読

んだ（園

や自治体

などが配

布してい

るもの） 

詳しい友

人などか

ら教えて

もらった 

自分自身

でインタ

ーネットや

書籍、雑

誌などを

調べた 

テレビの

育児関連

番組など

を見た 

機器の取

り扱い説

明書など

を読んだ その他 

特に何も

していな

い 

7.5% 15.1% 12.2% 23.5% 11.0% 3.7% 0.1% 52.5% 

 

 Q37 未就学児へのインターネットの使わせ方についての教育啓発の取り組みや内容、表

現方法などについて、あなたがこれまでに見聞きしたものについての評価をしてくださ

い。「未就学児へのインターネットの使わせ方についての教育啓発の取り組みや内容、表

現方法」などを見聞きしたことがない方や見聞きしたことがあるものとないものがある方

などは『見聞きしたことがない／わからない』をお選びください。(n=1149) 

  

とても

そう思

う 

まあそ

う思う 

あまり

そう思

わない 

全くそ

う思わ

ない 

見聞きし

たことがな

い/わから

ない 

大げさで自分の家庭には関係ない悪影響の話

ばかりだった 5.4% 17.3% 34.6% 9.9% 32.7% 

実行できそうにないルールづくりなど 

が提案されていた 5.3% 22.8% 30.6% 7.7% 33.5% 

家庭での指針づくりや取り組みに役立つ具体

的な情報に欠けていた 5.2% 19.6% 33.9% 7.9% 33.4% 

資料の表現が稚拙であるまたは魅力的でなか

った 5.1% 16.3% 31.6% 10.4% 36.6% 

恐怖を煽るだけで救いが無かった 5.0% 19.9% 30.9% 8.7% 35.5% 

研修会や講座の開催タイミングが悪くて参加が

難しかった 6.4% 19.1% 24.4% 7.7% 42.5% 

研修会や講座の告知が急すぎて参加が難しか

った 4.5% 15.5% 25.3% 9.4% 45.3% 

研修会や講座がいつどこで開催されているの

か分からなかった 10.1% 21.0% 22.1% 5.9% 40.9% 

情報（資料）の量が多すぎて読む気が起きなか

った 9.1% 22.6% 24.9% 5.8% 37.6% 
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要旨 
メディア利用と子どもの発達の関係に関心をもつ研究は数多く行われているも

のの、その圧倒的多数は 1 時点の調査に基づく横断的研究である。しかし、1 時点

での調査では、メディア利用と子どもの発達との間の因果関係を特定することは

出来ない。そこで本報告では、メディア接触が未就学児の発達に影響を及ぼすかど

うかについて、因果関係を明らかにしようとした実験研究や縦断研究をレビュー

し、研究動向を紹介した。本報告で扱うメディアとは、TV、デジタルゲーム、コ

ンピュータ、タブレット端末等スクリーン・メディア全般であったが、長い歴史を

持つ TV の影響を明らかにしようとする研究が圧倒的に多く、デジタルゲームやコ

ンピュータ、タブレット端末の利用を扱った研究は数少ない。また、影響が与えら

れる発達領域にも偏りが見られる。肥満、実行機能に関してはメタ分析(複数の研

究成果を統合して、効果量を明らかにしようとする手法)が行われており、数多く

の研究が行われている一方で、視力、睡眠、向社会性、創造性への影響を検討した

研究は数少ない。研究数とも関連するが、メディア接触の影響が一貫して明瞭であ

る発達領域と不明瞭である領域が存在する。睡眠への影響は研究数が少ないもの

の、一貫してメディア接触と睡眠との間に双方向の因果関係が存在している。しか

し、認知能力や実行機能への影響を検討した研究では、結果が混在しており、明白

な因果関係を推定することは難しいだろう。さらに、ベースライン時のメディア利

用によって影響を与えられる発達に関連する変数をコントロールしていない研究

も多く、その場合にはもともとの発達的特性がメディア利用に影響を及ぼすとい

う逆の因果関係の可能性も否定することができない。さらに、メディア利用や発達

に影響を及ぼしうる交絡変数(例：親や家庭環境に関する変数)の影響を取り除くと

因果関係が消失する研究も多数存在し、メディアの単純な利用量が子どもの発達

に影響を及ぼすわけではなく、様々な要因が関連しあっていることが示唆される。

しかしながら、その影響過程を体系的に明らかにしようとする研究はほとんど見

当たらず、メディア視聴に含まれるどんな要素(暴力的等の描写内容なのか、シー

ン転換の速さ等の編集手法なのか、スクリーン・メディアから発せられる電磁波や

強い光なのか、メディア視聴によって置き換えられた活動の不足なのか)が子ども

の発達に影響を与えるのかは未だ不明瞭である。 

一方で、様々な領域において、コンテンツ別の分析が行われており、コンテンツ

によって子どもの発達への影響力が異なることは言えるだろう。例えば、複数の研

究において、暴力コンテンツの視聴が攻撃性に悪影響を及ぼすこと、子ども向け番
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組か大人向け番組かによって子どもの認知能力に及ぼす影響が異なることが示さ

れている。 

また、発達への影響に関連する他の要因として、メディア利用する子どもの特性

も重要であろう。例えば、肥満への影響に関して、乳児期のメディア利用の肥満へ

の影響は知見が一貫していない一方で、幼児期のメディア接触がその後の肥満に

及ぼす悪影響は一貫して見られる。反対に、実行機能の発達に及ぼす悪影響は、年

少の子どもの方に強く現れることを示唆する研究も存在する (Zimmerman & 

Cristakis, 2007)。年齢以外の要因として、性別や  (Anderson, Huston, Schmitt, 

Linebarger, & Wright, 2001; Cespedes, Gillman, Kleinman, Rifas-Shiman, Redline, & 

Taveras, 2014; Hinkley et al., 2014)、子どもの特性(例えば、創造性(Tower, Singer, Singer, 

& Biggs, 1979)やマイノリティ集団に属しているか(Cespedes et al.,2014 等)が挙げら

れ、これらの違いによってメディアの影響力が異なる可能性が示唆される。 

さらに大人の子どもへの関わり方によって、メディアの悪影響を取り除いたり、

メディアによるポジティブな影響力を強めたりする可能性もある。例えば、子ども

と一緒にメディアを利用しながら、注目すべき情報を伝えることで、遊びの想像性

を高めたり(Singer & Singer, 1976)、子どものメディア接触に対して何も制限をしな

いことが肥満傾向を高めたり(Tiberio, Kerr, Capaldi, Pears, Kim, & Nowicka, 2014)する

研究が報告されている。 
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1. はじめに―なぜメディアが未就学児の発達に影響する

のか 

1.1. メディアが未就学児の発達への影響を検討する研究の

動向 

1.1.1. 乳児を対象にした研究の不足 

2001 年の米国小児学会(American Academy of Pediatrics; AAP)によって、2 歳未満

の子どもたちにスクリーン・メディアの視聴をさせないよう保護者への提言が行

われた。2004 年日本小児科医会や、日本小児科学会からも、2 歳までのテレビ・

ビデオ視聴を控えるよう提言が出された。しかし、提言が出された時点ではこれら

の提言を直接支持する科学的な知見は得られておらず、これ以降、乳児のメディア

視聴の影響を検討する学術研究が盛んになった。具体的には、乳児がスクリーン・

メディアから学習するか、スクリーン・メディアが親子の相互作用を変化させるか、

メディア接触が認知発達に影響するかを明らかにしようとするものである。例え

ば、Wartella, Richert, & Robb(2010)のレビュー論文によると、乳児のメディア視聴が

認知発達に及ぼす影響に関する最近の研究動向として、(a)メディア接触が、初期の

神経発達におけるシナプス形成と刈込に及ぼす潜在的影響(e.g., ADHD や音素の弁

別に関する研究)、(b)乳児のスクリーンへの注意やスクリーンの内容理解に関する

要因、(c)スクリーン上の内容に対する子どもの学習(e.g., 語彙習得、模倣)を検討し

た研究が行われている。 

1.1.2. メディアが影響を与える発達領域に関する研究の偏り 

上述の通り、2000 年代に入ってから乳児のメディア接触の影響を扱った研究が

盛んにおこなわれるようになってきており、幼児期も含めた乳幼児期のメディア

接触の影響を明らかにしようとする研究は数多く行われている。しかしその多く
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が１時点での相関研究であり、メディア接触が子どもの発達に及ぼすという因果

関係を推定できる実験や縦断調査による研究は未だ少ない。さらに発達の領域に

よっても偏りが見られ、肥満や注意・実行機能に関する研究は数多く、後述の通り、

メタ分析(複数の研究成果の結果を統合する分析)も行われている。一方で、視力、

睡眠、創造性への影響を検討した研究は数少ない。また、保護者の懸念は強いもの

の、メディア接触が視力への影響を検討した研究はほとんど見当たらない。 

1.2. 理論的背景 

メディア接触が子どもの発達に及ぼす影響過程についていくつかの理論が提案

されている。しかし、実証的に影響過程を明らかにした研究はほとんど見当たらず、

いずれも仮説の段階である。 

1.2.1. 置き換え仮説 

まず様々な発達への影響で取り上げられるのが「置き換え仮説」である。置き換

え仮説とは、メディア接触行動によって、子どもの発達に重要な他の活動(睡眠、

身体活動、親子の相互作用、読書、遊び)が減少し、その結果、子どもの発達に悪

影響を及ぼすだろうという仮説である。例えば、メディア利用により屋外での活動

時間や運動の時間が減ることによって肥満になったり、スクリーン・メディア視聴

によって親子の相互作用が減少するので子どもの言語や社会性の発達に悪影響が

あるかもしれないといった可能性が考えられる。 

1.2.2. メディア接触で得られる感覚刺激が子どもの発達に悪影響

を及ぼす 

TV やパソコンなどのスクリーン・メディアが発する光や音、動きなどの感覚刺

激が子どもの発達に悪影響を及ぼす可能性も指摘されている。例えば、スクリー

ン・メディアが発する光への暴露によって睡眠が妨げられたり、急激なシーンの変

化や激しい光や音などの感覚刺激が子どもの注意能力や脳の発達を阻害する可能
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性が考えられる。 

1.2.3. メディアの内容から学ぶ 

子どもは接触するメディアの内容からも学ぶ。例えば、不健康な食べ物の広告に

接すると不健康な食べ物を食べるようになったり、暴力をふるう登場人物の真似

をして友達に暴力を振るようになったりすることがあるかもしれない。Nathanson, 

Sharp, Aladé, Rasmussen, & Christy (2013)によれば、これに関連する 2 つの理論が挙

げられる。1 つ目は社会的認知理論(social cognitive theory)であり、子どもたちはス

クリーン上の登場するキャラクターが望ましくない(望ましい)行動を行って報酬

をもらう場面を目撃すると、そのモデルの行動の真似をする傾向にあることが示

されている。2 つ目は情報処理スクリプト理論(information processing script theory)

であり、メディアの内容が子どもたちに行動の指針となるスクリプトを提供して

いるのだという理論である。 

1.2.4. メディア接触中の行動が子どもの発達に悪影響を及ぼす 

TV を見ながら不健康な食べ物を口にするなど、メディア接触中の行動が子ども

の発達に悪影響を及ぼす可能性も考えられる。 

1.2.5. 視聴量以外の要因 

メディアの効果を考える時に影響する要因として、単に視聴量だけでなく、子ど

もの要因(e.g.年齢、認知発達のレベル、気質)、家庭環境の要因(e.g.視聴スタイル、

親の教育歴、他の活動をしながら背景に TV がついているバックグラウンド視聴

か、TV を集中して見ているフォアグラウンド視聴か)、内容に関する要因(e.g.大人

向けか子ども向けか、使用されている映像テクニック)も考慮すべきであると

Courage & Howe(2010)は主張した。 
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1.2.5.1. バックグラウンド視聴の影響 

Courage & Howe(2010)は、これまでの研究では、バックグラウンド視聴とフォア

グラウンド視聴の区別がなされておらず、TV 視聴の正確な意味が不明瞭であり、

このことが先行研究間に存在する知見の不一致の一因であるとしている。バック

グラウンド視聴の影響を検討した研究として、Schmidt, Pempek, Kikorian, Lund, & 

Anderson(2008)は、12、24、36 か月の乳児が、大人向けの TV を流している場面と

流していない場面で、おもちゃで遊んでいる様子を観察した。その結果、TV が消

えている場面と比べ、TV がついている時に、おもちゃに注意を向けている時間が

少なかった。また、同様の実験場面で、Kirkorian, Pempek, Murphy,  Schmidt, & 

Anderson(2009)では、背景にTVがついている時の方が、TVが消えている時よりも、

親子の会話の減少していることを示している。 

 

1.2.5.2. 共視聴の効果 

大人と子どもがともに一つのスクリーン見ながら相互座作用を行う共視聴が、

子どもの映像からの学習を促進することが示されている。共視聴が学習効果を促

進する 3 つのメカニズムとして、共視聴が①注意を高め、②認知的処理と、③社会

的フィードバックを向上させることが挙げられる(Strouse, O’Doherty, & Trosech, 

2013)。すなわち、共視聴中、①大人が子どもにスクリーン上の重要なものに注意

を向けるよう促すことで何に注意を向けたらよいのかお手本を示す、②大人がス

クリーン上の内容を繰り返したり、精緻化することで子どもが、情報を解釈したり、

貯蔵したりすることを助ける、③スクリーン上の物が何か子どもに問いかけたり、

子どもに内容を理解しようと考えることを促したり、現実世界との関連性の理解

や情報の解釈を手助けしたりする、これらのことがビデオ視聴による学習効果が

高めるのだとしている。 
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2. 本報告で扱う論文について 

メディア利用と子どもの関係に関心をもつ研究は数多く行われており、方法論

の観点からいくつかの種類に分類することができる。本報告では、メディア利用が

子どもに及ぼす影響について因果関係を検討した論文をレビューする。本節では、

はじめにレビューの対象となる「実験」「縦断調査」「メタ分析」という研究の種類

について特徴を整理する。その後、レビューに含まれる論文を収集した方法を報告

する。 

2.1. 研究の種類 

複数の要因間の因果関係を検討するためには、実験がもっとも適した手法とい

える。実験では、原因と考えられる変数（独立変数。本報告ではメディア利用に関

する変数）についていくつかの条件を設定し、それが結果と考える変数（従属変数）

に及ぼす影響を検討する。例えば、TV 視聴が子どもの社会性に及ぼす影響を検討

したい場合、TV を視聴する群（実験群）と視聴しない群（対照群）を設定し、一

定時間経た後で社会性を測定し、群間で比較する。このときに、参加者を各群に無

作為に配置することで、特徴的な参加者（例えば、もともと社会性が著しく低い参

加者）が一つの群に偏って集まり、結果に影響することを防ぐ。また、独立変数（こ

の例では TV 視聴）以外の要因が従属変数に影響を及ぼす可能性を極力排除するた

め、独立変数以外は同じ状況になるように統制する。実験では、このような厳密な

状況設定によって変数間の因果関係の検討を可能にするが、それにより日常で遭

遇しうる状況との乖離が生じ、生態学的妥当性に欠けるおそれがある。また、実験

で検討される因果関係は、比較的短期間での効果が中心になる点も留意が必要で

ある。 

実験におけるこれらの弱点をカバーし、日常の中での長期的な因果関係の検討

を可能にするのが縦断調査である。一般的な調査では、一度の調査で独立変数や従

属変数を測定する。ここで明らかになるのは変数間の相関関係が中心となる。例え

ば、TV の視聴時間が長い人は社会性が低いという関係が見出された場合、二つの

変数に共変関係があることはわかっても、原因と結果を特定することはできない。

TVの長時間視聴が社会性の低下を引き起こす可能性もあれば、社会性の低さがTV

視聴の長時間化を招いている可能性もあるためである。そこで縦断調査が有効と
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なる。縦断調査では、同じ対象者に時間を空けて複数回調査を行うことで、因果関

係の検討を可能にしている。例えば、6ヶ月の間隔をあけて2度調査を行った場合、

1 回目の調査で尋ねた変数は時間的に先行することから、2 回目の調査で尋ねた変

数の原因として推定することができる。1 回目調査で尋ねた TV 視聴時間の長さが

2 回目調査（6 ヶ月後）の社会性の高さに及ぼす影響を検討する、といった具合で

ある。なお、調査においても、独立変数以外の要因が従属変数に影響を及ぼす可能

性を排除する工夫が求められる。あらかじめ可能性のある変数を検討し、1 回目調

査でその変数についても尋ねておき、統計処理の段階で統制する方法をとること

になる。本報告においても、どのような変数が統制されたのかを合わせて報告して

いく。 

これまでに、実験や縦断調査によって、メディア利用が子どもに及ぼす影響を検

討する研究が数多く実施されてきた。しかし、研究によって影響の有無やその強さ

が異なったり、対象者の属性や使用する変数が異なっていたりする。そこで、同じ

領域で蓄積された研究を量的に統合し、全体としてどのような結論を導き出せる

のかを統計的に検討するのがメタ分析である。各研究で報告された統計量（F 値や

t 値など）を一定の値に変換することで、研究ごとの効果のサイズを比較したり、

統合したりする。 

本報告で試みるように、研究によって得られた知見をレビューする上ではメタ

分析の結果を参照するのがもっとも有益であると考えられるが、上述の通りメタ

分析にはある程度の研究数が必要となることから、レビューの観点によってはメ

タ分析が行われていない場合もある。そこで、以降の節では、メタ分析に加え、実

験や縦断調査によって因果関係を検討した研究をレビューの対象とした。 

2.2. 論文の収集方法 

本報告で紹介する論文は、SCOPUS、Science Direct、PubMed、Google Scholar 等

の論文データベースを用いて検索した。初めに、タイトルやアブストラクト、キー

ワードに表 1 の単語が含まれる論文を検索した。また、それらの論文の中で引用さ

れている論文や、米国小児科学会の提言（American Academy of Pediatrics, 2016; 

Chassiakos, Radesky, Christakis, Moreno & Cross, 2016）で引用されている論文のうち、

実験や縦断調査によって因果関係を検討している論文をレビューの対象とした。 

  



子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

第八期報告書 

 92 

 

 

表 1. 論文の検索条件 

 使用した単語 

研究の種類 review, meta-analysis, longitudinal, experiment 

対象者 preschool, infant, toddler, young child 

独立変数 TV, game, computer game, digital game, video game, computer, home 

computer, ICT, internet, app, computer programming, Raspberry Pi, 

youtube, tablet 

従属変数 academic achievement, academic performance, cognitive skill, problem 

solving, spatial representation, visual attention, cognitive outcome, 

creativity, creative thinking, imagination,  perceptions of reality, social 

skill, social development, social relationship, sedentary behavior, sleep, 

daily rhythm, body fatness, obesity, body mass index, displacement of 

other activities, psychosocial well-being, eye discomfort, dry eye, myopia, 

visual display terminal syndrome 
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3. 肥満への影響 

上述のように、TV や、ビデオやゲームも含めたスクリーン・メディアの視聴が

肥満やそれに関連する要因に及ぼす影響を検討した研究は多数存在する。本稿で

は、メタ分析と縦断研究について紹介する。 

3.1. メタ分析の効果 

Marshall, Biddle, Gorely, Cameron, & Murdey(2004)は、1 時点の調査も含め、0~6 歳

までの子どもの TV/ビデオゲームと肥満との関連を示した研究 4 つ、身体的活動と

の関連を示した研究 3 つをメタ分析した。その結果、未就学児では TV 視聴と肥満

(body fatness)との間に有意な関連は見られず、テレビ視聴と身体的活動との間に有

意な関連が見られた。さらに、Zhang, Wu, Zhou, Lu, & Mao(2015)は、未就学児を対

象にした一時点の横断的研究も含め 7 つの研究をメタ分析したところ、Marshall et 

al.(2004)同様、テレビ視聴と肥満との間に有意な関連は見られなかった。 

3.2. 縦断研究の効果 

3.2.1. 乳児期の視聴が幼児期・児童期の肥満に及ぼす影響 

上述の通り、乳児期のメディア接触の影響を検討する研究は始まったばかりで

あるが、乳児期のメディア接触が肥満に及ぼす影響を検討した研究は、他の領域と

比べると比較的多いように見える。 

乳児期のメディア接触が幼児期の肥満に及ぼす影響を明らかにした研究として、

Fuller-Tyszkiewicz, Skouteris, Hardy, & Halse(2012)のオーストラリアでの縦断調査が挙

げられる。Fuller-Tyszkiewicz et al.(2012)は、0~1 歳児 4727 名に対して、4 回の追跡

調査(各調査時点の平均年齢 2 時点目：2.29 歳、3 時点目：4.25 歳、4 時点目 6.32

歳)を行い、交差遅れモデル(the cross-lagged model)を用いて、TV 視聴と BMI の両

方向的な影響関係を検討した。その結果、影響力は小さいものの、TV 視聴の多さ

が BMI の高さに、また反対に BMI の高さが TV 視聴の多さに及ぼす統計的な有意
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な影響が見られた。また、TV 視聴が食生活(高脂質食物の摂取や高糖度飲み物の摂

取)を高め、そのことが BMI を高めるかどうかを検討したところ、このような媒介

効果は見られなかった。 

一方で、このような TV 接触による肥満への影響は、他の交絡要因(肥満や TV 視

聴に影響する要因)を統制することで消失することも示されている。Lumeng, 

Rahnama, Appugliese, Kaciroti, & Bradley(2006)は、子どもが生後 36 か月(3 歳)時に、

母親に子どもの TV 接触状況などを尋ね、その後 1 年半経った生後 54 か月(4.5 歳)

時に子どもの身体計測を行う追跡調査を行った。その結果、生後 36 か月時に起き

ている時に 2 時間以上 TV と一緒に過ごしている子どもは、生後 54 か月時に過体

重(該当する年齢・性別の BMI 分布において 95 パーセンタイル値を超える)になる

ことを予測した。しかし、子どもの年齢、人種、母親の教育歴、結婚状態、母親の

年齢、36 か月時の BMI の要因の影響を取り除く分析を行ったところ、この因果関

係は消失した。 

同様に、乳児期の TV 視聴が児童期の肥満に及ぼす影響を検討した Fitzpatrick, 

Pagani, & Barnett(2012)においても、交絡要因を統制することで TV 視聴による影響

が消失することが示されている。Fitzpatrick et al.(2012)は、カナダ・ケベック州で、

1997~1998 年に誕生した 2837 名を対象にした長期縦断調査のサンプルの中の、生

後 29 か月(2 歳 5 か月)時の調査に協力した 1314 名の保護者に 1 日当たり TV 視聴

量を尋ねた。その後、53 か月、2 年生の春 4 年生の春(平均月齢 121.83 か月)に追跡

調査を行い、小学 4 年生時の対象者となる子ども胴囲を測定した。母親の BMI、

移民家庭かどうか、母親の教育レベル、小学 2 年生時の子どもの月齢と体重の影響

を取り除いた分析の結果、生後 29 か月時の TV 視聴が小学 4 年生時の胴囲に及ぼ

す有意な影響は見られなかった。 

また、2~12 歳までの追跡調査を実施した O’Brien et al.(2007)では、追跡期間中一

度も過体重になったことがない群と一度でも過体重になったことがある群、もし

くは小学生の間に過体重になったことがある群を比較したところ、生後 36 か月時

の視聴量に差はないことが示されている。 

一方で、乳児期の TV 接触が児童期の肥満や食生活に影響を及ぼすことを示した

研究もある。Pagani, Fitzpatrick, Barnett, & Dubow(2010)は、生後 29 か月と 53 か月

時に週当たりの TV 視聴時間を尋ね、その後、10 歳時の学業成績、心理社会的測

度、健康行動、BMI 等を測定した。子どもの性別、気質に関する問題(保護者評定)、

連続睡眠時間、母親の教育(高卒かどうか)、家族の構成、家族機能、Social Behavior 

Questionnaire の項目(衝動性、情動的苦痛、身体的攻撃)、認知スキル、10 歳時の TV
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視聴の影響を取り除いた分析を行った。その結果、生後 29 カ月時の TV 視聴が、

10 歳時の果物や野菜の摂取量を減らし、清涼飲料水や甘いお菓子の摂取量を増や

し、BMI も増加することが示された。 

以上の結果を概観すると、交絡要因の影響を取り除き、乳児期の TV 接触がその

後の肥満に及ぼす因果関係を明瞭に示す研究は Pagani et al.(2010)の 1 つしかなく、

今後知見の蓄積が望まれる。 

3.2.2 幼児期の視聴が児童期の肥満に及ぼす影響 

幼児期の視聴が児童期の肥満に及ぼす影響を検討する縦断研究は数多く存在す

る。例えば、Peck, Scharf, Conaway, & DeBoer(2015)は、2010 年の秋にアメリカの幼

稚園児(Kindergarten)を対象に調査を行い、同じ対象者に小学校入学後に追跡調査を

行った。ベースライン(幼稚園児)時に肥満や過体重(BMI の分布上で 85～95 パーセ

ントタイルに位置する)でなかった子どもが、1 日に 1 時間以上 2 時間未満 TV を

視聴すること、もしくは、2 時間以上 TV を視聴することは、小学生において過体

重になるリスクを高める一方で、1 時間未満の視聴ではこのような関係は見られな

かった。 

同様に、Chen et al.(2011)は、中国大慶市 424 名の小学 1 年生(5 歳)とその保護者

を対象に調査を行い、さらに 5 年後に追跡調査を行った。子どもの肥満の指標とし

て、身長に対する理想の体重の割合(身長体重比：WHF)を用い、子どもの性別、誕

生時の体重(出生証明書に記載されている)の影響を取り除いた分析で、5 歳時の週

当たりの TV 視聴時間が 10 歳時の身長体重比を予測することを示した。さらに、

この分析で用いられた誕生時の体重の代わりに 5 歳時の身長体重比を投入してそ

の影響を取り除いた同様の分析を行っても、5 歳時の TV 視聴時間が 10 歳時の身

長体重比を予測し、5 歳時の TV 視聴が 10 歳時の肥満傾向を高める可能性が示さ

れた。 

Proctor et al.(2003)は、未就学児(平均年齢 4 歳)の 106 名を、思春期前期(平均年齢

11.1 歳)まで、毎年 TV/ビデオ視聴習慣と、身長、体重、皮下脂肪等を測定する追

跡調査を行った。子どもの年齢、性別、ベースライン時の肥満状況の影響を取り除

く分析を行ったところ、調査期間中一貫して TV 視聴が 1 日 3 時間以上の子ども

(TV 視聴高群)は、他の TV 視聴時間群(低群：1.7 時間未満/中群：1.7 以上 3 時間未

満)と比べ、11 歳時の BMI、三頭筋の皮下脂肪、５か所の皮下脂肪の合計が最も高
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いことが示された。しかし、この分析に親の BMI や、子どもの身体活動、食生活

習慣(総摂取カロリーや、脂質の割合)を制御変数として新たに投入した場合、統計

的に有意な影響が消失した。しかしこれらの変数を投入した分析においても、TV

視聴高群と TV 視聴低群との間には統計的に有意な差が見られ、TV 視聴高群は低

群よりも BMI、三頭筋の皮下脂肪、５か所の皮下脂肪の合計が高かった。 

また幼児期から児童期(小学生)にかけて行われた追跡調査の結果から、どの年齢

を通しても一貫して、TV 視聴が肥満に影響を及ぼすことが示されている(Danner, 

2008; Gable, Chang & Krull, 2007; Miller, 2011)。 

さらに、幼児期のメディア接触が児童期以降の肥満に及ぼす影響を検討した研

究も存在する。Leary, Lawlor, Davey, Brion, & Ness(2015) は、生後 38 か月(3 歳 2 か

月)時の TV 視聴時間、生後 57 か月(4 歳 9 か月)時のコンピュータゲームのプレイ

頻度が、15 歳時の体脂肪量と除脂肪量(脂肪組織を除いた体重量)に及ぼす影響を

検討した。子どもの性別、年齢、15 歳の調査時の月齢、身長、親に関する要因(教

育歴や職業等)、誕生時の体重等の影響を排除した分析を行った結果、生後 38 か月

時に１週間に 4 時間未満の視聴量だった子どもより、5 時間以上視聴していた方

が、また、生後 57 か月時にまったく、もしくは、めったにコンピュータゲームを

プレイしなかった子どもよりも、週に 2～7 回プレイしていた子どもの方が、15 歳

時に体脂肪量が高かった。また、生後 57 か月時にまったく、もしくは、めったに

コンピュータゲームをプレイしなかった子どもよりも、週に 2～7 回プレイしてい

た子どもの方が、15 歳時に除脂肪量が高かったが、TV 視聴の影響は見られなかっ

た。 

以上の研究を概観すると、幼児期のメディア視聴はその後児童期にかけて肥満

に影響する可能性が高いと考えられる。 

3.2.3. メディア接触量以外の要因の影響 

単純なメディア接触量が肥満に及ぼす影響だけでなく、メディアコンテンツや

親のメディアに関するしつけが、肥満に影響することを示す研究も存在する。 

メディアのコンテンツ別の肥満への効果を明らかにしようとした Zimmerman & 

Bell (2010)は、0～12 歳の子どもを対象に 1997 年と 2002 年に縦断調査を実施した。

子どもの性別、年齢、人種/民族、母親の BMI と教育歴の影響を取り除き、1997 年

時に 0～6 歳の子どもを対象にした分析では、商業的 TV 番組(子ども向け・大人向
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けのエンターテイメント番組)の視聴時間が 1 日に 1 時間増加すると、2002 年時に

BMI の Z 得点が 0.11 増加するが、非商業的プログラムの視聴(教育的テレビ番組、

教育的なビデオプログラム、エンターテイメントプログラムのビデオ)ではこのよ

うな関連が見られなかった。また、7～12 歳の子どもに対しても同様の分析を行っ

たがいずれのテレビ番組の視聴も肥満との関連が見られなかった。 

また、親のメディアに関するしつけがメディアによる影響を緩和する可能性が

ある。Tiberio et al.(2014)は、5・7 歳時に子どものメディア接触に母親が制限をかけ

ないことが、7 歳時の BMI の増加や、5～9 歳にかけての BMI の上昇の傾きを急に

することを示した。 

さらに、Gubbels, Kremers, Stafleu, Goldbohm, de Vrices, & Thijs (2012)は、オラン

ダの 5 歳の子どもの食習慣(家族と一緒に食事をするか、食事中 TV がついている

か等)と、様々な活動(身体活動、スクリーンの前に座る座席行動等)を母親に尋ねた。

その結果を用いて主成分分析を行い、子どもたちを 4 つのグループ(TV-軽食群・ス

ポーツ-コンピュータ群・伝統的家庭群・ファストフード群)に分けた。その後、6～

7 歳(平均月齢 77.9 か月)時、7～8 歳(平均月齢 86.2 か月)時に、子どもの BMI を尋

ねる追跡調査を行った。5 歳児の BMI、子どもの性別、誕生時の体重、親の教育水

準、親の労働時間、親が産まれた国、親の BMI の影響を取り除いた分析を行った

結果、4 つのグループ中、5 歳時に TV-軽食群(TV 視聴が多く、間食が多く、TV を

付けながら食事をし、テーブルで食べることが少ない)に該当することは、7～8 歳

時の BMI と過体重(BMI分布の 85 パーセントタイル値以上)を高める可能性を示し

た。また、スポーツ-コンピュータ群は 6~7 歳時の過体重リスクを高めることが示

された。残りの 2 群は、BMI や体重の状況との関連は見られなかった。 

以上の研究から、単純なメディア接触量だけでなく、保護者のメディアに関する

しつけも含めた、家庭でのメディアの使われ方や、メディアの内容が、肥満に影響

を及ぼす可能性が示唆される。 

 

3.3. まとめ 

未就学児のメディア接触が肥満に及ぼす影響に関する研究は数多く存在してお

り、研究が始まったばかりとされている乳児期のメディア接触の影響を扱ったも

のも、比較的多く存在する。しかし、これまでの研究では乳児期のメディア接触が
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肥満に及ぼす因果関係を示す研究は数少ない。一方で、幼児期のメディア接触が肥

満に及ぼす影響に関して、様々な国において行われており、肥満に及ぼす影響は数

多く示されている。さらに、単純なメディア接触量による効果だけではなく、メデ

ィアを家庭でどのように使っているかや、メディアの内容の影響についても考慮

に入れる必要があるだろう。 
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4. 睡眠 

メディア利用が睡眠に及ぼす影響については、子どもから大人までを対象とし

た数多くの研究が実施されている。メディアを利用することで、その時間が直接睡

眠時間に置き換わったり、入眠や睡眠時間、睡眠の質に弊害をもたらしうる精神

的・情動的な覚醒や光への暴露を増やすのではないかと考えられている（Cespedes 

et al, 2014）。この領域では、メディアの利用時間に加え、寝室にメディアがあるこ

とが及ぼす影響についても検討されている。 

スペインで実施された Marinelli et al.,（2014）では、3 つのコホートを用いて 1713

名の子どもの保護者を対象とした縦断調査を実施した。2 つのコホートは子どもが

2 歳と 4 歳のときに、もう 1 つのコホートは 6 歳と 9 歳のときに調査を行い、子ど

もの TV 視聴時間や睡眠時間等に回答した。分析の結果、すべてのコホートにおい

て、1 回目調査で TV 視聴が 1 日あたり 1.5 時間以上だった子どもは睡眠時間が減

少していた。また、1 回目調査時に TV 視聴が 1 日あたり 1.5 時間未満だった子ど

もが 2 回目調査で 1.5 時間以上に増加した場合、睡眠時間が減少していた。逆に、

1.5 時間以上から 1.5 時間未満に TV 視聴時間が減っていた場合、睡眠時間への影

響はみられなかった。なお分析の際には、1 回目調査時の BMI と調査間での BMI

の変化、子どもの性別、保護者の教育レベルの影響が統制されていた。この研究で

は、就学前と学齢期の両時期において、TV 視聴時間の長さは睡眠時間の減少に影

響することが示されたといえる。 

アメリカで実施された Cespedes et al.,（2014）は、6 ヶ月の子ども 1864 名の保護

者に対し、6 ヶ月と 1 歳から 7 歳までの計 8 時点で調査を実施した。1 日あたりの

TV 視聴時間（ビデオ視聴を含む）や寝室の TV の有無（4～7 歳時点のみ）、睡眠

時間等を尋ねた。分析では、年齢、人種／民族、性別、教育、世帯収入の影響が統

制された。分析の結果、1 日 1 時間 TV 視聴が増えると睡眠時間は 7 分減少した。

この影響は、子どもの年齢や性別、人種／民族によって差はなかった。しかし、寝

室に TV があることの影響は、人種／民族によって異なっていた。マイノリティ集

団の子どもの場合、寝室に TV があることは睡眠時間が 32 分短くなることと関連

していた。TV 視聴時間を統制しても、この影響に変化はなかった。一方、非ヒス

パニックの白人の子どもの場合、寝室の TV は睡眠時間を 12 分短くしていたが、

TV 視聴時間を統制すると、この影響は消失した。寝室の TV の影響は、年齢や性

別によって差はなかった。また、TV 視聴時間の個人内の変化と睡眠時間との関連

を分析したところ、性別によって影響が異なることが示された。男子の場合、TV
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視聴時間が 1 時間増えると、睡眠時間は 4 分減っていた。しかし、女子の場合、

TV 視聴時間の変化は睡眠に影響しなかった。また、寝室の TV の有無に関する変

化は睡眠には影響しなかった。以上のことから、TV 視聴時間の長さは睡眠時間を

減少させることや、このような影響は人種／民族や性別によって異なることが示

された。特に男子とマイノリティの子どもは影響を受けやすいといえる。結果の解

釈にあたり、筆者らは、TV 視聴や内容のパターンが異なることが関連しているの

ではないかと議論している。例えば、就寝前の TV 視聴は注意を喚起し、結果とし

て入眠が遅れるかもしれない。また、暴力的な内容に接することで入眠が遅れたり

妨げられたりする可能性がある。ただし、この解釈において引用された研究

（Garrison, Liekweg, & Christakis, 2011）は、1 度の調査から変数間の関係を検討し

ており、因果関係が示されたわけではない点に注意が必要である。 

タイで実施された Vijakkhana, Wilaisakditipakorn, Ruedeekhajorn, Pruksananonda & 

Chonchaiya（2015）は、6 ヶ月の乳児の保護者 208 名に対し、6 ヶ月と 12 ヶ月の 2

時点で調査を行った。夜間の睡眠時間やスクリーン・メディアの利用等を尋ねた。

この研究では夜間のメディア利用に焦点を当て、少なくとも 1 時点で夜 7 時以降

に子どもがスクリーン・メディアを使用していた家庭を対象に、家庭にある電子メ

ディア（TV、DVD/ビデオ、コンピュータ、タブレット、携帯電話）の利用につい

て、日誌を用いたインタビューを行った。分析では、暦年齢、ジェンダー、共睡眠

の状況（保護者と同じベッドで眠るか）、母親の教育年数、両親の収入の影響が統

制された。分析の結果、6 ヶ月での夜のスクリーン・メディア利用は 12 ヶ月での

夜間の睡眠時間には関連していなかったが、6 ヶ月から 12 ヶ月での利用のパター

ンは 12 ヶ月での夜間の睡眠時間に関連することが示された。具体的には、夜のス

クリーン・メディア利用のパターンを「両時点とも 7 時前に利用」「1 時点は 7 時

前、もう 1 時点は 7 時以降に利用」「両時点とも 7 時以降に利用」の 3 群に分け、

12 ヶ月での夜間の睡眠時間を比較した。その結果、6 ヶ月でも 12 ヶ月でも夜 7 時

以降にメディアを利用していた子どもは、平日・休日共に、他の 2 群に比べて有意

に夜間の睡眠時間が短いことが示された。この結果の解釈として、夜のスクリー

ン・メディア利用は就寝前や入眠時の両方に置き換わる効果を持っており、夜にこ

れらのメディアを利用しない子どもに比べて夜間の睡眠時間が短くなるのではな

いか、また就寝時間近くにスクリーン・メディアに接することは、乳児とって非常

に刺激的であり、眠りの開始を遅らせ、最終的に夜間の睡眠時間を減少させるので

はないかと考察された。結論として、この年齢の乳児にとって良い睡眠衛生や最適

な睡眠を促進するためには、夜 7 時以降のスクリーン・メディアへの接触は避ける
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べきであるとまとめられている。 

オーストラリアで 3427 名の子どもを対象に、4 歳、6 歳、8 歳の 3 時点で調査を

実施した Magee, Lee & Vella（2014）では、メディア利用と睡眠との間には双方向

の因果関係があることを明らかにした。この研究では、TV 視聴量（ビデオや映画

も含む）とコンピュータ利用量（コンピュータゲームを含む）を尋ね、両者を合わ

せてメディア利用の指標とした。分析では、子どもの性別、肥満の状態、睡眠に関

する問題、世帯収入、母親の教育の影響を統制した。分析の結果、4 歳でのメディ

ア利用（テレビ視聴及びメディア利用全体）は 6 歳での睡眠時間に対して負の影響

を及ぼすことが示された。6 歳から 8 歳でも同様の影響がみられた。コンピュータ

利用ではそのような影響はみられなかった。また、逆方向の影響関係として、4 歳

での睡眠時間は 6 歳でのメディア利用（テレビ視聴、コンピュータ利用、メディア

利用全体）に負の影響を及ぼすことが示された。6 歳から 8 歳でも同様の影響がみ

られた。メディア利用が睡眠に及ぼす悪影響については、置き換え仮説（スクリー

ンに接する時間と睡眠時間が直接置き換えられたり、睡眠を助ける身体的活動の

ような別の活動が置き換えられたりするため）や、人工的な光に曝されることで概

日リズム（体内時計）が影響を受け、睡眠時間を短くするのではないかと考察され

た。また、睡眠がメディア利用に及ぼす影響については、睡眠時間の短さは疲労や

倦怠感を促し、よりアクティブな行動への動機づけを減らし、徐々に、TV 視聴や

コンピュータ利用のような座って行う活動につながるのではないかと考察された。

結論として、メディア利用と睡眠時間は子どもにとって相互に影響し合う問題で

あることが指摘された。 

これらの 4 つの研究はいずれも縦断調査であるが、Garrison & Christakis（2012）

は健全なメディア利用に関する介入の効果を検討する実験を行っている。この介

入は 3～5 歳の子どもをもつ家庭を対象に実施された。主に TV とビデオに焦点を

当て、あらかじめ訓練を受けたケースマネージャーが、暴力的なコンテンツや年齢

に不適切なコンテンツを教育的・向社会的なものに置き換えられるように保護者

をサポートした。はじめは家庭を訪問し、12 ヶ月間メールや電話でフォローして

いった。介入を受けた 276 名と対照群となる 289 名を比較したところ、介入は睡

眠にポジティブな効果を示し、介入群の子どもは有意に睡眠問題の得点が低かっ

た。介入前の時点での睡眠の問題や性別、所得の低さ、寝室の TV の存在、夜間の

メディア利用レベルの高さ、行動上の問題による介入効果の違いはみられなかっ

たが、介入前に暴力的なコンテンツに接するレベルが高かった子どもの方が効果

が増す傾向がみられた。これらの結果から、メディア利用と睡眠の問題には因果関
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係があり、健康的なメディア利用を選択することは、子どもの睡眠の問題を治療し

たり予防したりする上で有益な方略となりうる可能性が示唆された。 

4.1. まとめ 

就学前の子どもを対象にメディア利用と睡眠との因果関係を検討した研究は、

数としては多くはないものの、ある程度一貫した結果が得られているようである。

両者には双方向の因果関係があり、「メディア利用が増加すると睡眠時間が減少す

る」関係や、「睡眠時間が減少するとメディア使用が増加する」関係が示された。

また、寝室にメディアが存在することも、睡眠時間の短縮と関連していた。このよ

うな影響は、6 ヶ月の乳児から学齢期まで共通してみられていた。また、夜間のメ

ディア利用やコンテンツの選択に対する示唆も得られていた。 
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5. 視力・視機能 

2016 年に行われた、子どもたちのインターネット利用について考える研究会（子

どもネット研）による「未就学児の生活習慣とインターネット利用に関する保護者

意識調査」において、「情報通信機器を使う上で気にしていること」としてもっと

も回答が多かったのは「目が悪くなることや、視力発達への悪影響」であった。こ

のような保護者の懸念に対し、研究領域では、小学生以上の子どもを対象とした研

究は行われているものの、就学前の子どもを対象とした研究はほとんど行われて

いない。子どものメディア利用に関する米国小児科学会の提言（American Academy 

of Pediatrics, 2016）においても、視力や視機能については言及されていない。その

背景として、視覚システムが発達過程にあることが挙げられる。 

例えば、近年、映画館や TV、モバイルゲーム機器などの様々なメディアで視聴

が可能となった 3D 映像について、フランス食品環境労働衛生安全庁（ANSES）は、

6 歳未満の子どもには 3D コンテンツへのアクセスは避け、13 歳までの子どもは度

を越さないように使用することを提言した（ANSES, 2014）。これに対し、おとなも

子どもも短期的な眼の不快感は生じうるものの、それ以外には 3D コンテンツを視

聴することの悪影響を示すエビデンスはないというコメントが出されている

（Banks, 2014）。アメリカ眼科学会も、3D 製品が子どもの眼や視覚の発達、健康、

機能に及ぼす短期的・長期的影響に関する結論的な研究はないと述べている

（American academy of ophthalmology, 2013）。その後の ANSES の追記では、科学的

データが不足しており、視覚システムが成熟に達する年齢を決定することは難し

いことを指摘し、子どもが 3D 機器を使用することの健康リスクについて結論を出

すことはできないと述べている。 

Parihar, Jain, Chaturvedi, Kaushik, Jain, & Parihar（2016）のレビューでは、子ども

のコンピュータ視覚症候群（computer vision syndrome）を予防するポイントがまと

められている。具体的な対象年齢は明記されておらず、就学前の子どもよりも年長

の子どもを対象にしているように見受けられるが、参考までに以下に記載する。 

 

1）屈折異常または輻湊不全を早期に検出したり、適切な屈折矯正や視能矯正の

訓練を受けたりするために、必要に応じて年に 1 度は眼検査を行う。 

2）1 時間のコンピュータ作業に 10 分の休憩をとる。ドライアイによる眼の炎症

は、潤滑点眼薬を使うことで対処できるかもしれない。 
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3）コンピュータの位置は子どもの高さに合わせる。大人用の PC 机は子ども用

に調節できるようにしなければならない。 

4）グレア（不快感や見えづらさを生じさせるようなまぶしさ）を防ぐために、

部屋やコンピュータ画面の明るさの状態を確認する。 
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6. 社会性に及ぼす影響 

6.1. 実験研究による効果 

Thakkar, Garrison, & Christakis (2006)の TV 視聴の効果を検討する乳幼児を対象に

した実験のレビューによると、TV 視聴によって、向社会的行動や攻撃性を高める

ことを示した実験研究は数少ない。TV 視聴が向社会的行動を高める実験研究とし

て紹介された 4 つの研究中 Friedrich & Stein(1973)のみで教育番組視聴条件(ミスタ

ーロジャーズ)に割り当てられた社会的経済的地位が低い子どもが、暴力アニメ(バ

ットマン・スーパーマン)や中立的な映像を視聴した条件の子どもよりも、向社会

的な対人行動の増加が見られた。しかし、この効果は番組視聴を視聴している 4 週

間のみの効果であり、視聴期間後にはこのような差は見られなかった。また、高社

会経済的地位の子どもたちではいずれの期間においても条件間の差は見られなか

った。また、6 つの攻撃行動への影響を検討する実験研究を紹介しているが、その

うち 2 つの実験研究において、TV 視聴が攻撃性に及ぼす影響が示されている。

Steuer, Applefield, & Smith(1971)は 3～8 歳の子ども 10 名のうち、半分の 5 名に 10

分間の攻撃的な番組を、残りの 5 名には非暴力的な番組を毎日 11 日間見せた。そ

の結果、暴力番組を見た子どもは非暴力的な番組を見た子供よりも、攻撃行動が高

まった。また、Friedrich & Stein(1973)では、最初の対人攻撃性が平均より高い子ど

ものうち、攻撃的な番組を見た子どもは、中立的な番組を見た子どもたちよりも、

高い対人攻撃性を示した。一方で、最初から攻撃性の低い子どもにはこのような効

果は見られなかった。以上の研究から、暴力番組視聴による影響を示す研究がある

一方で、その効果は限定的であるように見える。 

暴力コンテンツの悪影響が懸念される中、不適切なメディアへの接触を減らそ

うとする介入の効果を明らかにしようとする研究が行われている。Christakis et 

al.(2013)は、3～5 歳の保護者 565 人を対象に、メディア習慣への介入(Media diet 

intervention；スクリーン時間の合計は減らさず、暴力的番組・年齢に不適切な番組

を、質の高い年齢の高い向社会的・教育的番組に変える取り組み)を行った。対象

者を介入群と統制群に分け、介入群の参加者に対して、ケースマネージャーが家庭

訪問をし、郵便と電話で 12 カ月間フォローアップを行った。具体的には、月 1 回

推奨番組の番組表、5～10 分の DVD クリップを送付し、電話で進捗状況を確認し
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た。介入 6 か月後、介入群は統制群より、social competence behavior evaluation SCBE

得点(内在化行動：不安・抑うつ・引っ込み思案／外在化行動：怒り、攻撃性の両

タイプが含まれる)が改善した。 

このように実験的な研究では、知見が一貫しておらず TV 視聴が社会性(向社会

的行動や攻撃性)に及ぼす影響は不明瞭である。そこで、次節では、縦断研究の研

究知見から TV 視聴が主に攻撃性に及ぼす影響について検討する。 

6.2. 縦断研究による乳幼児期のメディア接触が幼児期の攻撃

性に及ぼす影響の検討 

乳幼児期のメディア接触が幼児期の攻撃性に及ぼす影響を検討した縦断研究は

複数存在する。Tomopoulos et al.(2007)は、アメリカのラテン系の乳児を対象に生後

21 か月時と 33 か月時に縦断調査を行った。調査の両時点で 24 時間視聴日誌の記

入を、33 時点時に 1 歳半から 5 歳児向け子どもの行動チェックリスト(Child 

Behavior Checklist; CBCL)を用いた評定を保護者に求めた。母親の教育暦、出身国、

抑うつ症状、母親が感じる子どもの気質、保護者教育への参加を統制しても、21 か

月時の子ども向け非教育番組の視聴が 33 か月時の反抗挑戦的問題得点(不服従、反

抗、挑戦的行動)と攻撃行動得点を高め、21 か月時の TV 全体の視聴量が、33 か月

時の外在化問題(臨床的に重要だと思う CMCL の項目の合計点が 64 点以上か)得点

を高めることが示された。しかし、ベースラインとなる 21 か月時の攻撃性に関す

る変数は統制されておらず、もともとの攻撃性の高さによる影響が排除されてい

ないという問題点がある。 

Tomopoulos et al.(2007)と近い月齢の子どもを対象に、子どものもともと持ってい

る攻撃性の影響を取り除いて、同様の縦断調査を行った縦断研究がある。Verlinden 

et al.(2012)は、オランダの乳児を対象に、子どもの行動チェックリスト (Child 

Behavior Checklist; CBCL)を用いて生後 18 か月時と 36 か月時に外在化問題を測定

し、24 か月時と 36 か月時に TV 視聴時間、内容、接触のパターンを測定した。子

どもの性別、年齢、出身国、保育施設の利用の有無、両親の年齢、教育歴、月収、

母親の心理的障害の症状、養育ストレス、出産経歴、生後 18 か月時の外在化問題

の影響を取り除き、分析を行ったところ、生後 24 か月時の 1 時間以上の TV 接触

がもしくは子どもに不適切な番組視聴は、36 か月時の外在化問題と関連がないこ

とが示された。 
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一方で、子どもの本来の攻撃性の影響を取り除いても、単純な TV 視聴量ではな

く、TV コンテンツ別に接触量を測定した場合には、攻撃性に影響があることを示

した研究もある。Ostrov, Gentile, & Crick(2006)は、調査開始時平均月齢 47 か月(3 歳

9 か月)の子どもを 2 年間、4 か月間隔を空けて 4 回の追跡調査を実施した。2 時点

目の調査において保護者に、子どもが好きな TV 番組・映画・ビデオを 3 つ挙げて

もらい、それぞれをどのくらい見ているか、その内容はそれぞれどのくらい暴力的

か、どのくらい教育的かを評定してもらった。3 番組の視聴頻度と暴力評定もしく

は教育評定との積を、暴力コンテンツ・教育コンテンツの視聴の指標とした。子ど

もがもともと持っている攻撃性・向社会性の影響を排除するため、2 時点目におい

て、子どもの行動を 10 分間観察し、子どもの行動を攻撃行動と向社会的行動を分

類した。2 時点目の観察時の言語的攻撃を組み込んだ分析の結果、2 時点目の暴力

的コンテンツの視聴は 3 時点目の言語的攻撃の増加を予測した。一方、2 時点目の

身体的攻撃を組み込んだ分析を行ったところ教育的コンテンツの視聴は 3 時点目

での身体的攻撃を減らすこととの関連を示した。 

以上の研究知見から、乳児のメディア接触が攻撃性に及ぼす影響は、子どもがメ

ディア接触以前から持っている攻撃性の影響を取り除いた場合、単純な TV 視聴

量では攻撃性への影響が見られないが、コンテンツ別の視聴量による影響が見ら

れる可能性が示された。したがって、乳児が視聴するコンテンツの内容によって、

乳幼児の攻撃性に及ぼす影響が異なることが考えられる。 

6.3. 縦断研究による幼児期のメディア接触が児童期以降の攻

撃性に及ぼす影響の検討 

前節において、乳幼児期のメディア接触が幼児期の攻撃性に及ぼす影響を検討

する縦断研究では知見が一貫していなかったが、児童期の攻撃性に及ぼす影響は

一貫して見られる。 

Zimmerman, Glew, Christakis, & Katon(2005) は、4 歳時の認知活性、情動的サポー

ト、テレビ視聴を測定し、その後この子どもたちが、6～11 歳時にいじめをしたか

どうかを測定した。親の収入、親の教育暦、子の年齢、性別、人種/民族の影響を除

いて分析したところ、4 歳時の 1 日の TV 視聴時間の多さが、6～11 歳のいじめの

加害経験を統計的に有意に予測した。しかしこの分析では、子どもの幼児期の攻撃

性の影響が取り除かれていない。 
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幼児期の攻撃性の影響を取り除いた研究として、Fitzpatrick, Barnett, & Pagani(2012)

が、カナダ・ケベック州で 1997~1998 年に誕生したサンプルを対象にした縦断調

査が挙げられる。Fitzpatrick et al.(2012)は、ベースラインの測定として生後 41 か月、

53 か月時に、その後の追跡調査を小 2 の春(生後 97 か月)に実施した。小 2 の時心

理社会的適応を教師が Social Behavior Questionaire(SBQ)を使って評定された。SBQ

は反社会的行動を測定する 6 項目（危険な行動をする、他者の気持ちを考慮しない

ように見える、約束を守らない等）、不注意を測定する 3 項目(簡単に気が散る、集

中できない等)、情動的苦痛 Emotional distress を測定する 5 項目（不幸せそうに見

える、悲しそうに見える、疲れてエネルギーがない等）から構成されている。また、

幼児期に、暴力が多く含まれている映画やテレビを子どもが見た頻度を保護者に

尋ねた。乳児の時の母子のコミュニケーションの観察により測定された母親の養

育状況(子どもへの関与と敵意的な養育)、親の過去の反社会的行動、母親の教育(高

卒か)、家族形態(2 人親か 1 人親か)、子どもの認知能力、衝動性、身体的攻撃等の

影響を取り除いた分析を実施したところ、保護者が幼児期に１度でも暴力的な内

容のメディアに接したと回答した保護者の子どもは、小 2 時に反社会的行動、不注

意、情動的苦痛に関する得点が高くなることが示された。 

Fitzpatrick et al.(2012)同様に暴力的コンテンツの影響を明らかにしようと、

Christakis & Zimmerman(2007)は、1997 年に 2～5 歳の子どもを対象に調査を行い、

その 5 年後、7～9 歳になった同じ子供を対象に追跡調査を実施した。だます、後

悔を感じない、学校で従順でない、先生とトラブルを起こす等の項目が含まれる

Behavioral Problem Index(BPI)を用いて、保護者が子供の反社会的行動を評定した。

子どもの人種・民族、性別、年齢、両親の教育暦、家庭に両親がいるか、母親の抑

うつ、家庭の機能、ベースライン時の BPI(反社会的行動)、家庭内での体罰、親の

子育てに対する対処法の影響を取り除いて分析したところ、男児のみで、乳幼児期

の暴力的エンターテイメント番組(暴力描写があり教育的でないもの。例えばスパ

イダーマン、スターウォーズ等)の平均的な 1 日の視聴時間が多いほど、児童期の

反社会的行動得点が高くなることが示された。しかし、この影響関係は女児では見

られなかった。また、乳幼児期の教育番組(セサミストリート等)、非暴力的なエン

ターテイメント番組(トイストーリー等)の視聴時間が児童期の反社会的行動得点

に及ぼす影響は男児でも女児でも見られなかった。 

幼児期の TV 視聴が児童期以降の攻撃性にも影響を及ぼすことを示した研究が

ある。Anderson et al.(2001)は、4.5～5.5 歳の子どもを追跡調査し、高校生の時に再

度調査を行った。親の教育暦、対象者の誕生順の影響力を取り除いた分析を行った
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ところ、男子では 5 歳児に子ども向け情報番組(“キャプテンカンガルー Captain 

Kangaroo”等、子どもに教育的または向社会的内容を伝え王とする意図を含む子ど

も向け番組)を多く見た子どもは、高校生時の攻撃性が低いことが示された一方、

暴力番組やその他の番組(娯楽番組、ニュース、スポーツ番組等の幼児期の視聴が

思春期の攻撃性に及ぼす統計的に有意な関係性は見られなかった。また、女子では

5 歳時の暴力番組(子ども向けアニメや、大人向けアクションアドベンチャーなど

暴力描写が含まれる番組)の視聴が高校生時の攻撃性に及ぼす影響が見られたもの

の、子ども向け情報番組や、その他の番組の視聴の影響は見られなかった。また、

男女合わせた分析において、幼児期の暴力番組が思春期の攻撃性を高める影響を

強める変数として、幼児期の TV への関心の強さ(Television Focus; TV について話

したり質問したりする頻度、TV の登場人物やテーマを遊びに取り入れる、TV の

内容を日常生活に取り入れる)があることが示されている。幼児期に TV への関心

が強いもしくは中程度である子どもが、暴力番組を 5 歳児に多く見ることが、高校

生時の攻撃性を高めることが示された。 

6.4. TV 視聴が精神的健康や人間関係に及ぼす影響 

攻撃性だけでなく、メディアが情動的な問題等の精神的健康に関連する要因や、

クラスへの関与度やいじめの被害体験等人間関係に及ぼす影響を検討する研究が

行われている。 

乳児期(1 歳半時)の TV 視聴がその１年後のこどもの社会性に及ぼす影響を検討

した研究として、Cheng, Maeda, Yoichi, Yamagata, & Tomiwa(2010)の縦断調査が挙

げられる。Cheng et al.(2010)は、子どもの「強さと困難さアンケート(Strengths and 

Difficulties Questionnaire ; SDQ)」を用いて、乳児期初期(1歳半時)の TV 視聴が、そ

の１年後の子どもの困難さ(difficulty)や強み(strength)に影響を及ぼすか検討した。

日本の 479 名の保護者を対象に、子どもが生後 4、9、18、30 カ月時に調査を行い、

本論文では、9 カ月と 30 カ月のデータを用いて分析が行われ、分析対象者は 302

名であった。子どもの誕生時の体重、在胎齢、子どもの性別、家族の中の子どもの

数、母の教育レベル(高卒以上か)、家族の年収、母親の認知能力の影響力を取り除

いた上で分析を行ったところ、生後 18か月時の TV 視聴量は、30 カ月時の SDQ の

下位尺度である向社会性(例えば、他人の心情をよく気づかう、他の子どもたちと

よく分け合うなどの項目から測定される)とは関連しないことが示されている。 
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乳児期の TV 視聴が幼児期の情動的反応に影響することを示した研究として、

Mistry, Minkovitz, Strobino, & Borzekowski (2007)がある。Mistry et al.(2007)は、生後

30～33 か月と 5.5 歳時を対象に 2 時点の縦断調査を行った。その結果、母親の教

育歴、子どもの誕生時の母親の年齢、母親の人種、母親の民族、収入、母親の婚姻

状況、母親の雇用状態、子どもの性別、母親の抑うつ症状、親の関与等の影響を取

り除いた分析を行ったところ、30～33 か月時に 2 時間以上の TV 視聴は 5 歳半時

の情動的反応(emotionally reactive：Child Behavior Check List(CBCL)で測定)と関連す

るものの、社会的スキルとは関連ないことを示した。 

同様の方向の影響力を示した研究として行われた Hinkley et al.(2014)によるヨー

ロッパ 8 か国の 2～6 歳を対象に 2 時点の縦断調査がある。1 時点目の調査は、2007

年 9 月～2008 年 6 月に、その 24 か月後、2 時点目の調査を 2009 年 11 月～2010 年

3 月に実施した。親の教育レベル、収入、雇用状況、社会福祉への依存度、移民家

庭かどうか、子どもの体重、身長 BMI、1 時点目の従属変数(メディア接触によっ

て影響を与えられうる変数)の影響を取り除いた分析を行った。その結果、平日の

電子ゲーム(e-game)・コンピュータ使用が女児の情動問題リスクを高めること、ま

た、平日の TV 視聴時間が増えると、女児も、男児も家庭の機能不全得点(親とう

まくいっていない、家の居心地が悪いといった項目で測定)が高まることが示され

た。加えて、週末の TV 視聴は女児の家庭機能不全得点を高めた。 

さらに、乳児期のメディア接触が、幼児期だけでなく児童期の人間関係にまで影

響を及ぼす可能性が示されている。上述の Fitzpatrick et al.(2012)においても、乳児

期の暴力的コンテンツの接触が児童期の精神的苦痛を予測することが示されてい

る。加えて、乳児期のメディア接触が児童期の人間関係に影響を及ぼす可能性を

Pagani et al.(2010)が示している。生後 29 か月と 53 か月時に週当たりの TV 視聴時

間を尋ね、その後、10 歳時の学業成績、心理社会的測度、健康行動、BMI を測定

した。子どもの性別、気質に関する問題(保護者評定)、連続睡眠時間、母親の教育

(高卒かどうか)、家族の構成、家族機能、Social Behavior Quentionaire の項目(衝動

性、情動的苦痛、身体的攻撃)、認知スキル、10 歳時の TV 視聴の影響を取り除い

た分析の結果、乳児期のTV視聴が、10歳時の教室への関与度(classroom engagement)

を低めること、クラスメイトから被害を受ける経験を高めることが示された。 

以上の研究成果から、乳幼児期のメディア接触が、その後児童期の精神的健康や、

人間関係に悪影響を及ぼすことが複数の研究で示されている。一方で、なぜ、乳幼

児期のメディア接触がこのような影響を及ぼすのか、影響過程については実証的

に明らかにされておらず、今後研究を重ねる必要があると考えられる。 
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6.5. その他社会性に関する要因への影響 

Mares & Pan(2013)は、メタ分析により、セサミストリートへの接触の肯定的な効果

が、様々な領域で見られたことを示した。読み書き・数の理解等の学力に関連する事柄

だけでなく、社会性と関連する要因として、健康や安全に関する知識、自分とは人種/

民族が異なる外集団に対する態度の改善も示されている。 

ゲームのプレイによって子どものジェンダーにとらわれない職業に対する態度

や考えを抱かせることができるかを検討した研究もある。Coyle & Liben(2016)は、

生後 48~78 か月の女児 62 名(平均 4.5 歳)を対象に実験を行った。参加者はゲーム

に登場する女性キャラクター(女性らしいキャラクターかどうか)が様々な職業(伝

統的に女性の仕事・男性の仕事とされている職業、新しい職業) についているゲー

ムをプレイした。その後の職業への関心や遊びの内容を測定した。その結果、ゲー

ムの効果は職業への関心では見られなかった。しかし、ジェンダースキーマを用い

て世界をとらえやすいかどうかの個人差である Gender Salience Filter(GSF)がもと

もと高い女児で、女性らしいキャラクターでゲームをプレイした後、遊びの中で女

性らしい活動が強まったことが示された。 

6.6. まとめ 

乳幼児期のメディア接触が社会性に及ぼす影響を検討した研究の中で、攻撃性

や精神的健康を悪化させる要因を扱ったものが多く、向社会性を扱ったものは数

少ない。 

乳児のメディア接触が攻撃性に及ぼす影響を検討した研究から、全般的なメデ

ィア接触量ではなく、暴力的コンテンツ視聴が攻撃性に影響を及ぼす可能性が示

された。幼児のメディア接触を扱った研究では、一貫して攻撃性への悪影響が示さ

れているが、いずれも暴力的コンテンツ視聴の効果を扱っている。 

さらに、乳幼児期のメディア接触が、その後児童期の精神的健康や、人間関係に

悪影響を及ぼすことが複数の研究で示されているものの、その影響過程について

は不明瞭である。 
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7. 認知能力 

認知能力とは思考する力や知識の豊かさを指し（井堀, 2003）、言語や数の理解、

学力、思考能力、空間知覚能力などが含まれる。メディア利用が認知能力に及ぼす

影響は、一般には悪影響を懸念する形で関心が寄せられてきた。この領域では、小

学生以上の子どもを対象とした研究を中心に知見が蓄積されており、メディアの

利用時間の長さが及ぼす影響を検討する研究と、特定のコンテンツ（教育コンテン

ツや暴力コンテンツなど）を使用することの影響を検討する研究とに大別される。

就学前の子どもを対象とした研究では、コンテンツの対象年齢に着目した研究も

行われており、例えば Sesame Street などの幼児向け教育番組の影響や、大人向け

の番組を視聴することの影響などが検討されている。また、特定の教育用 PC ソフ

トやアプリケーションの効果を検討する研究なども行われている。本節では、研究

数の多い TV を中心に、影響研究をレビューしていく。 

Anderson et al.(2001)は、TV 視聴と学力との関係をレビューする中で、影響に関

する複数の仮説を紹介している。まず TV 視聴全般の影響として、置き換え仮説

（time displacement）や注意仮説（attention hypothesis）、言語不足仮説（language deficit 

hypothesis）、娯楽・心的労力仮説（entertainment and mental effort hypothesis）がある。

置き換え仮説は、TV を視聴することで、読書や宿題などの学校に関連する活動の

時間が減ってしまうと考えるものである。また注意仮説は、TV は視覚的に速いペ

ースで進むため、子どもの注意持続時間が短くなり、学業成績を悪くしたり読書の

ような持続的な活動の時間を減らすのではないかと考えるものである。言語不足

仮説では、TV は行動や対話に対する不注意を引き起こし、子どもの言語発達を遅

らせたり読字能力を低下させたりするのではないかと考えられている。娯楽・心的

労力仮説では、TV はわかりやすく面白いものであるために、比較的心的労力を必

要としない、簡単で努力を要しない活動を好むようにすると考えられている。また、

番組の内容に基づく仮説として、早期学習仮説（early learning hypothesis）と暴力視

聴仮説（violence viewing hypothesis）がある。前者は、子ども向け教育番組の視聴

を通してその内容を学ぶと考えるものであり、ポジティブな影響を想定している。
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一方後者では、暴力的な番組を視聴することで生じた攻撃的な感情が、学力にネガ

ティブな影響を及ぼすと考えている。これらは TV 視聴の影響を検討する文脈でう

まれた仮説であり、一部批判的な見方もあるが（例えば Neuman（1991）は置き換

え仮説に対し、TV 視聴はラジオやマンガを読むことなどの類似の行動に置き換え

られることもあり、TV視聴によって知的活動が減るとは限らないと述べている）、

その他のメディアの影響を考える上でも援用できる部分もあると考えられる。 

Carson et al.（2015）は、5 歳までの子どもを対象に、TV 視聴を中心とした座り

行動と認知発達との関係を検討した 37 の研究をレビューしている。ここには、TV

視聴時間を扱う 24 の研究に加え、ビデオ視聴時間やコンピュータ利用の頻度、TV

とビデオ/DVD、ゲームを含めた全体的なスクリーン・メディアの利用時間、読書

の時間などが含まれている。また、大人向け番組や子ども向け番組などの特定のコ

ンテンツに焦点を当てた研究も含まれる。認知能力としては、言語（例：語彙）、

数的認知（例：数学の成績）、概念（例：就学前準備）、視覚認知（例：空間的推論）、

記憶（例：短期記憶）、全般的な認知（例：学業成績、IQ、認知能力）等多岐にわ

たっている。本論文では、このような研究内容の多様性からメタ分析は困難である

との理由で統計的な指標の統一は行われていない。また、因果関係の検討が可能な

縦断調査と実験以外の研究（1 時点での調査による相関研究）も含まれているが、

この領域の全体的な傾向をつかむことができるといえる。座り行動の内容ごとに

集計すると、スクリーン・メディア、読書、子ども向け TV 番組、大人向け TV 番

組の利用に関して、それぞれ 38％、0％、8％、25％の研究で認知発達とのネガテ

ィブな関連がみられた。また、それぞれ 6％、60％、15％、3％の研究ではポジテ

ィブな関連がみられた。全般的なメディア利用と特定のコンテンツとでは影響が

異なること、また読書とスクリーン・メディアでも影響が異なることが示唆された。 

7.1. メディア利用時間の影響 

ここでは、メディアの利用時間に焦点を当てた縦断研究を概観する。Zimmerman 

& Christakis（2005）は、3 歳以前と 3～5 歳のときの TV 視聴時間が 6 歳と 7 歳で

の認知得点に及ぼす影響について、いくつかの認知発達の尺度を用いて検討した。

両親の認知的な刺激（定期購読している雑誌・新聞の数）、母親の教育や IQ、子ど

もの人種／民族、親の母語の影響を統制して分析したところ、3 歳以前の平均 TV

視聴時間は様々な認知得点（算数、文章理解）にネガティブな影響を及ぼしていた。
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一方、3～5 歳の TV 視聴時間は、単語の発音に関する尺度得点にポジティブな影

響がみられた。Pagani, Fitzpatrick & Barnett（2013）では、カナダの子ども 1997 名

を対象に、29 ヶ月のときの TV 視聴時間（DVD やビデオを含む）が 65 ヶ月のとき

の語彙や数的知識などに及ぼす影響を検討した。分析では、母親の教育や認知的刺

激（子どもと本を読んだり、クレヨンで遊ぶなど）、気質、家族の機能不全を統制

した。その結果、29 ヶ月での TV 視聴時間が長いほど、65 ヶ月での語彙や数的知

識の得点が低いというネガティブな影響がみられた。Pagani et al.(2010)では、29 ヶ

月と 53 ヶ月での TV 視聴時間が 4 年生（10 歳）での学業成績に及ぼす影響を検討

した。性別や気質、認知能力、睡眠時間、母親の教育等の影響を統制した上で分析

したところ、29 ヶ月での TV 視聴時間が算数の成績にネガティブな影響をもたら

していた。読みの能力には影響していなかった。また、いずれの観点も、29 ヶ月

から 53 ヶ月の TV 視聴時間の変化は影響していなかった。Zimmerman et al.,(2009)

では、2～24 ヶ月のときの TV 視聴時間が 18 ヶ月後の言語発達得点に及ぼす影響

を検討した。大人と子どもの会話（大人の発話単語数、会話のターン数）、子ども

の年齢、性別、人種／民族、両親の教育、世帯収入の影響を統制すると、TV 視聴

の影響はみられなかった。Schmidt, Rich, Rifas-Shiman, Oken & Taveras（2009）は、

6 カ月のときと 1 歳から 3 歳の 4 時点で調査を行い、TV 視聴（ビデオも含む）が

言語能力に及ぼす影響を検討した。母親の年齢、収入、教育、言語得点、婚姻状況、

子どもの年齢、性別、人種/民族、授乳期間、子供の誕生時の体重、平均睡眠時間、

母語の影響を統制して分析したところ、乳児期の TV 視聴の影響はみられなかっ

た。 

このように、TV 視聴時間（DVD やビデオを含む）については、ネガティブな影

響を示す研究もあれば、影響がみられない研究もあり、結果が混在している状態で

ある。認知能力の測定において様々な指標が用いられていることや、分析の際に影

響を統制する変数も研究によって異なることなどが関係している可能性が考えら

れる。 

7.2. コンテンツの影響 

ここでは、番組のコンテンツに焦点を当てた研究を概観する。Wright et al.（2001）

では、低・中所得の家庭を対象に 3 年間の間隔で縦断調査を行っている。2 歳から

5 歳と 4 歳から 7 歳の 2 つのコホートを対象としており、TV 視聴と読み、数、語
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彙、就学準備（色や形、数、文字、空間、大きさに関連する知識）が測定された。

家庭で使用している言語、子どもや家族の特徴、就学前経験等を統制して分析した

ところ、2～3 歳の子ども向け情報番組の視聴はすべての認知得点でポジティブな

影響を示していた。また、一般向け番組を頻繁に視聴する子どもは、そのような番

組を見ない子どもに比べて認知得点が低かった。さらに、子どものスキルは後の

TV 視聴を予測していたことから、双方向の因果関係があることが示唆された。こ

れらの結果から、TV 視聴と初期の学業スキルとの関連は、視聴する番組の内容に

依存すると結論づけられた。Duch et al.（2013）は、ヒスパニックの子ども（平均

生後 21.09 ヶ月）を対象に、スクリーン・メディア（TV、DVD、携帯電話、コンピ

ュータ）の利用とその内容を尋ね、言語発達に及ぼす影響を測定した。調査の間隔

は 1 年間であった。両親の教育の影響を統制して分析した結果、1 日に 2 時間以上

の TV 視聴はコミュニケーション得点にネガティブな影響がみられた。また、性別

や両親の教育を統制した分析の結果、1 日 2 時間以上の子ども向け番組の視聴時間

はコミュニケーション得点にネガティブな影響を持つことが示された。さらに、赤

ちゃん向け DVD（baby DVD）の視聴は、分析対象となる子どもの数が少ないとい

う点は考慮が必要だが、コミュニケーション得点には関連しないことも確認され

た。Tomopoulos, Dreyer, Berkule, Fierman, Brockmeyer, & Mendelsohn（2010）では、

6 ヶ月の子どものメディア接触（TV、video/DVDs、映画、ゲーム）の時間とその内

容が 14 ヶ月での発達に及ぼす影響を検討した。この研究では、コンテンツの対象

に合わせて「教育的子ども向け番組（2～6 歳向けと乳児向け）」「非教育的子ども

向け番組（2～6 歳向け。ほとんど暴力は含まない）」「年長の子ども／大人向け番

組（7 歳以上の子ども、10 代、大人向け）」に分類している点に特徴がある。分析

では、母親の教育レベル、年齢、主言語、人種、出身地、婚姻状態、子どもの性別、

生まれた順番、母親の抑うつ状態、認知的家庭環境の影響を統制した。その結果、

メディア接触時間全体と「年長の子ども／大人向け番組」への接触が、認知・言語発

達にネガティブな影響を及ぼしていた。しかし、「子ども向け教育番組」と「子ども向

け非教育番組」では影響はみられなかった。 

番組の対象年齢（子ども向けか大人向けか）以外にも、特定のコンテンツに焦点

を当てた研究も行われている。子ども向け教育番組の代表ともいえる Sesame Street 

等が挙げられる。Mielke（2001）のレビューによると、アメリカで 2 年間実施され

た縦断調査において、3 歳から 3 歳 6 ヶ月の子どもの Sesame Street の視聴は 5 歳

での語彙得点を予測することが示された。ここでは両親の教育レベルや兄姉の有

無、TV視聴全般に対する両親の態度などの影響が統制されていた。この調査では、
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5 歳から 5 歳 6 ヶ月での視聴は 7 歳時点での語彙得点を予測しなかったが、年長の

子どもは番組から卒業したためであると考察された。また、Sesame Street のみが語

彙にポジティブな影響を持った理由として、意識的に番組内でシンプルな言語を

用い、身体的・精神的な参加を促すようデザインされ、絵や歌を使った娯楽的な方

法で新しい単語を表現したり繰り返したりするためではないかと考察された。

Mares & Pan（2013）は、Sesame Street の視聴が子どもに及ぼす影響を検討した 24

の研究をメタ分析している。この番組はアメリカで生まれたものであるが、現在は

130 以上の国で放映されており、アメリカでの番組のフォーマットをベースに、そ

れぞれの地域の状況に合わせて番組が作られている。そこで、15 カ国で実施され

た研究を統合し、アメリカ以外の国での影響も検討した。「認知的側面（例：読み

書き、数）」「世界についての学び（例：健康や安全に対する知識）」「社会的推論と

外集団への態度」の 3 つの観点から結果を統合したところ、いずれも番組を視聴す

ることのポジティブな効果が示された。就学前の子どもを対象とした研究はごく

一部ではあるものの、年齢ごとにみると、3 歳から 5 歳の方が、6 歳よりも効果が

強いことが確認された。Anderson et al.（2001）では、より長期的な影響を検討して

いる。5 歳のときの Sesame Street の視聴が高校生のときの成績に及ぼす影響を分

析したところ、科学の成績にポジティブな影響を及ぼしていた。英語の成績では男

子のみポジティブな影響がみられた。また、Sesame Street 以外の子ども向け情報番

組による有意な効果は見られなかった。 

これらの研究知見をふまえると、子どもの年齢に合ったコンテンツを選択する

ことが重要であることが示唆されたといえる。 

7.3. TV 以外のメディア 

先述の通り、メディア利用が認知能力に及ぼす影響は TV を対象とした研究が圧

倒的に多く、縦断調査による中・長期的な因果関係の検討が行われている。一方、

ゲームやコンピュータに関しては、特定の効果を意図して作成されたソフトウェ

アについて、使用するグループと使用しないグループを比較したり、従来的な教授

法と比較したり、新しいテクノロジーの持つ特徴に着目して効果を検討する実験

研究が多いという特徴がある。 

例えば Sella, Tressoldi, Lucangeli, & Zorzi（2016）は、幼児を対象に、無料ゲーム

の“The Number Race”を使用する訓練群と代わりに絵を描くスキルを育成するソフ
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トウェアを使用する対照群を設定し、ゲームが数に関する能力に与える効果を検

討した。このゲームは、数の感覚を高めること、数の表現につながりをつくること、

暗算、モチベーションの最大化という 4 つの原則に基づいて作られていた。両群と

も 1 回 20 分ほどのセッションを週 2 回、10 週間継続した。分析の結果、数の空間

配置や暗算などのより高次のスキルにおいてゲームの効果がみられた。Kucirkova, 

Messer, Sheehy & Panadero（2014）は、4-5 歳の子どもを対象に、Our Story という物

語を作成するアプリや比較対象となるアプリを使っている様子を録画し、アプリ

に対する子どもの関わりを分析した。学習課題、アプリの特徴、アプリの内容の 3

点から考察した結果、アプリの特徴や内容が子どもが関与する教育的価値の程度

に影響しうることを指摘している。例えば、物語を作ったり絵を描いたりするよう

な制約のない内容を完成させるアプリがよりポジティブな教育効果をもつのでは

ないかと考えた。また Patchan & Puranik（2016）では、子どもの“書く”スキルの

向上のためにタブレットを活用した。41 ヶ月から 65 ヶ月の子どもを対象に、20 分

のレッスンを週に 3 回 8 週間かけて 8 つの文字を学ばせた。その際、「タブレット

と指」「タブレットとスタイラス」「紙とペン」の 3 条件が設けられた。また、間違

えるとすぐにフィードバックされる「外的フィードバック」と、指で書く練習をす

ることで感覚的に与えられる「内的フィードバック」の 2 種類のフィードバックが

行われた。分析の結果、「タブレットと指」条件の子どもは「タブレットとスタイ

ラス」条件の子どもよりも多くの数の文字を正しく書いていており、書くことを学

ぶ上では、触覚に関する経験に利点があることが示唆された。Schacter & Jo（2016）

は、低所得家庭の就学前の子どもの算数のパフォーマンスを向上させることを目

的にデザインされたカリキュラム“Math Shelf”の効果を検討している。4 歳の子

どもを対象に、タブレットを用いた 15 週にわたるカリキュラム（Math Shelf）と従

来的な教室での授業を比較した。分析の結果、Math Shelf で学んだ子どもの事後テ

ストに有意な効果がみられた。Aldadé, Lauricella, Beaudoin-Ryan & Wartella（2016）

では、幼児は教育的テクノロジー（本研究では双方向のタブレットゲーム）から基

本的な数学の概念を学ぶことができるのかを検討した。45 ヶ月から 68 ヶ月までの

参加者は無作為に「双方向条件（インタラクティブなゲームをプレイ）」「非双方向

のビデオ条件（双方向ゲームを録画したものを視聴）」「対照条件（同じキャラクタ

ーで同じ双方向の特徴を持つゲームだが、内容が異なる）」に振り分けられた。分

析の結果、タッチスクリーン・デバイスを用いた双方向ゲームの経験を通して学び

が得られることが示された。また Johnson, Perry & Shamir（2010）では、コンピュ

ータ支援教育（CAI）が幼児の読解スキルに及ぼす効果を 4 つの条件を比較するこ
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とで検討した。①学習者自身が次の活動を選択できる条件と、②コンピュータに従

ってあらかじめ指定されたペースで学習を進める条件、③課題となるスキルを修

得したかどうかに基づいて学習が進められる条件、④CAI を受けない条件の 4 条

件であった。事後テストにおける読解能力の得点を比較を通し、（一部の変数では

②と差がなかったものの、）③の条件が優れた成果を挙げることが示された。この

年齢の学習者にとっては、自律的に学習するスタイルよりも、システムに基づく学

習の方が効果的である可能性が示唆された。最後に、Washington, Warr-Leeper, & 

Thomas-Stonell（2011）は、特異的言語障害の子どもを対象とした文法に関する課

題（expressive-grammar deficits）の改善のために開発されたコンピュータ支援治療

（C-AT）プログラム「My Sentence Builder」の効果が検討された。5 歳までの対象

児（expressive-grammar morphology の子ども）が研究に参加し、C-AT 群、従来的な

手法を用いた非 C-AT 群、対照群のいずれかに振り分けられた。事前・事後・3 ヶ

月後に評価を行い、事前テストの得点を統制した上で条件間を比較したところ、2

種類の治療は、いずれも対照群よりも表現力豊かな文法を獲得させたが、C-AT と

非 C-AT との間では大きな効果の差はみられなかった。 

このように、TV 以外のメディアに関しては、就学前の子どもに対する全般的な

利用の影響を検討する研究はほとんど行われておらず、様々な目的に合わせたゲ

ームやアプリ、ソフトの効果を検討する研究や実践事例が多数みられている。いず

れも有効活用を目指したものであり、知見の蓄積によって認知能力の発達に寄与

しうるメディア活用につながっていくことが期待される。 

7.4.まとめ 

就学前の子どものメディア利用が認知能力に及ぼす影響は、利用時間に関心を

持つ研究と特定のコンテンツ（特に教育的なコンテンツ）の影響に関心を持つ研究

とに大別される。前者は TV を対象とした研究が中心であるが、ネガティブな影響

を示す研究もあれば、影響がみられない研究もあり、一貫した結果は得られていな

い。時間という大きな枠でとらえると、様々なコンテンツの影響が混ざり合うため

であると考えられる。 

コンテンツに関しては、子ども向け教育コンテンツや子ども向けの非教育コン

テンツ、一般向けのコンテンツなどの影響が検討されている。認知能力の領域によ

っても結果は異なるが、教育的コンテンツによるポジティブな効果が示されてい
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る。しかし、子どもの年齢に合ったコンテンツを選択することが重要であることも

示唆されている。また、TV 以外のメディアでは、特定の効果を意図して作成され

たソフトウェアを対象とした実験研究が多数実施されている。学習の進め方やフ

ィードバックの方法など、ソフトの設計によって効果が異なることが確認されて

いる。 

 

 

 

 

8．注意・実行機能への影響 

実行機能とは、目標に到達するために自分の行動をコントロールすることの基

盤となる一連のプロセスであり、注意、計画、抑制のコントロールが含まれる。ま

た、実行機能がうまく働かないことは注意欠陥多動性障害(ADHD)の症状と関連が

あると言われている。様々な研究において、注意をはじめとする実行機能と TV 視

聴との関連が示されている。Nikkelen, Valkenburg, Huizinga, & Bushman(2014)は、様々

な年齢を対象にした 29 の相関研究、12 の縦断研究、4 つの実験研究のメタ分析を

行い、メディア利用(TV・ゲーム)と不注意・衝動性との間に有意な関連があること

を示した。またこの効果について年齢の調整効果は見られず、どの年齢においても

メディア利用と注意との関連が存在することが示唆される。 

TV 視 聴 が 実 行 機 能 に 及 ぼ す 影 響 に 関 す る モ デ ル を Lillard, Li, & 

Boguszewski(2015)が提案している。想像的な出来事(fantasy event)はすばやく、注意

と(または)情報処理のための資源を使い果たすので、次に起こる実行機能を必要と

する課題では、このような資源を使うことができない。したがって、注意を強く引

く付ける TV 視聴によって資源を使い果たした結果、実行機能を測定する課題で良

い成績をとることができないのだと Lillard et al.(2015)は主張した。また、この効果

は素早く生じ、短期的な機能障害を起こすものであるが、繰り返し TV を視聴する

ことはこの短期的な障害を繰り返し引き起こすことになり、それにより、情報処理

システムの健康的な発達に悪影響を与えると考えられている。次節からは、実験に

よって検討された TV 視聴の短期的な影響と、縦断調査によって検討された長期的

な影響とに分けて研究を概説する。 
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8.1. 実験による短期的な影響 

TVがついていること自体が子どもの集中を妨げることを示す実験研究が存在す

る。Schmidt et al.(2009)は、生後 12 か月、24 か月、36 か月の子どもを対象に様々

なおもちゃのあるプレイルームでの子どもの様子を１時間観察した。子どもが遊

ぶ 1 時間のうち 30 分間はクイズ番組が流れる TV をつけたままにし、30 分間はテ

レビを消して、子どもの遊びの様子を比較した。その結果、TV がつけたままのと

き、子どもは 1 度に数秒しかテレビを見ていなかったものの、遊びの長さは短くな

り、遊びの間の集中も減少した。 

また、幼児を対象にした研究でも同様の影響が見られる。Geist & Gibson(2000)は

4・5 歳児 62 名を対象に、下記の 3 つのいずれかの条件に振り分け、その後、おも

ちゃや遊ぶものが多く用意されたプレイルームでの遊びの様子を観察した。3 条件

とは、①公共放送で放映されているミスター・ロジャース・ネイバーフッド(Mister 

Rodgers Neighborhood)を 30 分間視聴、②ネットワークテレビで放映されているマ

イティ・モーフィン・パワーレンジャー(Mighty Morphin Power Rangers:日本の戦隊

シリーズの米国版)を 30 分間視聴、③テレビを視聴しない、であった。分析の結果、

プレイルームで、おもちゃを本来の目的で積極的に使用する時間は、マイティ・モ

ーフィン・パワーレンジャー視聴群よりも何も TV を視聴しなかった群の方が長

く、マイティ・モーフィン・パワーレンジャー視聴群は遊びに集中している時間が

短かった。また、遊びを変える回数も、マイティ・モーフィン・パワーレンジャー

視聴群は、TV を視聴しなかった群よりも多かった。一方で、スター・ロジャース・

ネイバーフッド視聴群と他の群との差は見られなかった。 

また、TV 番組の内容が、子どもの実行機能に影響するということを示す研究も

ある。Freidrich & Stein (1973)では、93 人の子どもが保育園で 4 週間 3 タイプ(暴力

的なアニメ、向社会的番組、中立的な番組)のいずれかの番組を視聴した。向社会

的な番組を視聴した子どもは、中立的な番組を見た子どもよりも、課題への粘り強

さ示したり、報酬の遅れに対して寛容になったり、ルールを守るようになったが、

暴力的な番組を視聴した子どもは、遅れに対する寛容さやルールの遵守性が低下

した。また、これらの変化は知的能力が平均以上の子どもで特に顕著であった。 

暴力番組が実行機能を低下させる理由として、暴力番組に含まれている映像の

変化の速さが実行機能に悪影響を及ぼす可能性が指摘されている。Lillard & 

Peterson(2011)は 4 歳児 60 名に 9 分間の映像を見せ、その後、実行機能を必要とす
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る課題に取り組ませた。子どもたちは以下の 3 条件のいずれかに振り分けられた。

3 条件とは、①テンポの速い TV アニメ(シーンが平均 11 秒ごとに完全に変化・キ

ャラクターが一貫して急いで移動)を視聴、②テンポの遅い教育的アニメ(シーンが

平均 34 秒ごとに変化)を視聴、③TV は見ずに紙にお絵かきをする、である。その

後、実行機能(自己制御やワーキングメモリ)を測定する 4 課題(ハノイの塔課題、

HTSK、古典的遅延満足課題、数の逆唱)に取り組ませる。HTKS とは、頭を触って

と大人が子どもに言った場合はつま先を触り、つま先を触ってと指示された場合

には頭を触るというルールを持つゲームである。古典的遅延満足課題とは、実験者

が戻ってくるまで(330 秒間)待てたらお菓子 10 ピースもらえるが、途中でベルを

鳴らした場合には、その時点でお菓子はもらえるものの、2 ピースしかもらえない

という課題である。子どもの注意、年齢、普段のテレビ接触の影響を取り除いた分

析を行った結果、テンポの速い番組を見た群は、他の群よりも実行機能を測定する

課題の成績が悪いことが示された。 

一方で、TV のシーン転換の速さによる効果は年齢によって異なる可能性を示し

た研究もある。Cooper, Uller, Pettifer, & Stolk (2009)は、イギリスの 4～7 歳の子ども

(平均 5.19 歳)に、子ども向けの本を読んでいる大人が映っているが、異なる編集が

行われた映像 2 つのうちいずれかのビデオクリップを 3.5 分間視聴させた。2 つの

映像のうち、1 つはゆっくりとしたペースで編集された映像(合計 14 回のカメラア

ングルの切り替えがあり、平均 15 秒に 1 回シーンが変わる)であり、もう 1 つは速

いペースで編集された映像(平均して 4 秒ごとにシーンの変化がある)である。その

後、注意、定位(刺激があるとそちらに注意を向けること)、実行制御(葛藤の監視)

を測定する注意ネットワーク課題(Attention network task; ANT)に取り組ませた。こ

の課題では、子どもたちは画面上に登場するアニメの魚にエサを与えるように教

示され、魚が向いている方向に合わせてマウスのボタンを右か左にクリックする。

魚が呈示される前に、手がかり刺激が呈示され、その手がかり刺激の位置によって

いくつかのタイプの課題に分けられる。定位の指標は、注視点(試行の開始時に視

点を向ける点)と同じ場所に手がかり刺激が出て、その後呈示された魚の向きを回

答する試行の反応時間から、回答すべき魚が提示される位置に事前に手がかり刺

激が提示された試行の反応時間を引いた差とした。この得点が高いほど、最初の手

がかりから注意を引き離すことの困難さを示しており、得点が低いことは定位が

最適化されたことを示している。実験参加者を 4 歳、5 歳、6 歳以上に分けて分析

を行ったところ、4 歳児ではゆっくりとしたテンポの映像を見た条件の子どもたち

が、速いテンポの映像を見た子どもたちよりも定位得点が高く、反対に、6 歳以上
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の子どもでは、速いテンポの映像を見た条件の方が、定位得点が高かった。このよ

うな差が見らえた理由については様々な解釈が考えられるが、年齢によって映像

の効果が異なる可能性が示唆された。 

一方で、番組中のテンポの速さが問題なのではなく、現実的でない空想描写が実

行機能に悪影響を及ぼすのだと主張する研究もある。Lillard et al.(2015)は、テンポ

の速さと現実性が異なる 4 つの番組の視聴が 4 歳児の実行機能に及ぼす影響を検

討した。4 つの番組とは、現実的でテンポが遅い Little Bill、現実的でテンポが速い

Phineas and Ferb(空想的な部分は編集で削除)、空想的でテンポが遅い Little Einstein、

空想的でテンポが速い Sponge Bob であり、参加者は 4 番組中 1 番組のみを視聴し

た。年齢と視聴前の実行機能の影響を制御した分析を行ったところ、現実性が実行

機能に影響を及ぼす効果のみが有意であり、Little Einstein(空想的でテンポが遅い)

と Sponge Bob(空想的でテンポが速い)を見た後の子どもの実行機能の成績は低下

したものの、Little Bill(現実的でテンポが遅い)と Phineas and Ferb(現実的でテンポ

が速い)では視聴前後で実行機能の変化は見られなかった。以上の結果から、Lillard 

et al.(2015)はテンポの速さではなく、空想的な出来事の視聴が子どもの実行機能の

低下に影響するとしている。 

8.2. 長期的な影響 

TV 視聴の短期的な影響だけではなく、縦断調査により、乳幼児期の TV 視聴が

その後の実行機能の発達に影響を及ぼすかどうかを検討した研究も存在する。 

乳児期のTV視聴量全般の効果を検討しようとした研究として、Cheng et al.(2010)

がある。この調査では日本の 479 名の保護者を対象に、子どもが生後 4、9、18、

30 カ月時に調査を行った。子どもの誕生時の体重、在胎齢、子どもの性別、家族

の中の子どもの数、母の教育レベル、世帯年収、母親の認知能力の影響力を除いた

分析を行ったところ、生後 18 か月(1 歳半)時の TV 視聴量が多いほど、30 カ月(2

歳半)時の衝動―不注意に関する問題を抱えることを示した。 

さらに、乳児期の TV 視聴量が児童期の実行機能に影響を及ぼすことを示した研

究もある。Christakis, Zimmerman, DiGiuseppe, & McCarty(2004)は、大規模サンプル縦

断調査に参加した子どもを対象にし、1996 年、1998 年、2000 年のいずれかの調査

実施年に 1 歳児と 3 歳児だった子どものデータを用いた分析を行い、1 歳時もしく

は 3 歳時の TV 視聴が、6 歳 9 か月～8 歳 9 か月時点での注意と関連するかどうか
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を検討した。注意に関する問題は、Behavioral Problems Index(BPI)の衝動性に関す

る下位尺度 5 項目(項目例：集中するのが難しい、衝動的等)で測定し、子どもの人

種/民族、性別、誕生時の胎齢、母親の年齢、母親の教育暦、母親の抑うつや自尊

心、妊娠中の母親のアルコール・タバコ摂取の有無、家庭内の子どもの数、親の数、

居住地、調査時期、家庭内での認知的活動、養育行動の影響を取り除いた分析を行

った。その結果、1 歳時、もしくは、3 歳時の 1 日当たりの TV 視聴時間が、6 歳 9

か月～8 歳 9 か月時点での注意に関する問題と関連していることが示された。しか

し、Cheng et al.(2010)も、Christakis et al.(2004)も、乳児期(ベースライン時)の注意に

関する問題は制御されていないため、逆の因果関係の可能性も排除できない。 

さらに、TV 視聴が実行機能の発達に及ぼす影響力はわずかであるか、ほとんど

ないことを示す研究も存在する。Stevens& Mulsow(2006)は、幼児期の TV 視聴が、

小 1 時の注意欠陥多動性障害の症状と関連があるかを検討したところ、その影響

力は統計的に有意ではあるものの 0 に近いことを示している。また、Sugawara, 

Matsumoto, Murohasi, Sakai, & Issiki(2015)は 1～5 歳までの TV 視聴量の変化の軌跡に

基づき、3 つの群(長時間視聴群、中程度視聴群、軽度視聴群)に分け、それぞれの

群によって、5 歳時点での注意と行動上の問題が異なるか検討したところ、群間で

の違いが見られなかった。同様の研究として Stevens, Barnard-Brak, & To(2009)は 4

～10歳の TV 視聴と、Behavioral Problems Index(BPI)の下位尺度(活動的すぎる、静

かに座っていられない、落ち着きがない長い間注意を向けることが出来ない)で測

定した不注意と衝動性との関係を検討した。その結果、4～10歳時の 1週間当たり

の TV 視聴量の増加は、4～10歳時の不注意・衝動性に統計的な有意な関連が見ら

れなかった。4 歳時の不注意と衝動性が、6 歳時の TV 視聴時間の変化と弱いなが

ら関係があることが示されたが、長期間にわたる影響は見られなかった。 

単なる TV 視聴量ではなく、ある特定のタイプの TV コンテンツの視聴が実行機

能の発達に影響することを示した研究もある。Barr, Lauricella, Zack, & Calvert (2010)

は、12~18 か月児 60 名を調査対象とし、1 歳から 4 歳にかけて継続的に 24 時間 TV

視聴日誌を用いて何をどのくらい見ていたのか測定し、4 歳時に実行機能評定目録

(BRIEF-P)(下位尺度として、抑制、注意の転換、情動コントロール、ワーキングメ

モリー、計画と組織が含まれる)と認知機能(実行機能、語彙、空間スキル、プレ数

学的スキル、プレリテラシースキル)とを測定した。大人向け番組(クイズ番組、ニ

ュース、シチュエーションコメディ、自然番組と、“Power Rangers”や“That’s so Raven”

のような年長の子ども向けの番組)と子ども向け番組(未就学児向けに作られたセ

サミストリートや、赤ちゃん向けビデオや、ディズニー映画)の視聴量が多い子ど
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も上位 25%を各番組の視聴高群とし、残りを下位群と分けた分析を行った。なお、

分析の際、家庭の社会経済的状態、子どもの民族、性別と認知スキルの間に有意な

関連は見られなかったことから、これらの変数の影響力を取り除かないことにし

た。乳児期に大人向けの番組に高いレベルで接触していた子ども(視聴高群)は、中

程度、低レベルの接触の子ども(視聴低群)と比べ、BRIEF-P の合計得点が低く、大

人向けのコンテンツが子どもの実行機能に悪影響を及ぼす可能性が示唆された。

このようなある特定のタイプのコンテンツが実行機能の発達に及ぼす効果は、低

年齢の子どもに強く現れることを示唆する研究も存在する。Zimmerman et al.(2007)

は 1 時点目の調査を 1997 年に 0～5 歳の子どもを対象に実施し、その 5 年後の 2002

年に実施した。テレビ番組の内容分析をし、教育番組、非暴力的な娯楽番組、暴力

的な番組の 3 種類に分け、各種の TV 視聴時間を視聴日誌に基づき算出した。子ど

もの性別、人種・民族、年齢、居住地域、家庭内の子どもの数、親の教育レベル、

母親の抑うつ得点、家庭に父親がいるか、両親の夫婦間葛藤の影響力を取り除いた

分析を行ったところ、3 歳以下の子どもたちの各番組の１日当たりの視聴が 5 年後

(5～8 歳)の注意に関する問題に及ぼす影響について、教育番組では関係がなく、非

暴力的な娯楽番組では統計的に有意なもののその関連性は強くなく、暴力番組が

最も影響力が強く、統計的にも有意であることが示された。一方で、4・5 歳児で

はどの番組においても、5 年後の注意の問題に及ぼす有意な影響が見られなかった。

これらの結果から、年少の子どもの視聴の方が実行機能の発達に及ぼす影響力が

強いことが示唆される。一方で、これらコンテンツの効果を明らかにした研究(Barr 

et al, 2010; Zimmerman et al, 2007)ではいずれもベースライン時の実行機能の問題を

制御しておらず、実行機能の発達の遅れが TV 視聴を増加させる可能性も排除でき

ない。 

上記の通り、乳幼児期の TV 視聴が乳児期～児童期の実行機能への影響を示した

研究は、いずれもベースライン時の実行機能の影響を取り除いておらず、実行機能

の低さが TV 視聴を促進する可能性が残っている。実際、Radesky, Silverstein, 

Zuckerman, & Christakis(2014)は 9 か月時に自己制御が低い子どもは 2 歳時に 1 日

に 0.23 時間 TV を多く見ることを示しており、TV 視聴と実行機能との間の因果関

係は不明瞭な状態であると言えるだろう。 
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8.3. まとめ 

Lillard et al.(2015)のモデルによれば、注意を強く引く付ける TV 視聴によって資

源を使い果たした結果、実行機能が上手く働かなくなると考えられている。また、

視聴直後の短期的な悪影響だけでなく、TV 視聴を重ねることで短期的な機能障害

が繰り返し起こり、そのことが情報処理システムの健康的な発達に悪影響を与え

るという長期的な悪影響を引き起こすことも懸念されている。このモデルと一致

し、複数の実験によって、TV 視聴が短期的な実行機能の低下を引き起こすことは

示されている。一方で、なぜ TV 視聴が悪影響を引き起こすのかについては、シー

ン転換の速さや想像的内容等の要因が挙げられているが、一貫した研究知見は得

られておらず、不明瞭である。さらに、縦断調査によって、TV 視聴が実行機能の

発達に悪影響を及ぼす因果関係を示した研究のいずれもベースライン時の実行機

能の影響を取り除いておらず、また、因果関係がない、もしくはあっても影響力は

弱いとする研究も存在し、TV 視聴による実行機能への長期的な影響の有無につい

ては不明瞭であり、更なる知見の蓄積が期待される。 
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9.創造性(creativity)・想像性(imagination)への影響 

9.1. TV 視聴が創造性に及ぼす影響を説明する仮説 

Anderson et al.(2001)によれば、創造性(creativity)とは、固定観念にとらわれず柔

軟に、数多くの発想が出来る「認知的流暢性」と、新しい発想を生み出すことがで

きる「独創性」として定義されており、これらは創造的な芸術作品や芸術活動の中

や、空想や想像(imagination)によって現れる。また、年少の子どもの場合、創造性

は主に、想像的な遊び(imaginative play)の中で現れると考えられる。TV 視聴が創造

性に及ぼす影響について、ポジティブな影響を想定する仮説とネガティブな影響

を予測する仮説の両方が存在する(Valkenburg & van der Voort, 1994)。TV 視聴が創

造性を高めるとする促進仮説(Stimulation Hypothesis)では、創造的な課題に取り組

む時、人々が引き出すことができるアイディアの源を TV は提供するという前提に

基づき、TV 視聴により創造的産出物の量と質の改善が見られるだろうと予測して

いる。一方で、TV視聴が創造性に悪影響を及ぼすことを想定する仮説も存在する。

Valkenburg & van der Voort(1994)によれば、TV 視聴が創造性に悪影響を及ぼす過程

には、視覚化仮説(visualization hypothesis)、急速ペース仮説(rapid pacing hypothesis)、

受動仮説 (passively hypothesis)、覚醒仮説 (arousal hypothesis)、置き換え仮説

(displacement hypothesis)の 5 つの仮説が考えられるという。視覚化仮説(visualization 

hypothesis)とは、視覚的メディアは視聴者にできあいの視覚イメージを提供するの

で、視聴者は考えている間 TV のイメージを切り離すことができず、結果として、

創造的な想像性の発達が損なわれてしまうだろうと予測している。急速ペース仮

説(rapid pacing hypothesis)とは、メディアの急速なペースと切れ目のない動きのせ

いで、視聴者は番組の内容に関して熟考するための時間をほとんど与えられない

ので、創造的思考に欠かせない内省的思考が減り、その結果として、創造的想像性

の発達が損なわれるのだという仮説である。受動仮説(passively hypothesis)とは TV

情報の処理はほとんど心的努力(mental effort)を必要とせずに済む。TV 視聴中の低

レベルの心的努力は、他の領域においても心的努力をほとんど費やさない傾向に

つながり、視聴者は、他者によって生産された想像性を消費するだけの存在となっ

てしまう。認知的パフォーマンスは、心的努力が必要だが、TV 視聴による心的努

力の低下の結果として、創造的想像性の発達が伸びないと考えられている。覚醒仮



子どもたちのインターネット利用について考える研究会 

第八期報告書 

 127 

説(arousal hypothesis)とはアクション番組や暴力番組は視聴者に覚醒をもたらすが、

これらの番組によって引き起こされた覚醒は落ち着きのない衝動的な行動志向を

もたらす。創造的なパフォーマンスは静かで平穏な状況が求められるので、TV 視

聴によって引き起こされた衝動的な行動の結果として、創造的な想像性の発達は

損なわれると考えられている。Anderson et al.(2001)は、特に暴力的なコンテンツへ

の接触が、無力感や衝動性を促進し、創造性を低めると想定した。置き換え仮説で

は、TV 視聴は他の活動(TV 視聴よりも創造的な想像性を促進しうる活動から時間

を奪うので、創造的想像性が損なわれると考えられている。 

9.2. TV 視聴が創造性に及ぼす影響を検討した研究 

急速ペース仮説や覚醒仮説に基づいて、TV が子どもの創造性に及ぼす影響につ

いて考えると、TV 視聴量全般というよりは暴力的な内容や場面転換の速い番組と

いったある特定の内容が子どもの創造性に悪影響を及ぼすのだと言えるだろう。

実証的な研究においても、様々な内容の TV を視聴させ、子どもの創造性、特に遊

びの中での創造性や想像性を高めるのかどうかが、検討されている。Huston-Stein, 

Fox, Greer, Watkins, & Whitaker(1981)は大学内の保育園に通う 3 歳 6 か月から 5 歳 8

か月の子ども 66 名を対象に実験を行った。土曜の朝に放映されているテレビ番組

を内容分析をし、登場人物の活動の速さと暴力性について評定を行った。その結果

に基づき、(a)暴力性高/活動性高、(b)暴力性低/活動性高、(c)活動性低/暴力性低の 3

種類の 8～12 分間のビデオクリップを準備した。子どもたちはこれら 3 種類のい

ずれかの映像を一つ、5 日間見るか、映像を見ない統制群の 4 群のいずれかに割り

振られた。介入セッションの前後で、10 分間の遊びの様子を観察し、遊びの中に

非暴力的空想や、まね遊び、ごっこ遊びが含まれる場合に「想像的な遊び」、動物

のおもちゃが他の動物のおもちゃを攻撃するといった暴力的な内容を含むまねや

想像的な要素を含む遊びを「暴力的な空想」と定義した。分析の結果、4 群間で介

入セッション前後の想像的な遊びの変化に違いが見られた。すなわち、活動性低/

暴力性低視聴群で最も想像的遊びが増加し、次いで TV を見ない統制群でも増加が

見られた。一方で、活動性高/暴力性低視聴群では視聴前後であまり想像的な遊び

に差は見られず、活動性高/暴力性高では創造的な遊びの減少が見られた。暴力的

な空想において統計的に有意な効果は見られなかったものの同様のパターンが見

られた。一方で、暴力的でなくテンポも遅い教育的な TV 番組の視聴が創造性に影
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響を及ぼさないことを示す研究も存在する。Friedric-Cofer, Huston-Stein, Kipnis, 

Susman, & Clewett(1979)は自然番組を視聴した子どもとミスターロジャースを視聴

した子どもの間で想像的な遊びに違いが見られなかったことを示した。 

しかし、TV 視聴の創造性への影響は、子どものもともと持っている創造性によ

って変わりうることが示唆されている。Tower et al.(1979)は、保育園児 58 名(年齢

の中央値は 49.5 か月)を対象に実験を行い、セサミストリート、ミスターロジャー

スネイバーフッド、動物が出てくる自然番組のいずれかを、2 週間毎日 30 分間保

育室で 6 人前後の集団で視聴させた。視聴前後の自由遊びの様子を観察し、想像性

を測定した。想像性は子どもが遊びの中で現実の制約を超えた程度として測定さ

れ、遊びの中である物体を別のものを表象するために使ったり、役割や物体を象徴

化することを示唆する言葉が発せられたリ、物語の筋が取り入れられたりした場

合に想像的な遊びであるとされた。3 群間ともに、視聴前後で想像的な遊びに変化

は見られなかった。しかし、子どものベースライン時の創造性の高さ別に分けて分

析を行ったところ、ベースライン時の創造性が高い子どもよりも低い子どもの方

で、どの群においても視聴前よりも視聴後の方が遊びの中での想像性が高まった

ことが示された。また、ミスターロジャースを見たベースライン時で創造性の低い

子どもが最も遊びの中で想像性が高まる事が示された。 

さらに、TV 視聴中の大人との関わり方が、創造性への影響を強めることも示さ

れている。Singer & Singer(1976)は 3~4 歳半の 60 名の子どもを対象に実験を行い、

子どもを、2 週間毎日 30 分間“ミスターロジャース(Mister Rogers)”を視聴する TV

視聴群か、ミスターロジャースを大人と一緒に視聴し、時々大人は番組中の重要な

出来事やポイントに子どもが注意を向けるように促す共視聴群、TV は見せずに、

大人と一緒に自由な集団遊び活動に参加する統制群に振り分けられた。介入前後

の想像的な遊び imaginative play が観察され得点化された。その結果、統制群の子

どもと比べ、TV 視聴群の子どもは、想像的な遊びの増加が見られた。さらに、共

視聴群はより想像的な遊びが増加していた。以上の結果から、大人が一緒に視聴し

ながら番組の内容を子どもに取り次ぐ(mediate)ことで、教育番組が想像性を高める

効果がさらに強められることが示唆された。 

実験に比べると、縦断調査は数少ないように見える。Anderson et al.(2001)は、4.5

～5.5 歳の子どもを追跡調査し、高校生の時に再度調査を行った。その結果、未就

学時のテレビ視聴時間が想像性(思考の流暢さ)に有意な影響を及ぼさないことが

示された。性別ごとに分析をしたところ、女子のみで、未就学児のテレビ視聴時間

が思春期の想像性を低下させることが示された。また、番組別の視聴量の影響を検
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討したところ、幼児期の子ども向け情報番組の視聴が思春期の思考の流暢さを高

めることが示されており、一方で、子ども向け娯楽番組や大人向けの番組(スポー

ツ、娯楽、ニュース)の視聴は、思考の流暢さを低めることが示されている。 

9.3. まとめ 

TV 視聴が創造性に及ぼす影響について、主に遊びの中での想像性を用いて検討

されている。しかし、遊びの中での想像性の増加が、その後の創造性の発達に影響

するかどうかは不明瞭である。また、縦断研究の結果も含めて影響の方向性は様々

であり、この理由として、視聴する番組コンテンツの内容や、子どもの特性、また

視聴スタイルによって影響力が異なる可能性が示唆される。さらに、他の発達領域

と比べると、創造性への影響を扱った研究は少ないように見える。TV 視聴が創造

性に及ぼす影響を明らかにするためには、全体の視聴量以外の要因も考慮した体

系的な研究を行い、さらなる知見の蓄積が必要であるだろう。 
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